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 はじめに

　本市では、男女が互いにその人権を尊重しつつ、責任を分かち合い、性別
にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮できる男女平等社会の実現を
目指し、平成２３年度からの５カ年計画として「第２次新潟市男女共同参画
行動計画」を策定し取り組みを進めています。
　この計画は、平成１３年に策定した「新潟市男女共同参画行動計画」の期
間終了に伴い、社会状況の変化等を踏まえ施策のさらなる推進を図るために
第２次計画として策定したもので、平成１７年に制定した「男女共同参画推
進条例」に基づく行動計画として位置付けています。
　第２次計画では、毎年、個別事業の実施状況及び目標ごとの達成状況を新
潟市男女共同参画審議会に報告し評価を受け、計画の進捗状況を公表すると
ともに、施策や事業の見直しを行っています。
　本書は、条例に基づく年次報告書として、市の取り組み状況をまとめたも
のです。

　　　　　　　　　　　　　　　      　新潟市市民生活部男女共同参画課
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１　施策の体系

※

目　　標 施策の方向 具体的取組

１

男女の人権の尊重と男女共同参画への理
解促進
　－男女の固定的な役割分担意識の解消
と多様な生き方の尊重－

（１）男女共同参画推進のための意識啓発 ①家庭・地域等への広報・啓発活動の推進
②保育・学校教育における男女平等教育の推進
③職場における男女共同参画についての研修支援
④地域リーダーの育成
⑤国際理解に基づく男女共同参画の推進

（２）
社会制度・慣行等の見直しと意識の
改革

①男女共同参画に関する調査、情報の収集・提供
②メディアにおける男女の人権の尊重と男女共同参画の促進

２
政策・方針決定の場への女性の参画促進
　－あらゆる分野における男女共同参画
の促進－

（１）
市の政策・方針決定過程への女性の
参画の拡充

①審議会委員等への女性の参画の拡充
②市女性職員の管理職等への登用推進

（２）
企業・団体・地域等における女性の
登用促進

①企業・団体・地域等への女性の参画拡大についての啓発
②女性のエンパワーメントの推進

３
働く場における男女共同参画の推進
　－男女間格差の解消と就業支援－

（１）
雇用の分野における男女の均等な機
会と待遇の確保

①男女雇用機会均等法等関係法令や制度の周知
②女性労働問題の解決への支援

（２）
女性の職業能力の開発支援と就業支
援

①女性の職業能力の開発機会の提供
②再就職や起業の支援

（３）
農業や自営業等における男女共同参
画

①経営参画のための学習機会の提供
②労働環境の整備促進

４

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）の推進
　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立
できる環境づくりへの支援－

（１）
仕事と生活の調和に向けた意識の啓
発

①働き方の見直しに関する啓発
②男女がともに働きやすい職場環境の整備促進
③家庭生活・地域活動への男女共同参画の促進

（２）
多様なライフスタイルに対応した子
育てや介護等に関する支援

①子育て支援策の充実
②介護サービス基盤の整備・充実
③地域で支える環境づくり
④ひとり親家庭への支援の充実

５

性に関する理解と生涯にわたる健康の確
保
　－「性と生殖に関する健康と権利（リ
プロダクティブ・ヘルス／ライツ）」の
尊重－

（１）
性を理解・尊重するための啓発活動
の推進

①性に関する正しい知識と理解についての教育・学習機会の充実
②性と生殖の健康と権利に関する自己決定についての啓発活動の
充実

（２）
ライフステージに応じた健康づくり
の支援

①生涯にわたる健康づくりのための支援
②妊娠・出産等に関する健康支援
③こころとからだの相談体制の充実
④性感染症等への対策

６
女性に対する暴力の根絶
　－ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害
行為の防止－

（１）
ＤＶの根絶とＤＶ被害者への総合的
な支援体制づくり

※ 新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画

（２）
セクシュアル・ハラスメント、性暴
力防止対策の推進

①セクシュアル・ハラスメントの防止
②性暴力防止の啓発と安全な環境づくり

（１）ＤＶを容認しない社会づくりの推進
①ＤＶ防止の意識啓発の推進
②ＤＶ相談窓口の周知

（４）
関係機関や民間支援団体との連携の
強化

①児童虐待・高齢者虐待対策関係機関との連携
②関係機関・民間支援団体との連携・協力体制の強化
③計画推進のための体制づくり

新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者
支援基本計画

（２）相談体制の充実 ①安全に安心して相談できる体制づくり
②相談従事者の研修の充実
③相談窓口等の連携強化

（３）
ＤＶ被害者の保護体制と自立支援の
充実

①安全に配慮した保護体制の確立
②総合的な相談支援体制の確立
③自立支援策の充実
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
目標値

（平成２７年度）

51.6% ― ― ― 52.6% ― 80％以上

55.3% ― ― ― 59.9% ― 80％以上

法律や制度 33.8% ― ― ― 30.9% ― 40％以上

社会通念・
慣習・しきたり

9.5% ― ― ― 10.8% ― 15％以上

家庭生活 30.2% ― ― ― 34.3% ― 40％以上

地域社会 29.0% ― ― ― 31.3% ― 40％以上

小学校３年生 93.9% 92.2% 93.1% 94.0% 98.2% 100.0%

小学校６年生 95.6% 95.7% 95.7% 95.7% 98.2% 100.0%

中学校２年生 77.2% 73.8% 75.4% 82.0% 84.2% 83.9% 90％以上

審議会 30.8% ※１ 31.5% 33.3% 37.8% 41.0% 40.7%

懇話会 29.8% ※１ 28.3% 33.9% 37.6% 40.1% 42.3%

審議会 6.0% ※１ 4.9% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0%

懇話会 12.7% ※１ 11.7% 1.7% 1.7% 0.0% 0.0%

7.2% 7.9% 6.0% 6.0% 6.0% 6.1% 10％以上

8.0% ※２ 8.2% 8.3% 8.9% 9.6% 10.5% －

小学校・校長 15.6% ※２ 15.9% 17.7% 15.9% 16.8% 17.3%

小学校・教頭 15.6% ※２ 17.2% 19.8% 19.8% 19.8% 20.2%

中学校・校長 7.7% ※２ 7.0% 5.3% 5.3% 5.4% 8.9%

中学校・教頭 5.9% ※２ 3.3% 5.0% 8.3% 8.5% 8.5%

18.8% ― ― ― 21.0% ― 30％以上

9.5% 10.5% 11.4% 11.9% 11.7% 10.4%
市内認定農業者
数の10％以上

74.9% 74.9% 74.8% 74.4% 76.1% 76.4% －

男性 1.0% 1.2% 2.1% 1.5% 2.1% 5.4% 5％以上

女性 85.8% 93.0% 96.4% 95.3% 96.7% 95.9% 90％以上

― ― ―

220分
共働き
女性290分
男性70分

― 200分以内

目標５ 89.7% ― ― ― 88.7% ― 100％

目標６ 37.6% ― ― ― 42.5% ― 60％以上

235分
共働き
女性307分
男性72分

１２　妊娠や出産にかかわる女性の健康と権利に
配慮すべきであると考える人の割合

１３　ＤＶ被害にあったときの相談窓口を知っている
人の割合

※１　平成22年7月1日現在
※２　平成22年4月1日現在

目標３

８　職場における男女の地位の平等感

９　家族経営協定締結農家数

（参考）　所定内賃金の男女格差

目標４

１０　男女別育児休業取得率

１１　共働き夫婦の家事等平均時間の格差

100％

目標２

５　審議会等における女性委員割
合

40％以上

６　女性委員のいない審議会等の
割合

0％

７　農業委員における女性委員の割合

（参考）　市職員の管理職における女性の割合

（参考）　市立小・中学校の校長・教
頭における女性の割合

－

２　指標一覧

項目
現状値

（平成21年度）

目標１

1　市民の性別役割分担意識
「男は仕事、女は家庭（家事・育児）」という考え方
を否定する人の割合

２　男女共同参画社会という用語の周知度
男女共同参画社会を知っている人の割合

３　男女の地位の平等感

４　小・中学校の男女平等教育パ
ンフレットを活用した授業割合
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市民の性別役割分担意識
「男は仕事、女は家庭（家事・育児）」という考え方を否定する人の割合

目標値　８０％以上

男女共同参画社会という用語の周知度
男女共同参画社会を知っている人の割合

目標値　８０％以上

３　目標別指標データ

「第２次新潟市男女共同参画行動計画」では、男女共同参画の推進に関する施策を
着実に進めていくため、６つの目標ごとに、達成度を測るための指標を設けていま
す。

指標1

指標２

※平成15年度は「男女共同参画社
会基本法」という言葉を知っている人
の割合

資料：新潟市男女共同参画課「男女共同参画に関する基礎調査」

資料：新潟市男女共同参画課「男女共同参画に関する基礎調査」

目標１ 男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進
－男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重 
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男女の地位の平等感
法律や制度

目標値　４０％以上

男女の地位の平等感
社会通念・慣習・しきたり

目標値　１５％以上

男女の地位の平等感
家庭生活

目標値　４０％以上

指標３

指標３

指標３

資料：新潟市男女共同参画課「男女共同参画に関する基礎調査」

資料：新潟市男女共同参画課「男女共同参画に関する基礎調査」

資料：新潟市男女共同参画課「男女共同参画に関する基礎調査」
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男女の地位の平等感
地域社会

目標値　４０％以上

小・中学校の男女平等教育パンフレットを活用した授業割合

目標値　
小学校　１００％
中学校　　９０％以上

資料：新潟市教育委員会学校支援課調べ

指標４

指標３

市立の小・中学校において、

男女平等を啓発するパンフ

レットを活用して授業を行った

学校の割合は、
小学校３年生と
小学校６年生が100.0％
中学校２年生が83.9％
であった。

資料：新潟市男女共同参画課「男女共同参画に関する基礎調査」
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目標値　４０％以上

資料：新潟市男女共同参画課調べ

目標値　０％

資料：新潟市男女共同参画課調べ

目標値　１０％以上

資料：新潟市農業委員会

指標５

指標7 農業委員における女性委員の割合

審議会等における女性委員の割合

女性委員のいない審議会等の割合指標６

目標２ 政策・方針決定の場への女性の参加促進
－あらゆる分野における男女共同参画の促進 

「市が設置している審議会・
懇話会等の委員における女性
委員の割合」は、
審議会が40.7％、
懇話会が42.3％、
合計で41.2％であった。

「市が設置している審議会・
懇話会等で、女性委員のいな
い割合」は、
審議会・懇話会とも0.0％で
あった。

「農業委員会の農業委員に
おける女性委員の割合」は、
6.1％であった。

目標40%

目標10%

31.1 30.8 31.5 
33.3 

37.8 
41.0 40.7 

33.2 29.8 28.3 
33.9 

37.6 
40.1 42.3 

31.8 30.5 30.5 
33.5 

37.7 40.7 
41.2 

0

10

20

30

40

50

平成21 22 23 24 25 26 27年度

（％）

審議会 懇話会 合計

目標40%

4.7 
6.0 

4.9 

1.2 
0.0 0.0 0.0 

12.9 12.7 
11.7 

1.7 1.7 
0.0 0.0 

0

10

20

平成21 22 23 24 25 26 27年度

（％）
審議会 懇話会

目標0%

12 12 13 
10 10 10 10 

7.2 7.3 
7.9 

6.0 6.0 6.0 6.1 

0

2

4

6

8

10

0

5

10

15

20

平成21 22 23 24 25 26 27年度

（％）(人）
女性委員数 割合

目標10%

6



「市の管理職職員（課長級以上）のうち女性の占める割合」

資料：新潟市人事課調査

「市立の小学校の校長・教頭における女性の割合」

「市立の中学校の校長・教頭における女性の割合」

資料：新潟市教育委員会教職員課調査

参考

参考 市立小学校の校長・教頭における女性の割合

市職員の管理職における女性の割合
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目標値　３０％以上

目標値

「常用労働者１人平均の所定内賃金で、男性を１００とした場合の女性の賃金」

資料：新潟市雇用対策課「賃金労働時間等実態調査」

指標８ 職場における男女の地位の平等感

家族経営協定締結農家数

市内認定農業者
数の１０％以上

新潟市の所定内賃金の男女格差

指標９

参考

目標３ 働く場における男女共同参画の推進
男女格差の解消と就業支援 

資料：新潟市男女共同参画課「男女共同参画に関する基礎調査」
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資料：新潟市の農林水産業

「市内認定農業者における
家族経営協定締結農家の割
合」は、10.4％であった。
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目標値
男性　　５％以上
女性　９０％以上

資料：新潟市雇用対策課「賃金労働時間等実態調査」

目標値　２００分以内

共働き夫婦の家事等平均時間の格差

男女別育児休業取得率

指標11

指標10

目標４ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援 

「男女それぞれの育児休業
を取得した人の割合」は、
男性が5.4％、
女性が95.9％であった。

資料：新潟市男女共同参画課「男女共同参画に関する基礎調査」
「夫婦ともに働いている」の平日における女性と男性の差
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目標値　１００％

目標値　６０％以上

指標13

指標12

ＤＶ被害にあったときの相談窓口を知っている人の割合

妊娠や出産にかかわる女性の健康と権利に配慮すべきであると考える人の割合

目標５ 性に関する理解と生涯にわたる健康の確保
「性と生殖に関する健康と権利(ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞ･ﾍﾙｽ/ﾗｲﾂ)」の尊重 

資料：新潟市男女共同参画課「男女共同参画に関する基礎調査」

資料：新潟市男女共同参画課「男女共同参画に関する基礎調査」
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４ 平成２７年度実施事業の評価 

（１） 評価方法 

●第１次評価 

事業所管課自己評価 

＜所管課が実施した事業について自己評価する＞ 

      「男女共同参画の視点に立った取組内容に対する平成２７年度取組実績」及び、 

「男女共同参画行動計画の目標に対して配慮した内容又は目標達成に効果があった 

（貢献した）内容」について、Ａ～Ｄの４段階で自己評価 

         Ａ：大いに効果があった（大いに貢献した） 

         Ｂ：効果があった（貢献した） 

         Ｃ：あまり効果がなかった（あまり貢献できなかった） 

         Ｄ：事業を実施しなかった 

  ●第２次評価 

      男女共同参画課による評価 

＜男女共同参画推進会議事務局として施策がどう行われたかなどについて評価する＞ 

       行動計画「施策の体系」上の「施策の方向」レベルでの評価 

      【評価視点】 

男女共同参画の視点を持って事業を実施したかや、行動計画の目標達成に 

向けた取組として評価すべき点や課題など  
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  ●第３次評価 

      男女共同参画審議会※による評価 

＜目標が達成されているか、達成のために何が必要かなどを外部から評価する＞ 

       行動計画「施策の体系」上の「目標」レベルでの評価 

      【評価視点】 

男女共同参画審議会委員の専門的見地からの事業全体を通した総括的な評価 

※平成２８年度審議会委員名簿 

（氏名50音順 敬称略）

氏  名 役 職 名 等

１ 阿部 マサ子 新潟市西蒲区農業委員

２ 越 智  敏 夫 新潟国際情報大学国際学部教授

３ 海 津  裕 子 公募委員

４ 片 元   彰 公募委員

５ 串田 とよ子 新潟市立桃山小学校長

６ 指 田  祐 美 公募委員

７ 鈴木 由美子 にいがた女性会議代表

８ 関島 香代子 新潟大学大学院保健学研究科准教授

９ 高 橋  直 己 弁護士

10 高 橋  直 子 新潟日報社編集局論説編集委員

11 船 山  昌 代 連合新潟地域協議会副議長

12 松 本  春 美 新潟労働局雇用環境・均等室長

13 若 山  良 夫 東北塗装工業（株）代表取締役社長

14 渡 辺  聖 NPO法人ファザーリング・ジャパン会員

15 渡 辺  寿 智 
新潟県警察本部生活安全部子供女性安全対策課

子供女性安全対策官
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（２）男女共同参画審議会による評価（第３次評価） 

総 評

新潟市における男女共同参画推進の取り組みは、男女共同参画行動計画に基

づき各所管課が事業を実施することで着実に進められており、私たちを取り巻

く状況は少しずつ改善されてきている。 

「目標１ 男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進」において、意識

啓発には、新潟市としての姿勢を示し続けることが重要である。

男女共同参画推進のための拠点施設である「アルザにいがた」の講座は、テ

ーマが多様で、市民の関心が寄せられるよう工夫していることを評価する。今

後も学習効果の高い講座を維持するとともに、情報発信を積極的に行い、市民

等へのアピールに努めてほしい。

定年前後の男性を対象とした講座についてニーズの高さがうかがえることか

ら、シニア男性が男女共同参画の学びを深める場を提供し、男女共同参画を推

進する地域リーダーの育成につなげることも検討してほしい。 

「目標４ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）※１の推進」では、

男性の育児休業取得促進奨励金を支給し、意識啓発のためのシンポジウムを開

催した結果、１～２％で推移してきた男性の育児休業取得率が、5.4％に向上し

たことを評価する。男女が対等なパートナーとして家事・育児等に参画するよ

う、社会全体の意識を高める必要がある。

 ワーク・ライフ・バランスを推進するため、働き方を改革するには、働く側

の意識のみで変えていくことは難しく、経営者層や管理職の意識改革が必要と

なることから、経済界や労働団体などの意見を取り入れながら取り組みを進め

てほしい。 

 「目標６ 女性に対する暴力の根絶」では、ＤＶ※２被害者に対する丁寧な支

援を評価する。ＤＶの相談件数については増加傾向にあり、ＤＶを容認しない

意識を育てるために、特に若年層に対するＤＶ防止の啓発をより積極的に推進

してほしい。

新潟市において、男女共同参画推進の取り組みは着実に進展しているが、す

でに到来している少子・超高齢社会への対応として、女性の社会参画の推進・

政策方針決定の場への参画、男性の家事・育児への参画、そして男女の働き方

の見直しは急務となっている。そのためには、男女共同参画社会の実現が必要

であり、これまで以上に市・企業・地域・個人が一体感を持って積極的に取り

組むことを期待する。 
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目標１ 男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進 

       －男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－

男女共同参画行動計画に沿った様々な事業において、男女共同参画の推進に最も大切

な意識啓発に向けた取り組みが意欲的に行われている。今後も積極的な広報活動の継続

を望む。また、内容が良くても参加率が低い事業もあるため、様々な媒体で広報を強化

するなどして、新規の参加者が増える工夫をしてほしい。 

【アルザにいがた主催事業】

 昨今社会問題となっているものを取り上げるなど講座のテーマが多様で、市民の関心

が寄せられるよう工夫している。

 「ジェンダー※３で社会を考える講座」が、戦後 70 年の年に相応しいテーマを取り上

げたことを評価する。また、今後も専門的で意義のある講座となるよう望む。

 男性は固定的性別役割分担意識※４から脱することが大事なので、定年前後の男性を

対象とした「男性の生き方講座」では、定年後も家庭や地域などでさらに活躍できるよ

う、男女共同参画について一層の理解を深める内容となることを望む。

【市民団体協働事業】

 ジェンダーの視点を持った父親たちが企画する事業が増えていることは、男女共同参

画の理解を深めることにもつながり、とてもいい流れである。

【保育・学校教育における男女平等教育の推進】

男女の平等感が自然に身につく最良の方法であることから、保育の中での「ことばか

け」の配慮を評価する。 

また、学校教育でパンフレットを活用した男女平等教育の推進について、今後は、パ

ンフレットの 100％の活用及び活用学年の拡大が望まれる。 

【市役所内部での啓発】

市役所の管理職を対象に「イクボス※５」研修会を平成 26 年度に引き続き開催したこ

とを評価する。「隗より始めよ」の精神で市役所が率先して取り組むことで、新潟市全

体の男女共同参画推進を主導していってほしい。

【外国籍市民に向けた取り組み】 

情報不足となりがちな外国籍市民が安心して暮らせるよう、情報紙やブログ、ホーム

ページでの情報提供を充実してほしい。
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目標２ 政策・方針決定の場への女性の参画促進 

       －あらゆる分野における男女共同参画の促進－

政策・方針決定の場への女性の参画促進に向け、行動計画の指標の一つである「審議

会等における女性委員割合」については、着実に成果を上げているが、企業・団体・地

域への啓発については、引き続き進めていく必要がある。今後も、学習により力を付け

た女性が学習のみに留まるのではなく、様々な分野における政策・方針決定の場へと参

画していくよう促していってほしい。 

【審議会等】 

地道な働きかけが不可欠なので、引き続き取り組みを進めてほしい。

行政委員会の中には女性委員割合が低い委員会がある。女性の登用を進める具体的な

努力を続けることが望まれる。

【女性のエンパワーメント※６の推進】 

女性の参画拡大に向け、講座やシンポジウム等の開催を通して、より幅広い世代の女

性を対象とした学習機会を引き続き提供してほしい。

【市民】 

初めての試みとして、アルザフォーラムで女性のエンパワーメントにつながるような

ＤＶＤ上映を行ったことを評価する。市民が多く集まる場所での開催や複数回実施する

など、より多くの市民に対し学習機会を提供することを望む。

【市職員・教員】 

 女性の管理職登用はかなり進んできているので、新潟市は「ガラスの天井※７」がな

い、と言われるよう、引き続き取り組んでほしい。

また、キャリアデザインを描くことができるよう、多くのロールモデルをつくり、係

長などの職責と育児等の両立ができる職場環境づくりを進めてほしい。

学校は、男女があらゆる分野に対等に参画し、その責任を分かち合うことを、子ども

が意識する場でもある。能力のある女性教員に対しては積極的に管理職選考試験の受験

を促し、校長・教頭への女性教員の登用がより一層進むことを望む。
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目標３ 働く場における男女共同参画の推進 

       －男女間格差の解消と就業支援－

働く場における男女共同参画の推進については、再就職・起業を支援する講座の開催

や女性労働問題相談の実施など女性に向けた取り組みとともに、男性に向けても意識改

革を促す講座を開催するなど様々な試みを行っているが、あまり進展は見られないのが

現状である。 

これからも関係部署・機関と連携を図り、さらに取り組みを進める必要がある。 

【男女の均等な機会と待遇確保に向けた周知】 

男女雇用機会均等法などの労働に関する法令や制度を掲載したハンドブック「働く女

性のために」の内容が充実していることを評価する。国の他に地方自治体が労働法令や

制度の周知をすることも大切なので、今後も継続して発行するとともに、情報が必要な

人に届くように、アプリ※８の活用など時代に合わせた情報の提供も検討してほしい。

【調査の実施】 

女性就労意識実態調査において、セクシュアル・ハラスメントに加えてマタニティ・

ハラスメント※９等の項目を設けるなど、社会状況の変化に沿って調査項目を充実させ

たことを評価する。女性が働いているうえでの不満や問題点を探り、施策に反映させる

ことは重要であるため、引き続きの調査を望む。

【女性労働問題相談】 

身近で気軽に相談できるよう市内全８区での出張相談の継続とともに、相談室の利用

についてさらなる周知を望む。

【女性の就業支援】 

若年女性の人口流出が激しいので、若い女性の雇用をどう確保するのか具体的に対策

を練るとともに、人口減少の観点からも女子学生のＵＩＪターン就職支援に尽力してほ

しい。

また、女性が意欲をもって継続して就業できるよう、そして、いったん離職してもラ

イフスタイルにあわせて就業できるよう支援していくことが必要である。妊娠・出産を

機に多くの女性が離職する状況が続いているが、女性再就職支援事業において、座談会

の開催やハローワークとの連携などにより、受講者の約半数の就職が決定したのは大き

な成果である。

【農業における取り組み】 

女性が積極的に経営に参画していくための学習の場へ自ら進んで参加してもらう工

夫が必要である。

 男女共同参画社会実現の観点から、家族経営協定の締結は大変重要である。家族経営

協定締結農家数は徐々に増えてきているので、農業分野における固定的な性別役割分担

意識の解消を図る意味でも、引き続き普及促進を図っていってほしい。
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目標４ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

     －仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－ 

子育てや介護などにより時間制約のある働き方が増える中、ワーク・ライフ・バラン

スを推進する必要性がますます高まってきている。

 男性の育児休業取得促進奨励金を支給し、意識啓発のためのシンポジウムの開催など

の結果、男性の育児休業取得率が向上したことを評価する。

 仕事と子育ての両立に欠かせない保育事業については、希望する園に入りやすいよう

きめ細やかな対応を行うとともに、早朝･延長・乳児・休日保育の利用は増加すること

が見込まれることから、子ども･子育て支援を地域のニーズに基づき総合的･計画的に行

ってほしい。

【個人に向けて】 

男性の家庭生活・地域生活への参画を促進するため、男性の生き方講座など男性を対

象とした啓発を拡充してほしい。

また、ひとり親家庭、特にシングルマザーの貧困率が高いので、継続的・網羅的な生

活支援を望む。

【企業に向けて】 

男性の育児休業取得奨励金支給を申請した企業において職場研修会を開催している

ことは、その企業がさらに深くワーク・ライフ・バランスを考える機会となっている。

また、各企業の実態に応じたコンサルティングを行い、ワーク・ライフ・バランスの

推進を支援したことを評価する。

取り組みがなかなか進んでいない企業に対してアプローチするとともに、ワーク・ラ

イフ・バランスの推進が、従業員の福利厚生という側面だけではなく、生産性の向上や

優秀な人材確保など企業にとっても有効な経営戦略であることを、より多くの企業に啓

発していく必要がある。

【地域に向けて】 

少子・超高齢社会の現状を踏まえ、誰もが安心して子育てや介護をしながら仕事や地

域活動に参画していくためには、地域全体で支援していく取り組みが必要である。

子育て中の社会参加の機会づくりを進めるため、保育付き講座の登録保育者の養成に

今後も力を入れてほしい。

また、介護の現場で女性の負担が高くならないような工夫を、様々な機会をとらえて

啓発していく必要がある。
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目標５ 性に関する理解と生涯にわたる健康の確保 

－「性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）※10」の尊重－ 

性に関する正しい理解を浸透させるため、学校やアルザにいがた等で様々な取り組み

が行われている。今後も、男女がライフステージに応じた課題に対応するための情報の

提供を行い、相談体制を確立することで、性と生殖に関する健康と権利の尊重を推進し

ていく必要がある。

【学校における教育】 

性教育に関する指導について、児童・生徒の発達段階に応じて学年ごとに積み重ねて

いってほしい。

薬物乱用防止などに関する正しい知識と情報を生徒に伝える取り組みを、多くの学校

において行っていることを評価する。今後も継続するとともに、未実施の学校がないよ

う取り組みを進めてほしい。

【がん検診の対応】 

がん検診の受診率は目標値の50％の達成が困難という現状である。がんの早期発見・

早期治療を促進するため、引き続き検診を受けてもらえるよう啓発を行うとともに、今

後は、女性特有のがん検診の場合、医療者側の配慮を要請するなど、受診率の向上へ向

け、これまで以上に受診しやすい環境づくりを望む。 

保育園、幼稚園、学校、子育てサークルへの働きかけなどにより、がんについての学

習や、若年女性たちが子宮頸がん・乳がん検診を受診するよう促進してほしい。 

【妊娠・出産時等に関する健康支援】 

生まれる前からの取り組みが育児への意識を醸成することから、安産教室にパートナ

ーの男性が参加することは重要である。育児を男女で協力することの必要性を啓発する

ためにも、教室名のネーミングを工夫したり先輩パパの話を聞く時間を設けるなど、男

性の参加を促すような働きかけを望む。

【健康教育】 

健康教育については、参加者の性別や年齢を分析し、どのような成果があったのかを

把握したうえで、事業の改善につなげてほしい。また、女性は妊娠・出産や女性特有の

更年期疾患を経験する可能性があることを健康教育に盛り込んでいってほしい。
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目標６ 女性に対する暴力の根絶 

      －ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－

配偶者暴力相談支援センター（以下「ＤＶセンター」とする。）を中心としたＤＶ（配

偶者等からの暴力）被害者支援については、全体として、継続的な取り組みの成果がみ

える。ＤＶの相談件数については増加傾向にあるが、ＤＶについては未だに内々でのト

ラブルという意識があり、人権を侵害しているあるいは刑法に抵触するという認識が欠

けている状況にあることから、正しい理解が深まるような啓発を継続的に推進する必要

がある。ＤＶを容認しない意識を育てるために、男女の人権尊重の教育を子どもの頃か

ら行なうことが必要である。

【ＤＶ被害者の保護体制】 

ＤＶ被害者が自ら支援を求めるのは困難なこともあるので、窓口の周知だけではな

く、被害者が安全に安心して支援を受けられるよう、関連機関と連携し、柔軟なサポー

ト体制を維持してほしい。

【相談窓口の周知】 

セクシュアル・ハラスメントだけではなくマタニティ・ハラスメントについての相談

窓口を周知したことは有意義であった。引き続き、必要な人に確実に情報が届くよう周

知方法を工夫してほしい。

ＤＶ被害者を早期に発見するには、保健師、医療機関、検診機関、地域の福祉関係者、

警察等との連携を強化してほしい。

【若年層への啓発】 

近年、ＳＮＳ※11 をきっかけにし、相手方の身元等の詳細が不明のまま男女間交際に

発展した場合等において、若年層によるデートＤＶ※12、ストーカー、リベンジポルノ
※13 等に発展することが増えている。ＳＮＳによる男女間交際の危険性の周知及びそれ

らに関連したＤＶ等暴力に対する教育、防止セミナー開催等の積極的な推進が望まれ

る。

【安全な環境づくり】 

子どもを対象とした体験型安全教室の開催回数と参加人数が増加していることを評

価する。ＳＮＳを発端とした子どもが被害者となる犯罪も発生していることから、ＳＮ

Ｓの対応について学校教育で取り組んでほしい。
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◆用語解説 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）［ ※１ ］ 

一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活

などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる

こと。 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）［ ※２ ］ 

配偶者やパートナーなど親密な関係にある人からの身体的暴力、精神的暴力、性的暴力、経済的暴力

などのこと。 

 ジェンダー［ ※３ ］ 

「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間には生まれついての生物学的性別（セックス／sex）

がある。一方、社会通念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、

このような男性、女性の別を「社会的・文化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）という。 

固定的性別役割分担意識［ ※４ ］ 

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適切であるにもかかわらず、「男は仕

事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等のように、男性、女性という性別を理由と

して、役割を固定的に分ける考え方のこと。 

 イクボス［ ※５ ］ 

職場で共に働く部下・スタッフのワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を考え、その人の

キャリアと人生を応援しながら、組織の業績も結果を出しつつ、自らも仕事と私生活を楽しむことがで

きる上司（経営者・管理職）のこと。 

 エンパワーメント［ ※６ ］ 

自らの意識と能力を高め、政治的、経済的、社会的及び文化的に力を持った存在になること。 

 ガラスの天井［ ※７ ］ 

女性の能力開発を妨げ、企業における上級管理職への昇進や、意思決定の場への登用を阻害している

見えない障壁のこと。 

 アプリ［ ※８ ］ 

アプリケーション・ソフトウェアの略称。スマートフォンでは使用者が任意でダウンロードすること

で使うことができる。 
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 マタニティ・ハラスメント［ ※９ ］ 

働く女性が妊娠・出産を理由に解雇・異動・減給・降格などの不利益な取り扱いをされることや、妊

娠・出産にあたって職場で受ける精神的・肉体的なハラスメントのこと。 

 リプロダクティブ・ヘルス／ライツ［ ※１０ ］ 

リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）とは、人間の生殖システム、その機能と(活動)

過程の全ての側面において、単に疾病、障がいがないというばかりではなく、身体的、精神的、社会的

に完全に良好な状態にあること。 

また、リプロダクティブ・ライツ（性と生殖に関する権利）は、全てのカップルと個人が自分たちの

子どもの数、出産間隔、並びに出産する時を責任をもって自由に決定でき、そのための情報と手段を得

ることができるという基本的権利、並びに最高水準の性に関する健康及びリプロダクティブ・ヘルスを

得る権利のこと。 

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）［ ※１１ ］ 

友人・知人等の社会的ネットワークをインターネット上で提供することを目的とする、コミュニティ

型のサービスのこと。 

デートＤＶ［ ※１２ ］ 

未婚の若い男女間に起こるＤＶのこと。 

 リベンジポルノ［ ※１３ ］ 

復讐（リベンジ）を目的として、離婚した元配偶者や別れた元恋人を撮影した卑猥な画像や動画をイ

ンターネット上などに公開すること。 
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（３）男女共同参画課による評価（第２次評価）

目標１ 男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進  

     －男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－

 施策の方向 評  価 

（１）男女共同参画推進

のための意識啓発 

 市報にいがた・区だよりなどの広報紙や広報テレビ，広報ラジオ，情報

誌，ホームページなどを活用し，家庭や地域など広く一般市民に向けた広

報・啓発を実施している。その他，市役所庁舎内での市政情報モニターや

庁内放送なども含めた様々なツールを活用し，機会を捉えて広報・啓発に

努めている。また，その広報・啓発においては，催し物などの開催案内を

掲載するとともに，開催後には参加者の感想や内容などを紹介し，市民が

興味を持ちやすい内容にすることで，さらなる意識啓発を図っている。そ

の際には，性差別につながるような表現や言い回しをしない，男女の性別

による固定的役割分担意識を助長しないなど，ジェンダー的な表現や偏り

がないように配慮している。 

今後も引き続き，男女共同参画の推進に向け，様々なツールを活用し，

効果的な啓発を行っていくことが必要である。 

 各区の地域推進員による企画事業は，各区における有効な啓発事業とし

て定着してきている。今後も，地域推進員と市との協働事業として，これ

までの事業や他区の事例を参考にしつつ，各区の実情に応じ，より多くの

市民への啓発が図れるような企画の実施が必要である。 

保育者に対する啓発や学校における男女平等教育の推進は，次代を担う

子どもたちに対する重要な啓発となるため，引き続き，取り組みを進めて

いくことが重要である。 

 市職員に対する意識啓発の取り組みとして，市長を議長とする男女共同

参画推進会議の開催や，課長職を対象とした「イクボス研修会」の実施な

ど，管理職への意識啓発を図った。 

また，一般職員に対しても新任職員研修とキャリア開発研修（採用９・

１０年目職員）において，男女共同参画に対する意識啓発の研修が実施さ

れており，全職員が研修を受ける体制が整っている。 
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施策の方向 評  価 

（２）社会制度・慣行等

の見直しと意識の改革 

社会通念や慣習・しきたりなどでは，性別による固定的な役割分担意識

がまだ根強く残っており，「市男女共同参画に関する基礎調査」でも男女の

地位の平等感が最も低くなっている。このことが男女共同参画社会を実現

するうえで大きな障害となっている。男女の性別による固定的な役割分担

意識の解消を図り，性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮す

ることができる男女共同参画社会を実現するためには，男女それぞれが置

かれている状況を把握することが重要である。 

そのため，各種統計資料の分析と活用を引き続き行い，社会制度・慣行

等の見直しの材料となるジェンダー統計の作成を，今後も，進めていくこ

とが必要である。 

市の広報物が市民に与える影響は大変大きい。このため，広報紙・情報

誌などの刊行物やホームページにおいて使用する用語やイラストなどにつ

いて，これまでに引き続き，男女共同参画の視点に立った表現を用いると

ともに，固定的役割分担意識の解消に向けた表現にも心掛ける必要がある。 
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目標２ 政策・方針決定の場への女性の参画促進 

     －あらゆる分野における男女共同参画の促進－

 施策の方向  評  価 

（１）市の政策・方針決

定過程への女性の参画

の拡充 

 「女性委員割合４０％以上」という第２次新潟市男女共同参画行動計

画の目標を１年早く達成したことを受け，平成３２年度末までに女性委

員割合を４５％以上とする目標を新たに定め，附属機関等推薦母体とな

っている団体等へ働きかけるなど市役所全体で取り組みを進めた結果，

着実に女性委員割合が上昇していることは評価できる。 

 審議会等への女性委員の参画促進に対応するための具体的な対策であ

る女性人材リストについては，委員として必要とされる専門的知識を持

った人材の登録を増やす取り組みが必要である。 

 市の女性職員の管理職等への登用については，市の施策や方針決定過

程への女性の参画を進めるため，これまでに引き続き，性別によらない

職員配置と処遇に努めるべきである。 

 施策の方向  評  価 

（２）企業・団体・地域

等における女性の登用

促進 

 企業等における女性の参画拡大に向けた意識啓発の取り組みがなかな

か進まない状況にあるため，ポジティブ・アクションの必要性とその効果

についての理解とポジティブ・アクションそのものの推進の取り組みにつ

いて，庁内の経済関係部署と連携を図っていく必要がある。 

女性のエンパワーメントの推進に向け，これまでに引き続き，講座や講

演会などの学習機会を提供していくことが必要である。 

また，学習により力を付けた女性が，学習に留まることなく，それぞれ

の分野へ参画していくよう促すことも必要である。 
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目標３ 働く場における男女共同参画の推進 

  －男女間格差の解消と就業支援－ 

 施策の方向  評  価 

（１）雇用の分野におけ

る男女の均等な機会と

待遇の確保 

 雇用の分野において，男女が対等な立場で働くための法整備などが進

んできたにもかかわらず，「市男女共同参画に関する基礎調査」で「職場

における男女の地位の平等感」は「平等である」と回答したのは約２割

にとどまり，相変わらず男性が優遇されていると感じている人が多い。

また，家族形態や雇用・就業面における変化により，女性を取り巻く雇

用状況は今なお厳しい状況にあるため，一人ひとりの状況に応じた多様

な働き方ができることが必要である。 

女性をはじめ全ての人が働きがいと意欲をもち，安心して働くための

法律や制度・相談窓口などを記載したハンドブック「働く女性のために」

を毎年発行していることは，男女の均等な雇用の確保と啓発にとって大

変有益である。よって，今後も適宜内容を見直していく中で，引き続き

広く周知を行っていくことが重要である。 

 男女共同参画推進センターで開催している各種講座の開催や賃金労働

時間等実態調査，そして女性労働問題相談は，雇用の分野における男女

の均等な機会と待遇の確保に対して重要であるため，引き続き取り組ん

でいく必要がある。 

 施策の方向  評  価 

（２）女性の職業能力の

開発支援と就業支援 

 職業訓練制度や助成金制度は，女性の職業能力の開発機会提供に対し

て有益な取り組みであるため，引き続き周知・啓発に取り組んでいく必

要がある。 

ハローワーク新潟との共催により開催している「マザーズ再就職支援

セミナー」や女性再就職支援事業の座談会，男女共同参画推進センター

で開催している講座は，女性の再就職に向けて非常に有益であるため，

起業支援を含め，引き続き取り組んでいく必要がある。 
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 施策の方向  評  価 

（３）農業や自営業等に

おける男女共同参画 

 地域の女性農業従事者を対象とした「女性セミナー」では，県内外で

の現地視察を行い，女性起業者・経営者や６次産業実践者の取り組みに

直接触れたほか，受講生同士による意見・情報交換を行うなど，女性が

積極的に経営に参画していくための有意義な機会となったことは評価で

きる。本事業を通して女性の起業や地域リーダーとして活躍する女性の

増加に繋がっていくことが期待される。 

 家族単位で農業を営む家族経営は，経営と生活の境目が明確でなく，

各世帯員の役割や労働時間，労働報酬などの就業条件が曖昧になりやす

いほか，女性は労働のほか家事・育児・介護等の負担をより多く担って

いる状況がある。女性が対等なパートナーとして主体的に経営に参画で

き，意欲と能力を十分に発揮できる家族経営協定の締結は農業経営の改

善だけでなく，男女共同参画社会実現の観点からも大変重要であること

から，協定の普及・促進に向けた一層の啓発が必要である。 
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目標４ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

  －仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－

 施策の方向  評  価 

（１）仕事と生活の調和

に向けた意識の啓発 

「男性の育児休業取得促進事業奨励金」の職場内研修で，働き方の見直

しによるワーク・ライフ・バランスの推進が個人だけではなく，企業にも

メリットとなることを啓発できた。「男性の育児休業取得促進事業奨励金」

は，企業におけるワーク・ライフ・バランス推進の良いきっかけとなるた

め，さらに広報を図り，取り組みを進める必要がある。 

また，男性の育児休業取得促進シンポジウムの開催やワーク・ライフ・

バランス推進のため企業コンサルティングを行うなどの取り組みを進め，

市内事業所男性労働者の育児休業取得率が，平成２６年度の２．１％から

平成２７年度は５．４％に上昇したことは評価できる。 

ワーク・ライフ・バランスの推進にあたっては，市自らが率先する必要

があるため，管理職を対象に「イクボス研修会」を開催したほか，実際に

育児休業を取得した男性職員のインタビューや制度について周知するなど

育児休業を取得しやすい職場環境づくりに努めた結果，市職員の男性の育

児休業取得率は１１．５％と，目標の５％を達成した。今後も引き続き，

男女がともに仕事と家庭を両立できる職場環境の整備を進める必要があ

る。 

家庭生活や地域活動への男女共同参画の推進については，さまざまな切

り口で啓発が図れるよう工夫している。防災・防火活動で女性の視点を活

かした活動を行った取り組みは，これまで女性の参画が少なかった分野に

おける男女共同参画の推進という意味で，非常に重要な取り組みであった。 
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 施策の方向  評  価 

（２）多様なライフスタ

イルに対応した子育て

や介護等に関する支援 

両立支援策として，保育事業は大変重要であるので，引き続き待機児童

0 を堅持することや保育園における延長保育，乳児保育や障がい児保育な

どの保育サービスを引き続き，取り組みを進めてほしい。また，放課後児

童クラブでも待機児童０なのは評価できるが，平成２７年度から対象が拡

大され，児童数が増大したことから，受け入れ態勢の強化と施設環境の向

上への取り組みが必要である。 

各種介護サービスの実施や訪問指導，認知症サポーターの養成など介護

に関するさまざまな事業を通し，一人でも多くの介護者の負担軽減が図ら

れるよう，引き続き取り組んでいくことが必要である。 

子育てを地域で支える取り組みや，高齢者が住み慣れた地域でボランテ

ィア活動などを通じていきいきと暮らし続けることができる取り組みは重

要であるため，引き続き取り組む必要がある。 
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目標５ 性に関する理解と生涯にわたる健康の確保 

  －「性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）」の尊重－

 施策の方向  評  価 

（１）性を理解・尊重す

るための啓発活動の推

進 

学校等における性教育に関する指導は，児童・生徒一人ひとりが互いの

性を理解し尊重することを学ぶ大切な場であることから，発達段階に応じ

た指導を進める必要がある。 

公民館やアルザにいがたにおける講座の開催は，健康や性，こころの問

題などについて理解を深めるよい学習の場であることから，引き続き，性

に対する正しい知識と理解の普及を広く進める必要がある。 

 施策の方向  評  価 

（２）ライフステージに

応じた健康づくりの支

援 

 生涯にわたる健康づくりのため，がんの早期発見・早期治療が重要とな

る。各種がん検診において，集団検診では，女性専用日，休日検診日や複

数のがん検診を組み合わせた併設検診を拡充したり，５年以上の受診歴の

ない人に子宮頸がん・乳がん検診の再勧奨を実施したことは評価できる。

引き続き，受診率の向上に向け，取り組みが必要である。 

妊娠・出産等に関する安産教室や相談事業等の実施にあたっては，妊婦

だけでなく夫（パートナー）に参加を呼びかけることで，母体保護相談に

おいては，夫等の相談者数が増加するなど，男女ともに女性の健康を理解

してもらえるよう啓発を図っている。 

 アルザにいがたで「女性のこころとからだ専門相談」を実施していると

いう情報が，悩みを抱える方々に届くよう，より周知を図る必要がある。 

性感染症等への対策としてのエイズ相談・検査については，電話相談や

出張検査を行うなど，相談・検査を受けやすい環境づくりを進めていると

ともに，予防行動がとれるよう性感染症について正しく知識を持ってもら

うよう指導している。 

薬物乱用防止については，すべての中・高校で指導を実施するよう，よ

り一層周知する必要がある。 
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目標６ 女性に対する暴力の根絶 

  －ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－

 施策の方向  評  価 

（１）ＤＶの根絶とＤＶ被害者への総合的な支援体制づくり 

〔１〕ＤＶを容認しない

社会づくりの推進 

配偶者暴力相談支援センター（以下「ＤＶセンター」という）の案内リ

ーフレットやカードの配布を継続する中，新たに成人式での啓発チラシを

配布するなどＤＶ相談窓口の周知に努めた。市役所・区役所で例年掲示し

ている啓発用パープルリボンツリーを児童虐待防止運動のシンボルマーク

のオレンジリボンと同時に掲示するなど啓発期間の延長とともにインパク

トのある広報を心がけた。ＤＶに関する正しい知識や現状をより広く周知

するために，手法について検討しながら引き続き啓発活動に取り組んでい

く必要がある。 

ＤＶが人権侵害であるという意識の醸成を図るため，高校生や大学生を

対象として開催しているデートＤＶ防止セミナーは，毎年開催する学校も

増えているなど，学校関係者にも認知され定着してきている。今後も引き

続き高校等への働きかけを強め，より多くの若年層に対してＤＶについて

の意識啓発を図り，ＤＶを容認しない社会づくりを進めることが重要であ

る。 

〔２〕相談体制の充実 ＤＶセンターは，夜間電話相談を実施しているほか，外国語通訳を活用

するなど被害者個々の状況に配慮する相談体制を整えている。また区役所

に配置している女性相談員とは連携を密にし，DV センターがバックアッ

プすることでより良い相談体制の充実に努めている。 

また，弁護士からオブザーバーとして参加いただいている毎月の事例検

討会や，民間支援団体関係者を講師に迎えての研修会などにより相談員の

スキルアップに努めた。 

市職員・民間支援団体を対象としたDV相談窓口調整会議研修会を実施

し，相談従事者の知識と技術向上，情報共有を図ることにより，現場で十

分に連携を図りながら適切な支援が提供できる体制の構築に取り組んだこ

とを評価する。 

今後も DV被害者への二次的被害を与えることがないよう，窓口におけ

る適切な対応について研鑽を重ね，DV 被害者が安全に安心して相談でき

る体制づくりに努めていくことが肝要である。 
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〔３〕ＤＶ被害者の保護

体制と自立支援の充実 

県女性福祉相談所や警察と連携しＤＶ被害者の安全確保を行うととも

に，必要に応じて一時保護につなぐまでの緊急保護事業を実施している。 

また，被害者の精神的負担の軽減や安全確保，自立支援に向け，関係課

と調整のうえ状況にあわせた同行支援を行っている。 

ＤＶセンターと各区に配置された女性相談員との連携，被害者の状況に

応じ関係課が必要なサービスを提供することはもちろんのこと，ＤＶセン

ターと女性相談員がそのコーディネート役を果たすことへの期待はより一

層高まっている。 

今後も引き続きＤＶセンター，女性相談員を中心に，関係機関が連携を

図り，自立に向けた切れ目のない総合的な支援を行うことが必要である。 

県と連携して作成した「医療機関向けDVマニュアル」を市内の全医療

機関・歯科医院に配布し，DV 被害者の早期発見・連携支援に向けて協力

を呼びかけた。 

 昨年度より開始した被害者支援事業である「親子心理的支援事業」につ

いては，フォローアッブ講座を新たに開催し，前年度受講した DV被害者

の精神的負担の軽減に努めたことを評価する。 

〔４〕関係機関や民間支

援団体との連携の強化 

ＤＶ被害者の多くに同伴児がいることや，高齢のＤＶ被害者もいること

から，児童虐待や高齢者虐待の関係機関との連携は重要である。また被害

者の支援においては，そのニーズに応じてきめ細かい支援を行う民間支援

団体の役割は大変重要であり，民間支援団体との連携も不可欠である。 

現在，関係機関や民間支援団体と連携が図られているが，これからもさ

らに連携を強化し，被害者支援を行っていく必要がある。 
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 施策の方向  評  価 

（２）セクシュアル・ハ

ラスメント，性暴力防止

対策の推進 

 市職員向けのセクシュアル・ハラスメント対策は行われている。市民向

けの啓発リーフレットを改訂し，ハンドブックや市ホームページに情報を

掲載し，セクシュアル・ハラスメント防止の啓発を推進したことは評価で

きる。セクシュアル・ハラスメントは重大な人権侵害であるとの認識に立

ち，防止に向けた啓発を，引き続き行っていく必要がある。 

犯罪である性暴力の撲滅に向け，「女性に対する暴力をなくす運動」期間

中にパープルリボンを配布し啓発を図ったほか，地域，学校，警察等と連

携したさまざまな防犯活動を行っている。ＳＮＳの普及により，性に関す

る情報が氾濫し，成人に限らず子どもが被害者となることもあることから，

啓発活動と防犯活動をより一層強化する必要がある。 

女性の被害防止や子どもを犯罪から守ることなどについての市民への意

識啓発と社会環境の浄化が，性暴力を防止し，安全な環境づくりへと繋が

ることから，今後も，引き続き関係者と連携し，取り組む必要がある。 
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（４）事業所管課自己評価

体系別事業実施状況

（　第１次評価　）
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◎「事業コード」

第２次新潟市男女共同参画行動計画の「目標」を示します

（１）男女共同参画推進のための意識啓発 上記の目標に基づいて実施する「施策の方向」を示します

①　家庭・地域等への広報・啓発活動の推進 上記の施策の方向に基づいて実施する「具体的取組」を示します

ア 上記の具体的取組に係る「主な項目」を示します

イ

ウ

②　保育・学校教育における男女平等教育の推進

ア

イ

③　職場における男女共同参画についての研修支援

ア

イ

（２）社会制度・慣行等の見直しと意識の改革

①　男女共同参画に関する調査、情報の収集・提供

ア

イ

ウ

　図－①

◎「事業所管課の評価」（Ａ～Ｄの４段階評価）

Ａ：大いに効果があった（大いに貢献した）

Ｂ：効果があった（貢献した）

Ｄ：事業を実施しなかった

平成27年度の「事業・取組内容」の実績について、
「男女共同参画行動計画の目標に対して配慮した内容」をもとに４段階で自己評価。

Ｃ：あまり効果がなかった（あまり貢献できなかった）

※主な項目に基づいて実施する「事業」が下記の図－①に
表記した「０１」から「０３」のように連番で表示します。

体系別事業実施状況の見方

目標１　男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進
　　　－男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－

広報紙や情報紙、ホームページ等を活用して、男女共同参画に関する継続的な広報・啓発活動を実施
します

男女共同参画推進センター「アルザにいがた」や各公民館での男女共同参画に関する学習機会の充実
に努めます

各区の男女共同参画地域推進員と連携して地域での男女共同参画啓発事業を実施します

保育園、幼稚園、小・中学校、高校において男女平等教育を進めます。特に小・中学校では男女平等
教育パンフレットなどを活用し、自分らしさや家庭での男女の協力の大切さなどについて啓発してい
きます

自立に向けた職業観・労働観を育み、男女共同参画の視点を踏まえ、主体的に進路選択する教育を推
進します

施策体系別事業実施状況（　記載例　）

各企業が男女共同参画社会の重要性を認識し、主体的に取組を行うよう、出前講座の実施や情報提供
など啓発に努めます

市職員に対する男女共同参画に関する研修を徹底します

男女共同参画の実態や市民意識に関する調査を実施します

男女間格差等の実態を明らかにするため、各種統計情報の中で男女別データの収集・分析に努め、活
用につなげます。

社会制度や慣行等での問題点をわかりやすく情報提供していきます

111ｱ01 男女平等・男女共同参画についての広報活動
市報にいがた等，市の広報媒体を
する

111ｱ02 男女平等・男女共同参画についての広報活動・情報提供
情報誌アルザやホームページ等の
ついて啓発する

111ｱ03 男女平等・男女共同参画についての広報活動 区だより等，市の広報媒体を通じて

事　業　名 事　業事業コード

目標

１

１

１

（１）
施策の

方向

０１

連番主な項目

ア

ア

１

①
具体的

取組
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（１）男女共同参画推進のための意識啓発

①　家庭・地域等への広報・啓発活動の推進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

1 111ｱ01 男女平等・男女共
同参画についての
広報活動

広報課 【事業内容】
市報にいがた等、市の広報媒体を通じて男女共
同参画について啓発する。

【取組内容】
男女共同参画に関する記事を掲載し、家庭や地
域等への男女共同参画の理解促進を図る。

市民 265,465 市報にいが
た・区役所だ
より発行事業
全体額

2 111ｱ02 男女平等・男女共
同参画についての
広報活動・情報提
供

男女共同参画
課

【事業内容】
情報紙アルザやホームページ等の広報媒体を
通じて男女共同参画について啓発する。

【取組内容】
市報、ＨＰ、チラシ、情報紙アルザ等の媒体を活
用し、講座やアルザフォーラムなどアルザにい
がたの事業開催等の情報や男女共同参画を啓
発する記事を掲載する。

市民 6,792 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額と
アルザフォー
ラム開催負
担金の合算
額

3 111ｱ03 男女平等・男女共
同参画についての
広報活動

北区地域課 【事業内容】
区だより等，市の広報媒体を通じて男女共同参
画について啓発する。

【取組内容】
区だより等を活用して、男女共同参画に関する
広報・啓発活動を実施する。

市民 7,415 区だより発行
事業全体額

4 111ｱ04 男女平等・男女共
同参画についての
広報活動

東区地域課 【事業内容】
区だより等，市の広報媒体を通じて男女共同参
画について啓発する。

【取組内容】
区だより等を活用して，男女共同参画に関する
広報・啓発活動を実施する。

市民 8,381 区だより発行
事業全体額

5 111ｱ05 男女平等・男女共
同参画についての
広報活動

中央区地域課 【事業内容】
区だより等，市の広報媒体を通じて男女共同参
画について啓発する。

【取組内容】
区だよりを活用して男女共同参画に関する継続
的な広報・啓発活動を実施する。

市民 14,563 区役所だより
発行費全体

6 111ｱ06 男女平等・男女共
同参画についての
広報活動

江南区地域課 【事業内容】
区だより等，市の広報媒体を通じて男女共同参
画について啓発する。

【取組内容】
男女共同参画推薦のための広報・啓発活動。

市民 6,095 区役所だより
発行事業全
体

7 111ｱ07 男女平等・男女共
同参画についての
広報活動

秋葉区地域課 【事業内容】
区だより等，市の広報媒体を通じて男女共同参
画について啓発する。

【取組内容】
区だより等を活用して、男女共同参画に関する
広報・啓発活動を実施する。

市民 7,889 区だより発行
事業全体額

8 111ｱ08 男女平等・男女共
同参画についての
広報活動

南区地域課 【事業内容】
区だより等，市の広報媒体を通じて男女共同参
画について啓発する。

【取組内容】
区だより等を活用して、男女共同参画に関する
広報・啓発活動を実施する。

市民 5,255 区だより発行
事業全体額

目標１　男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進
　　　　　　　－男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

主な掲載記事は以下のとおり
・男女平等社会を目指す企画・実施団体募集（4/12号）
・男性の育休取得促進へ（6/14号）
・男女共同参画週間（6/21号）
・アルザフォーラム2015（10/11号）
・女性への暴力をなくす運動（11/18号）
・イクメン・カジダン写真コンテスト結果（12/13号）
・第３次男女共同参画行動計画パブコメ（12/8号）

上記のほか、審議会や講座、相談などは随時掲載した。
※アルザフォーラム2015はテレビとラジオでも広報した。

【配慮・効果（貢献）内容】
・女性の参画拡大を図るため、各種講座や座談会など
の開催記事を随時掲載した。
・多くの市民に、男女共同参画に関する催し物などに
関心をもってもらえるよう、掲載時期に配慮した。
・性差別につながる言葉、言い回し、女性を特別視する
表現や男性側に対語のない表現は使用しないなど、男
女の固定的役割分担意識を助長することのないよう配
慮した。

【課題】
　性別、年齢、障がいの有無、国籍など、多様な受け手
を意識し、共感が得られるような表現を心がける。

Ａ
　引き続き、表現等配慮
しながら男女共同参画に
ついて啓発する記事を掲
載する。

アルザ主催講座13講座/市報、HP、チラシで広報
アルザフォーラム(基調講演、ワールドカフェ、ワークショップ
他/市報、ＨＰ、ポスター、チラシ、広報TV等で広報
情報紙アルザ発行/年2回
啓発看板「実現しよう男女共同参画社会」による広報
　・市役所分館、各区役所・各出張所に看板設置
男女共同参画週間における広報
　・懸垂幕を市役所本館正面に設置
　・市役所本館ロビーにパネル展示等
　・庁内放送
市役所本館市民ロビーディスプレイによる広報
　・男性の育児休業取得奨励金
　・アルザ相談室

【配慮・効果（貢献）内容】
　アルザにいがたの男女共同参画事業に多くの市民の
関心を引き出し、参加につながるよう市報やHP、チラシ
等による広報を行うとともに、情報紙による男女共同参
画への理解を深め意識啓発につとめた。
　庁舎を利用し、男女共同参画社会の実現に向けた啓
発・広報を行った。

【課題】
　幅広い世代に向けた広報と啓発活動の検討。

Ａ
・HPに事業の最新情報
を掲載し、広く発信する。
・アルザ情報のメール配
信希望者の拡大。
・マスコミへの積極的な
情報提供。
・講座受講者へ周知を行
い、参加を促す。
・大学等関係機関との連
携し、学生の参加者を増
やす。

区だよりに次の記事を掲載した。
　・地域推進員企画事業（8/16号，11/1号）
　・イクメンカジダン写真コンテスト（1/17号）
市政情報モニターを活用し、広報・啓発活動を実施した。
　・男女共同参画週間（6/1～6/30）
庁内放送を行い、広報・啓発活動を実施した。
　・男女共同参画週間（6/23～6/29）

【配慮・効果（貢献）内容】
　広報・啓発活動を通じて男女共同参画への意識啓発
を行った。
　なお、区だより発行にあたっては、、表現方法にジェ
ンダー的な偏りがないよう配慮し、男女共同参画につ
いて関心をもってもらえる内容になるよう心がけた。

【課題】
　男女共同参画に関する幅広い世代への継続的な広
報・啓発活動。

Ａ
　引き続き、表現方法に
ジェンダー的な偏りがな
いよう配慮しながら、継
続的に広報・啓発活動を
実施する。

区だよりに次の記事を掲載した。
　・従業員の子育て支援に積極的な区内企業の紹介(10/18
号）
　・「イクメン・カジダン写真コンテスト」応募作品展示の紹介
(2/21号)
市政情報モニターを活用し，広報・啓発活動を実施した。
　・男女共同参画週間（6/16～6/30）

【配慮・効果（貢献）内容】
　広報・啓発活動を通じて男女共同参画への意識啓発
を図った。

【課題】
　男女共同参画に関するより一層の周知。

Ａ
　男女の固定的な役割
分担意識にとらわれない
よう言葉の表現や内容に
配慮し，男女共同参画に
関するより一層の周知，
啓発に努める。

区だよりに次の記事を掲載した。
・電話相談(7/5号、12/6号)
・講演会（2/7号）
・アルザフォーラムワークショップ（11/15号）
・男性のための料理教室（6/7号）
・子育て支援（1/17号）
・女性の就職セミナー（6/7、6/21、7/5号）
・地域に根差した男女共同参画セミナー（10/18号）
・ファミサポ（4/5号、5/3号、6/7号、7/5号、9/6号、10/4号、
11/1号、12/6号、1/3号、2/7号、3/6号）

アルザフォーラムＰＲポスター・ワークショップチラシ等を市役
所本館通路に展示した。（展示期間：11/2～20）

【配慮・効果（貢献）内容】
　男女共同参画に関する情報を優先して中央区だより
に掲載することにより区民の意識向上に寄与した。
　アルザフォーラムの広報にも貢献した。

【課題】
　より幅広い対象の区民に興味を持ってもらえるよう
に、内容を検討する。

Ａ
　継続して行動計画の目
標に配慮した記事の掲
載を行う。

区だよりに男女共同参画の特集記事を掲載した。（11/1号）
市政情報モニターを活用し、広報・啓発活動を実施した。
　・男女共同参画週間（6/16～6/29）
「女性に対する暴力をなくす運動」にあわせ，江南区での取
組み内容を区だより（11/1号）とホームページに掲載。（この
取組みは，内閣府のホームページにも掲載された。）

【配慮・効果（貢献）内容】
　広報啓発活動を通じて，男女共同参画への意識啓発
を図った。

【課題】
　男女共同参画に関する一層の周知や継続的な広報
啓発活動の実施。

Ａ
　次期，男女共同参画行
動計画で設定した目標
に沿って，継続した取組
みを行う。

区だよりに次の記事を掲載した。
・地域推進員企画事業（1/17号）

市政情報モニターを活用し、広報・啓発活動を実施した。
・男女共同参画週間(6/16～6/30）

【配慮・効果（貢献）内容】
　広報・啓発活動を通じて男女共同参画への意識啓発
を図った。

【課題】
　男女共同参画に関する周知をさらに積極的に行うと
ともに、情報の発信に際して、ジェンダー的な表現や偏
りがないように配慮する。

Ａ
　男女の固定的な役割
分担意識にとらわれるこ
とがないよう表現方法に
配慮する。

区だよりに次の記事を掲載した。
　・地域推進員企画事業　「男の料理教室」（1/17号）
　・まちの話題「親子の愛情が詰まった写真が　いっぱい」
（1/17号） 　※イクメンカジダン写真コンテスト入賞作品展
（会場：イオン白根店）開催報告

【配慮・効果（貢献）内容】
　広報・啓発活動を通じて男女共同参画への意識啓発
を図った。

【課題】
　男女共同参画に関する周知をさらに積極的に行いた
い。

Ａ
　男女の固定的な役割
分担等にとらわれないよ
う言葉の表現や内容に
注意し、より一層の男女
共同参画社会への周知
に努める。
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（１）男女共同参画推進のための意識啓発

①　家庭・地域等への広報・啓発活動の推進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

9 111ｱ09 男女平等・男女共
同参画についての
広報活動

西区地域課 【事業内容】
区だより等，市の広報媒体を通じて男女共同参
画について啓発する。

【取組内容】
区だより等を活用して、男女共同参画に関する
広報・啓発活動を実施する。

市民 11,419 区だより発行
事業全体額

10 111ｱ10 男女平等・男女共
同参画についての
広報活動

西蒲区地域課 【事業内容】
区だより等，市の広報媒体を通じて男女共同参
画について啓発する。

【取組内容】
区だより等を活用して、男女共同参画に関する
広報・啓発活動を実施する。

市民 5,030 区だより発行
事業全体額

11 111ｲ01 男女共同参画推進
センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，各種講座
の開催などを通じ，男女共同参画に関する学習
機会の拡大を図る。

【取組内容】
男女共同参画推進のための学習の場を提供す
る。

市民 6,792 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額と
アルザフォー
ラム開催負
担金の合算
額

目標１　男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進
　　　　　　　－男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

区だよりに次の記事を掲載した。
・西区男女共同参画地域推進員企画事業「教えて。女性の
戦後70年」参加募集記事掲載（11/1号）
・西区男女共同参画地域推進員企画事業「教えて。女性の
戦後70年」開催概要記事掲載（1/17号）
・DV防止啓発記事掲載（2/21号）
・イクメンカジダン写真コンテスト展示案内記事掲載（3/6号）
庁内放送を行い、広報・啓発活動を実施した。
・男女共同参画週間（6/23～29）

【配慮・効果（貢献）内容】
　広報活動を通じて、男女共同参画への意識啓発を
図った。また、西区だよりの発行に当たっては内容（文
章、写真、イラスト）についてジェンダー的な偏りが生じ
ないよう配慮した。

【課題】
　男女の固定的な役割分担意識にとらわれることのな
いような紙面づくりを行う。また、事業などの告知のみ
ならず、男女共同参画そのものを記事として取り上げ
る。

Ａ
　男女の固定的な役割
分担意識にとらわれるこ
とがないよう表現方法に
配慮する。

区だよりに次の記事を掲載した。
　・地域推進員企画事業（10/18号）
市政情報モニターを活用し、広報・啓発活動を実施した。
　・男女共同参画週間（6/23～6/29)

【配慮・効果（貢献）内容】
　広報・啓発活動を通じて男女共同参画への意識啓発
を図った。

【課題】
　男女共同参画に関する周知をさらに積極的に行いた
い。

Ａ
　事業の開催案内だけで
なく、実施報告や男女共
同参画の意義なども掲
載し、さらなる意識啓発
に努める。

■女性の生き方講座（子育て期）「こころをかるく～毒母から
の解放～」
◆5/21（木）/毒母って、なに？/募集人数30人/参加人数26
人/参加率87％
◆5/28（木）/もしかして連鎖？/募集人数30人/参加人数22
人/参加率73％
◆6/4（木）/身近に潜む虐待/募集人数30人/参加人数22人
/参加率73％
◆6/11（木）つながり力UP/募集人数30人/参加人数22人/
参加率73％

【配慮・効果（貢献）内容】
　男女共同参画推進の拠点施設として各種講座及び
フォーラムを開催し、男女共同参画に関する学習機会
の充実に努め意識啓発を行った。

【課題】
　参加者の興味・関心を引き、参加に繋がる男女共同
参画の視点での企画と広報の検討。

Ａ
　男女共同参画への理
解を深め、意識づくりと
行動につながるための
事業を開催する。

■女性の生き方講座「その怒り、意味あります。」
◆10/11（日）/イライラに向き合い、私らしさに出会う/募集人
数20人/参加人数26人/参加率130％
◆10/18（日）/怒りの背景にあるもの/募集人数20人/参加
人数19人/参加率95％

■働く女性の生き方講座「働き続ける！を応援する　働く女
性の知恵袋」小１の壁サバイバル
◆6/20（土）/募集人数20人/参加人数21人/参加率105％

■男性の生き方講座（子育て期）Ｍｅｎ(メンズ)’ｓ　Ｌａｂｏ(ラ
ボ)「～男の家事×パパの生き方バージョンアップ～」
◆7/4（土）/妻は相方、育児はツッコミ！/募集人数20人/参
加人数14人/参加率70％
◆7/18（土）/ユージ流パパの子育て/募集人数20人/参加
人数21人/参加率105％
◆8/1（土）/男がつらいよ/募集人数20人/参加人数16人/参
加率80％

■男性の生き方講座（定年期）「男人生のふり返り～肩書き
よ　さようなら～」
◆1/23（土）/男らしさとセカンドライフ/募集人数30人/参加
人数33人/参加率110％
◆１/30（土）/人生にプラス！自分の心身は自分で守る/　募
集人数30人/参加人数27人/参加率90％
◆2/6（土）/繋がる“ちから”で楽しいミドルエイジ/募集人数
30人/参加人数29人/参加率97％

■ジェンダーで社会を考える講座
戦後70年「～未来社会への道しるべ～」
◆2/14（日）/女性たちの戦争責任～ドイツ人女性はなぜヒト
ラーを支持したのか～/募集人数30人/参加人数36人/参加
率120％
◆2/21（日）生み出される貧困と対立の連鎖～格差社会とグ
ローバリゼーション～/募集人数30人/参加人数30人/参加
率100％
◆2/28（日）/チャイルドプアとシングルマザー～にいがたに
おける女性の貧困の現状/募集人数30人/参加人数31人/
参加率103％
◆3/6（日）/日本国憲法からみる同性婚～多様なパートナー
シップ～/募集人数30人/参加人数15人/参加率50％
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（１）男女共同参画推進のための意識啓発

①　家庭・地域等への広報・啓発活動の推進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

11 111ｲ01 男女共同参画推進
センター講座開催・
情報提供

　　　（続き）

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，各種講座
の開催などを通じ，男女共同参画に関する学習
機会の拡大を図る。

【取組内容】
男女共同参画推進のための学習の場を提供す
る。

市民 6,792 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額と
アルザフォー
ラム開催負
担金の合算
額

目標１　男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進
　　　　　　　－男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

■再就職支援講座「専業主婦のためのキャリアプランニング
セミナー」
◆12/4（金）ココロ構えと今のワタシ/募集人数20人/参加人
数14人/参加率70％
◆2/11（金）/踏みだすために必要なこと/募集人数20人/参
加人数10人/参加率50％
◆12/15（火）/グループカウンセリング/募集人数5人/参加
人数3/参加率60％
◆12/16（水）グループカウンセリング/募集人数5人/参加人
数4人/参加率80％
◆12/17（木）/グループカウンセリング/募集人数5人/参加
人数1人/参加率20％
◆12/18（金）/グループカウンセリング/募集人数5人/参加
人数3人/参加率60％

【配慮・効果（貢献）内容】
　男女共同参画推進の拠点施設として各種講座及び
フォーラムを開催し、男女共同参画に関する学習機会
の充実に努め意識啓発を行った。

【課題】
　参加者の興味・関心を引き、参加に繋がる男女共同
参画の視点での企画と広報の検討。

Ａ
　男女共同参画への理
解を深め、意識づくりと
行動につながるための
事業を開催する。

■保育者養成講座「保育者養成講座」
◆9/4（金）/オリエンテーション・講座の一時保育/募集人数
28人/参加人数21人/参加率75％
◆9/10（木）/保育における基本的な留意事項と子どもの個
性を尊重する保育について/募集人数28人/参加人数21人/
参加率75％
◆9/18（金）/男女共同参画社会への取り組みにおける子育
て支援・保育室について①「私と保育室」/募集人数28人/参
加人数20人/参加率71％
◆9/25（金）/保育室の安全管理/募集人数28人/参加人数
20人/参加率71％
◆10/2（金）/保育室について②「グループでの話し合い」・登
録後の活動について/募集人数28人/参加人数20人/参加
率71％
◆9月から12月/保育実習/募集人数28人/参加人数22人/
参加率79％

■相談室連携講座①「自己尊重トレーニング（ＳＥＴ）講座～
わたしを大切にするために～」
◆5/26（火）/「わたしを知ろう」オープニング“わたし”を知る/
募集人数15人/参加人数16人/参加率107％
◆6/2（火）/「わたしの気持ちを探そう ①」“わたし”の感情を
とらえる・自己史グラフの作成/募集人数15人/参加人数15
人/参加率100％
◆6/9（火）/「わたしの気持ちを探そう ②」“わたし”の感情を
とらえる・自己史グラフの作成/募集人数15人/参加人数15
人/参加率100％
◆6/16（火）/「わたし再発見　①」自己史発表/募集人数15
人/参加人数15人/参加率100％
◆6/23（火）/「わたし再発見　②」自己史発表/募集人数15
人/参加人数15人/参加率100％
◆6/30（火）「のびやかなわたしへのステップ　①」自己尊重
練習/募集人数15人/参加人数15人/参加率100％
◆7/7（火）/「のびやかなわたしへのステップ　②」自己尊重
練習/募集人数15人/参加人数14人/参加率93％
◆7/14（火）「未知なるわたしへのステップ」自己尊重練習/ク
ロージング/募集人数15人/参加人数19人/参加率127％

■相談室連携講座②自己表現トレーニング（ＡＴ）講座～より
豊かな関係をめざして～
◆9/29（火）/自己表現トレーニングって？「わたしを知る」
ワークシートにトライ/募集人数15人/参加人数13人/参加率
87％
◆10/6（火）/自分を守るこころの憲章自己表現の基本的な
考え方を学ぶ/募集人数15人/参加人数14人/参加率93％
◆10/13（火）/自己表現トレーニングの目指すところとは…
気持ちを表現することとは…演習①/募集人数15人/参加人
数12人/参加率80％
◆10/20（火）自分を変える、関係を変える①自己表現トレー
ニング演習②/募集人数15人/参加人数12人/参加率80％
◆10/27（火）/自分を変える、関係を変える②自己表現ト
レーニング演習③/募集人数15人/参加人数10人/参加率
67％
◆11/10（火）/自分を変える、関係を変える③自己表現ト
レーニング演習④/募集人数15人/参加人数12人/参加率
80％
◆11/17（火）/関係を育てるコミュニケーションとは…自己表
現トレーニング演習⑤/募集人数15人/参加人数11人/参加
率73％
◆12/1（火）/より豊かな関係を目指して…基本から応用へ/
演習⑥/募集人数15人/参加人数13人/参加率87％
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（１）男女共同参画推進のための意識啓発

①　家庭・地域等への広報・啓発活動の推進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

11 111ｲ01 男女共同参画
課

市民 6,792

12 111ｲ02 人権講座 公民館 【事業内容】
「人権と差別」について，日本人の人権感覚を探
りながら，人権に関する認識を深め，差別のな
い明るい社会の構築に向け，身近な問題を考え
る。

【取組内容】
身近な問題から人権についての学ぶ講座を実
施し，市民の人権意識の啓発を進める。

市民 11,132 公民館事業
費全体

13 111ｲ03 女性セミナー 公民館 【事業内容】
男女共同参画社会をつくるため，女性がかかえ
ている問題を見つめ直し，女性も男性も自分らし
く生きるためにはどうすればよいかを考える機会
とする。

【取組内容】
男女共同参画社会の視点から女性の人権や生
き方を考える講座を実施し，女性の意識向上を
図る。

市民 11,132 公民館事業
費全体

14 111ｲ04 男女共同参画市民
団体協働事業

男女共同参画
課

市民 342 男女共同参
画推進セン
ター事業費
のうち市民団
体協働事業
委託料

目標１　男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進
　　　　　　　－男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－

男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額と
アルザフォー
ラム開催負
担金の合算
額

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，各種講座
の開催などを通じ，男女共同参画に関する学習
機会の拡大を図る。

【取組内容】
男女共同参画推進のための学習の場を提供す
る。

【事業内容】
男女共同参画社会の実現を目指し、団体・グ
ループと協働で事業を実施する。

【取組内容】
市民活力による市民への啓発活動を実施する
ため、事業を募集し、申請のあった事業を審査
により決定し、市と協働で実施する。

男女共同参画推進
センター講座開催・
情報提供

　　　（続き）
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

■男女共同参画講座（上映会）アルザdeシネマ「マダム・イ
ン・ニューヨーク」
◆8/25（火）/募集人数30人/参加人数34人/参加率113％

Ａ

■男女共同参画講座（企画委員・担当職員研修）今　求めら
れる男女共同参画の伝え方～みんなで育てる　男女共同参
画のまち　にいがた～
◆12/18（金）/募集人数20人/参加人数16人/参加率80％

■相談に携わる方のための講座　STOP！少女の「性」の商
品化～JKビジネスと子どもポルノの実態～
◆9/12（土）/募集人数50人/参加人数45人/参加率90％

■アルザフォーラムの開催/参加者数2,201人/開催期間11
月14日(土)～23日(月・祝)
・基調講演鈴木光司(作家）「現在（いま）を生きよう～文壇最
強パパが贈るメッセージ～」
・ワールド・カフェ大学生・専門学校生対象の「100人男子会
×女子会」
・協賛事業5団体・
・ワークショップ20企画
・イクメン・カジダン写真コンテスト、新潟市行政相談委員協
議会パネル展示、秋桜喫茶コーナーを開催

　いじめ問題や発達障がい等への理解などに関する講座や
講演会を実施し，人権について学ぶ機会を提供した。
　また，連続講座の中で男女共同参画について考える回を
設け、意識啓発を図った。
実施館数：　6館
延べ参加者数：　1,157人

【配慮・効果（貢献）内容】
　幅広い年代や性別を問わず，関心を持っていただけ
るよう，実生活に即した人権問題を多様な視点で取り
上た。

【課題】
　人権に対する意識の向上。

Ａ
　より多くの方に，関心を
持ってもらえるプログラ
ム作りに配慮する。

家事・育児・仕事など女性が抱えている問題や生き方につい
て考える講座を通して，女性の人権について学ぶ機会を提
供した。
実施館数：　8館
延べ参加者数：　498人

【配慮・効果（貢献）内容】
　市民を交えた企画会議を実施し，関心の高いテーマ
を取り上げた。
子育て中の女性が気軽に参加できるよう保育付き事業
を実施した。

【課題】
　分かりやすい講座プログラム，参加環境の整備。

Ａ
　保育の実施や女性が
身近に抱える問題を取り
上げ，女性が参加しやす
い講座づくりに取り組
む。

■『支援者のためのスキルアップ講座』―認知行動療法を学
ぶー/委託先：NPO法人　女のスペース・にいがた/募集人数
30人/参加者数34人/参加率113％

Ａ

■パパ力UP講座/委託先：Father“H”Family
◆さわこさんがやってくる！！オシャレでかっこいいダンボー
ルハウス作り☆ in NIIGATA/募集人数親子40組/参加者33
組109人/参加率83％
◆NAMARA代表江口歩と語ろう
『パパ　ミッション　ポッシブル』
～仕事×家事育児＝家庭円満 
ワークライフバランスの本質を考える～/募集人数35人/参
加者数17人/参加率49％
◆魚が捌けるパパってカッコイイ☆
～旬の魚を使ってクッキング！！～　/募集人数32名/参加
者20組26人/参加率81％

■ワーク・ライフ・バランスの推進とイクボスの醸成WLB経営
戦略イクボスセミナー/委託先一般社団法人クラウドライフ
ズ・ジャパン
◆今、企業がイクボスマネジメントの取組みが必要な理由～
企業を取り巻く環境変化とその対策～/募集人数24人/参加
者数6人/参加率25％
◆ワーク・ライフ・バランスで業績1.6倍までの軌跡～なぜ建
築リフォーム業にテレワーク（在宅勤務）が必要だったの
か！～/募集人数24人/参加者5人/参加率21％
◆イクボスってなに？～WLBは経営戦略！新しい上司のあ
り方～/募集人数90人/参加者数20人/参加率22％

【配慮・効果（貢献）内容】
　男女共同参画推進の拠点施設として各種講座及び
フォーラムを開催し、男女共同参画に関する学習機会
の充実に努め意識啓発を行った。

【課題】
　参加者の興味・関心を引き、参加に繋がる男女共同
参画の視点での企画と広報の検討。

　参加者がより参加しや
すい開催時期に事業を
行う。
　15名以上の参加者が
確保でき、かつ幅広い市
民への啓発ができるよう
に、広報活動を支援す
る。

【配慮・効果（貢献）内容】
　審査により決定した3事業について、市民や企業に向
けた男女共同参画社会の実現に寄与する事業となる
ように、実施内容等について協議を行い実施した。
前年度実施事業が１事業だったため、追加募集も考慮
し、選考時期をできるだけ前倒しし6月に行った。

【課題】
　開催時期と講座の集客。

　男女共同参画への理
解を深め、意識づくりと
行動につながるための
事業を開催する。
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（１）男女共同参画推進のための意識啓発

①　家庭・地域等への広報・啓発活動の推進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

15 111ｲ05 男女共同参画につ
いての啓発事業

男女共同参画
課

【事業内容】
各種イベントの開催などを通じ、男女共同参画
に関する学習機会の拡大を図る。

【取組内容】
男女共同参画推進のための学習の場を提供す
る。

市民 1,630 ワーク・ライ
フ・バランス
推進事業の
うち男性の育
児休休業取
得促進シン
ポジウムと女
性の活躍推
進シンポジウ
ムにかかる
額の合算額

16 111ｳ01 男女共同参画につ
いての啓発事業

男女共同参画
課・区地域課

【事業内容】
全市及び各区毎に啓発事業を実施する。

【取組内容】
各区役所と連携しながら事業を実施し、地域に
おける男女共同参画を推進する。

市民 1,286 市民への意
識啓発事業
全体額

②　保育・学校教育における男女平等教育の推進
17 112ｱ01 保育園の保育者に

対する啓発
保育課 【事業内容】

乳幼児期からの男女共同参画意識の啓発を目
的とした園内研修を行う。

【取組内容】
各保育園で，子どもの発達についての理解を
し，性別などによる固定的な意識をもつことがな
いよう園内研修実施。

保育園の保育
者

18 112ｱ02 男女平等教育パン
フレットを活用した
男女平等教育の推
進

学校支援課 【事業内容】
小学校３年生・６年生用，中学校２年生用の男
女平等教育パンフレットを計画的に活用し，授業
の実践をとおして男女平等教育を推進する。

【取組内容】
市立全小中学校・特別支援学校・中等教育学校
に学習資料と活用の手引きを配付し，年間指導
計画への位置付け，学習資料の活用，保護者
への啓発を行う。

小学校３年生・
６年生，中学校
２年生

510

19 112ｱ03 男女平等教育推進
研究会

学校支援課 【事業内容】
市立学校における男女平等教育の内容・指導
の在り方等について研究協議を行い，男女平等
教育の推進に資する。

【取組内容】
男女平等教育推進研究会を開催し，学校教育
における男女平等教育の推進について方策を
検討する。

学校・男女共同
参画関係機関
を代表する委員

13

20 112ｲ01 キャリア教育推進
事業

学校支援課 【事業内容】
男女共同参画の視点を踏まえたキャリア教育を
推進する。

【取組内容】
学校訪問や研修会等のおける指導・助言を行
う。

教職員

目標１　男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進
　　　　　　　－男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　「男性の育児休業取得促進シンポジウム」を開催し、男性
が子育てに関わることの重要性・必要性について、啓発を
行った。
第１部：ユージさん（タレント）によるトークショー
第２部：市内の育休取得者・事業主によるパネルディスカッ
ション
参加者：118人

　「女性の活躍推進シンポジウム」を開催し、女性が結婚・出
産後も自分らしくイキイキと働き続けることができるような意
識啓発を行った。
第１部：中園ミホさん（脚本家）の対談
第２部：市内において様々な分野で活躍している女性による
パネルディスカッション
参加者：315人

【配慮・効果（貢献）内容】
　男性の育児休業取得促進を目的としたシンポジウム
と女性の活躍推進を目的としたシンポジウムを開催し、
男女共同参画に関する学習機会の充実に努め意識啓
発を行った。

【課題】
　参加者の興味・関心を引き、参加に繋がる男女共同
参画の視点での企画と広報の検討。

Ａ
　男女共同参画への理
解を深め、意識づくりと
行動につながるための
事業を開催する。

　各区に男女共同参画地域推進員を3名ずつ配置し，啓発
事業を実施。
・地域の茶の間を利用した講演会：中央区①（参加25人）、中
央区②（参加21人）
・中学校を会場とした講演会：江南区①（参加60人）、江南区
②（参加160人）
・講座：西区（募集50人、参加20人、参加率40.0％）、西蒲区
（募集15人、参加14人、参加率93.3％）
・男性の料理教室：北区（募集20人、参加19人、参加率
95.0％）、秋葉区（募集20人、参加19人、参加率95.0％）、南
区（募集16人、参加15人、参加率93.8％）
・男女共同参画週間街頭キャンペーン：東区、江南区
・区だよりを使った男女共同参画の周知：江南区

【配慮・効果（貢献）内容】
　身近な地域の茶の間を会場とした講演会や、戦後70
年の節目をテーマとした講座、草木染め体験しながら
の話し合いなど、様々な切り口で男女共同参画の大切
さを啓発した。
　また、男性の家事等への参画促進を図るため、日常
生活に不可欠な料理という身近なテーマから参加して
もらい啓発につなげた。
　その他、街頭でのキャンペーンや区だよりを使った周
知など、多様な方へ啓発できるような取り組みも行っ
た。

【課題】
　毎年同じ事業内容になっている区もあるので，より多
くの市民へ啓発を図れるよう事業内容の検討が必要。

Ａ
　男女共同参画の視点
を外すことなく，これから
も地域の実情に応じた広
報を，引き続き企画して
いく。

　園内研修を活用し性別，性差などによる理解を図り，啓発
を行った。

　保育を行う中で、性別による役割分担や固定的な意識をも
たないようことばかけに配慮した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　ジェンダー教育の認知度は高まった。

【課題】
　定期的な園内研修の実施。

Ａ
　引き続き，園内研修の
取組，保育の実践を行
う。

６月に市立全小中学校・特別支援学校・中等教育学校に学
習資料と活用の手引きを配付し，年間指導計画への位置づ
け・学習資料の活用・保護者への啓発について通知した。
＜学習資料の活用率＞
　　小学校３年生用　100％
　　小学校６年生用　100％
　　中学校２年生用　 84％
＜年間計画への位置付け＞＜保護者への啓発＞
　　小学校　86％　　　　　　　　　　小学校　72％
　　中学校　82％　　　　　　　　　　中学校　33％

【配慮・効果（貢献）内容】
　学習資料を活用し，性による固定的な役割分担をし
ないことや職業選択の幅を広げることについて具体的
な例を通して学ばせることができた。

【課題】
　活用率は高い。年間指導計画の位置付けも進んでい
る。保護者への啓発を進めるために，学習資料に保護
者へのメーッセージを掲載するなど，活用を促進してい
く。

Ａ
　男女共同参画に関する
教職員の理解を深め，年
間指導計画に位置付け
た学習資料の活用や保
護者への啓発に向けた
校内推進体制づくり等に
ついて研修し，自校にお
ける男女平等教育の推
進を図る。

　教育関係職員を含め，男女平等教育推進研究会の委員を
委嘱し，２回の研究会を開催した。
　１回目　平成27年6月29日
　２回目　平成28年1月19日

　平成27年12月15日に，市立小学校・中学校・中等教育学
校・特別支援学校の男女平等教育担当者　各校1名　　約
170名が参加し，第２次新潟市男女共同参画行動計画に基
づき，学校における男女平等教育の推進を目指し，講演や
実践発表，グループワークを行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　学習資料の活用の仕方，年間計画への位置付けな
ど，各学校の発表や情報交換によって，推進の仕方を
共有することができた。

【課題】
　研究者や指導主事等による他県等の事例紹介を行
い，より具体的な実践例を提供することができた。
　資料の活用の仕方や実践例を紹介し合い，学校現場
の実態に合わせた研修を行うことができた。

Ａ
　第３次新潟市男女共同
参画行動計画の指標が
達成できるよう，継続的
に働きかけていく。

　学習資料の効果的な
活用法や活用率の向
上、家庭への啓発等働
き掛けていく。

　小・中学校への学校訪問や研修会等において，男女共同
参画の視点をふまえたキャリア教育の推進について指導・助
言を行った。
配付パンフレットと活用率

○小学校６年生用
　「自分らしく」　　９８％
○中学校２年生用　　８４％
　「一人一人が活躍できる社会をめざして」

【配慮・効果（貢献）内容】
　男女共同参画の視点からキャリア教育の全体計画を
見直し，改善することができた。

【課題】
　男女共同参画の視点をふまえたキャリア教育の全体
計画の見直し，改善を引き続き進める。

Ｂ
　男女共同参画の視点
を踏まえ，基礎的・汎用
的能力を育成し，子ども
の主体的な学習態度の
形成を図るキャリア教育
を推進することが大切で
ある。
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③　職場における男女共同参画についての研修支援

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

21 113ｱ01 男女共同参画につ
いての啓発事業

男女共同参画
課

【事業内容】
企業等への出前講座を実施し男女共同参画に
ついての意識啓発を図る。

【取組内容】
各企業に男女共同参画社会の重要性を認識し
てもらい、主体的に取り組んでもらえるよう啓発
を行う。

事業主・雇用者 4,146 男性の育児
休業取得促
進事業費奨
励金支給に
かかる額

22 113ｲ01 男女共同参画に関
する情報提供によ
る意識啓発

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進会議を開催し，男女共同参
画に関する施策を総合的に推進する。

【取組内容】
市職員に対して男女共同参画に関する一層の
意識の醸成を図る。

市職員 103 職員への意
識啓発事業
全体額

23 113ｲ02 職員研修の中での
男女共同参画につ
いての講座の開催

人事課 【事業内容】
職員に対して，男女共同参画についての研修を
行う。

【取組内容】
職員の階層別研修で男女共同参画の講座を実
施する。

市職員

24 113ｲ03 職員研修の中での
男女共同参画につ
いての講座の開催

公民館 【事業内容】
職員に対して，男女共同参画についての研修を
行う。

【取組内容】
公民館職員を対象とした研修の中で，男女共同
参画について学習する機会を設ける。

市職員 11,132 公民館事業
費全体

④　地域リーダーの育成
25 114ｱ01 男女共同参画推進

センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
地域で男女共同参画を推進する地域リーダーを
育成するための講座の開催などを行う。

【取組内容】
講座や講演会の開催により、男女共同参画の
意識啓発を図る。

市民 6,678 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額と
市民への意
識啓発事業
全体額の合
算額

26 114ｲ01 男女共同参画を推
進する団体・グ
ループの活動支援

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて団体・グ
ループの活動の場の提供と，お互いの情報交
換の場をつくる。

【取組内容】
男女共同参画推進センター「アルザにいがた」に
おいて、活動や交流の場を提供し、ネットワーク
づくりを支援する。

団体・グループ 6,792 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額と
アルザフォー
ラム開催負
担金の合算
額

目標１　男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進
　　　　　　　－男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　男性の育児休業取得促進事業の申請があった事業所にお
いて、男女共同参画についての職場研修会を開催し、事業
主や労働者に理解を深めてもらう場とした。（実施事業所：13
事業所）

【配慮・効果（貢献）内容】
　事業主に積極的に研修会に参加してもらい企業にお
ける男女共同参画の重要性を再認識してもらうことで、
事業所全体に男女共同参画の意識が浸透するよう配
慮した。

【課題】
　少しずつ男性の育休取得率も上がってきている。しか
し、大多数の事業所で取得が０に近いというのが実態
である。

Ａ
　引き続き、事業を通し
て男性の育児休業取得
の向上と男女共同参画
の推進を図っていく。

　男女共同参画についての研修会を開催し、管理職から意
識の啓発を行い、その研修内容を組織内に周知させた。
対象：本庁各所属、区役所地域課・総務課の課長（新任また
は前回未受講者）または課長補佐
6/30　参加者：100人
講師：川島高之さん（ＮＰＯ法人コヂカラ・ニッポン代表）
テーマ　「これから求められる管理職～イクボス～」

【配慮・効果（貢献）内容】
　研修会では、管理職として「イクボス」を理解し、さら
に、管理職として何をなすべきなのかなどについて説
明いただき、管理職の意識啓発を図ることができた。

【課題】
　市役所が率先して男女共同参画を推進していくた
め、引き続き啓発を行う必要がある。

Ａ
　引き続き，管理職から
の啓発事業を通して市
職員に広く男女共同参
画の推進を図っていく。

　下記2階層で男女共同参画に対する意識啓発の研修を実
施

(1)新任職員研修
　　・参加者…162名
(2)採用9・10年目（キャリア開発）研修
　　・参加者…59名

【配慮・効果（貢献）内容】
　職員に対する男女共同参画についての意識啓発を
図ることができた。

【課題】
　男女共同参画の推進により目指す社会について確認
し、本市の取り組みを知った上で、それぞれの仕事の
中でどう生かしていくかまで到達できる研修の企画。

Ａ
　効果をより高めるため
の、研修後アンケートの
分析および活用。

　公民館新任職員研修【実践編】において，男女共同参画に
対する意識啓発の研修を実施した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　公民館新任職員に対して男女共同参画の意識啓発
を図った。受講後アンケートにおいて，「おおいに満
足」，「満足」が88％を超え，公民館事業と男女共同参
画との関わりの深さを認識する機会となった。

【課題】
　公民館職員に対して，引き続き職員研修等の場を活
用して男女共同参画について研修を行う必要がある。

Ａ
　引き続き，公民館職員
に対し男女共同参画と公
民館事業との関わりにつ
いて学習する機会を提
供する。

■男性の生き方講座（定年期）「男人生のふり返り～肩書き
よ　さようなら～」
◆1/23（土）/男らしさとセカンドライフ/募集人数30人/参加
人数33人/参加率110％
◆１/30（土）/人生にプラス！自分の心身は自分で守る/　募
集人数30人/参加人数27人/参加率90％
◆2/6（土）/繋がる“ちから”で楽しいミドルエイジ/募集人数
30人/参加人数29人/参加率96％

■男女共同参画講座（企画委員・担当職員研修）「今　求め
られる男女共同参画の伝え方～みんなで育てる　男女共同
参画のまち　にいがた～」
◆12/18（金）/募集人数20人/参加人数16人/参加率80％

■男女共同参画地域推進員研修会「新たなステージへ向か
う男女共同参画～事業企画のための基礎・実践研修～」
講師：桜井陽子さん（特定非営利活動法人全国女性会館協
議会理事長）
参加者：26人（男女共同参画地域推進員、各区担当職員）

■アルザフォーラムＤＶＤ上映会
「まちづくりにかける元気な女性たち」
「安心できる避難所づくり」

【配慮・効果（貢献）内容】
　男性が仕事などで築いてきた固定的な考え方から解
放され、他者との関係をもっと深めながら心身共に健
康的で充実した半生を送るきっかけにし、家庭や地域
で活躍できるさまざまなグループ活動を考える講座と、
男女共同参画の現状について理解を深め、さまざまな
立場の人に男女共同参画を正しく伝え、理解して行動
に繋げてもらうためにはどのような工夫や注意が必要
なのか、講師の助言を得ながらワーク形式で考える講
座を実施し、地域で男女共同参画を推進する人材の育
成を目指した。

【課題】
　男女共同参画への理解を深め習得した知識を、地域
で活かす。

Ａ
　引き続き、男女共同参
画の現状と推進の必要
性について理解を深める
ための取組が必要。

■登録団体交流会
第1回　7/18　参加：18団体、22人
第2回　3/7　参加：32団体、40人

■アルザフォーラム2015ワークショップ参加団体説明会にお
ける情報交換/10/17、15団体、17人

■活動の場を提供
アルザフォーラム2015でワークショップ参加募集し、活動を
発表する場を提供/20団体

■各種情報を提供
登録団体一覧をHPに掲載/登録団体が作成したPRポスター
を館内に掲示/登録団体のイベント情報をホームページで紹
介

【配慮・効果（貢献）内容】
　登録団体交流会やアルザフォーラムのワークショッ 
説明会で情報交換会を開催し、団体間のネットワーク
づくりと活動の支援を行った。

【課題】
　アルザフォーラムや交流会等に参加しない団体への
参加要請。

Ａ
　引き続き、活動や交流
の場を提供し、ネットワー
クづくりを支援する取組
が必要。
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⑤　国際理解に基づく男女共同参画の推進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

27 115ｱ01 関係資料の収集・
提供

男女共同参画
課

【事業内容】
世界の女性をとりまく現状や課題など男女共同
参画に関する情報を収集・提供し，国際社会の
動向についての理解促進を図る。

【取組内容】
男女共同参画に関する図書・資料の収集・提供
を行う。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

28 115ｲ01 外国籍市民懇談会
の開催

国際課 【事業内容】
多文化共生社会づくりと外国籍市民にとっても
住みやすいまちづくりを推進するため，外国籍
市民が気軽に話し合える場を持つと同時に，地
域住民との接触・交流の機会を増やすための支
援を行う。

【取組内容】
国際理解に基づく男女共同参画の推進。

外国籍市民 278

29 115ｲ02 外国語情報紙発行
（国際交流協会事
業）

国際課（国際
交流協会）

【事業内容】
英語・中国語・韓国語・ロシア語・フランス語によ
る生活情報紙を発行する。

【取組内容】
国際理解に基づく男女共同参画の推進。

外国籍市民 425

30 115ｲ03 相談窓口の開設
（国際交流協会事
業）

国際課（国際
交流協会）

【事業内容】
外国籍市民等が日常生活の悩みごとについて，
外国語（英語・中国語・韓国語・ロシア語・フラン
ス語）で相談し、必要な情報を取得できる窓口を
開設した。

【取組内容】
国際理解に基づく男女共同参画の推進。

外国籍市民 42

目標１　男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進
　　　　　　　－男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　一般向けから研究者向けまで、女性問題に関する図書・資
料の収集や各種行政資料の配架を行った。講座やフォーラ
ムなどの開催時にそのテーマに合った資料を収集し、参加
者に情報提供した。全国の女性センターの情報紙等を収集
し、情報提供した。
・蔵書数　18,264冊
・年間貸出冊数　4,273冊

【配慮・効果（貢献）内容】
　講座開催時に関連する図書の紹介や、市内図書館
のオンライン化について説明や新書案内を館内掲示す
るなど利用促進に努めた。

【課題】
　新書情報のメール配信などさらに情報図書室の認知
度を高めていく。

Ａ
　情報誌等で新書情報
の発信や館内掲示等情
報提供を行う。

　西区，南区の２区にて，外国籍市民を対象として事前に懇
談テーマにつながる課題抽出のためのアンケート調査を実
施し，併せて委員の公募を行った。応募者と区より推薦の
コーディネーターを委員に選任し，各区で各々２回懇談会を
開催した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　性別や国籍・職業などさまざまなカテゴリーの外国籍
市民と接することで，生活上の問題点をより具体的に
把握することができた。

【課題】
　懇談会での意見を地域住民との接点・交流の機会の
増加に結び付く具体的な方策にする。

Ｂ
　※平成28年度は事業
休止（27年度で市内8区
を一巡したため）。

　外国籍市民向けに事業案内や行政機関からの日常生活
に関するお知らせを情報紙にし，毎月発行，情報提供を行っ
た。
「Niigata English Journal」（英語）620部，「柳都漫興」（中国
語）650部，「ハヌルタリ」（韓国語）500部，「Agora」（フランス
語）370部，「新潟セゴードニャ」（ロシア語）380部
　また，ブログ、日本語情報紙「かけはし」による情報発信も
行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　創刊以来、新潟市内の公民館、区役所、図書館、大
学、専門学校、外国人個人宛など今現在合計１３６か
所に送付している。また、ブログやメルマガでも配信を
し、外国人に行き届くよう努力している。「かけはし」に
おいてはやさしい日本語やルビの使用に配慮してい
る。

【課題】
　今後も男女共同参画の視点から有益な情報を提供し
ていく。

Ｂ
　男女共同参画の視点
を持って、防災、健診な
ど身近で有益な情報を
提供していく。

外国籍市民が日常抱える生活上の悩みや困りごとの相談を
外国語で受け付けた。

・生活相談件数171件
　　入管19件
　　生活38件
　　医療・保障11件 
　　労働4件 
　　子供・教育20件
　　事件・事故2件
　　国際結婚4件
　　その他73件(通訳翻訳紹介等）

【配慮・効果（貢献）内容】
　母語での相談を受けることにより，必要な情報を外国
籍市民に提供することができた。

【課題】
　紹介した先での言葉の問題

Ｂ
　今後も外国語での相談
を受け付けることにより，
安心して生活できるよう
支援する。
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（２）社会制度・慣行等の見直しと意識の改革

①　男女共同参画に関する調査，情報の収集・提供

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

31 121ｱ01 男女共同参画に関
する基礎調査

男女共同参画
課

【事業内容】
市民の意識と実態を調査し，男女共同参画に関
する計画や具体的施策の立案，事業評価指標
等の資料とする。

【取組内容】
男女共同参画に関する市民の意識と実態を調
査し，次期男女共同参画行動計画策定の基礎
資料とする。

市民

32 121ｲ01 各種データの収集・
整理

男女共同参画
課

【事業内容】
男女間格差等の実態を明らかにするために，各
種の統計資料等から男女別データを収集・分析
し，活用につなげる。

【取組内容】
ジェンダー統計を作成することにより、社会制
度・慣行等の見直しと意識の改革を図る。

市民

33 121ｳ01 「情報紙アルザ」や
ホームページによ
る情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画社会の実現に向け，男女共同参
画推進センターや男女共同参画施策について
の情報提供や啓発を行う。

【取組内容】
男女共同参画に関する啓発情報紙「情報紙アル
ザ」やＨＰにより、社会制度や慣行等の問題点を
分かりやすく情報提供する。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

②　メディアにおける男女の人権の尊重と男女共同参画の促進
34 122ｱ01 男女共同参画推進

センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，メディア・
リテラシーの重要性を啓発する各種講座の開
催，情報提供を行う。

【取組内容】
メディアにおける男女の人権の尊重と男女共同
参画を促進するための学習の場を提供する。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

35 122ｲ01 情報モラル育成事
業

学校支援課 【事業内容】
情報モラル教育を促進する。

【取組内容】
メディアリテラシー能力の育成を図り，情報モラ
ルの醸成を促進し，子どもが正しく情報に触れ，
モラルをもって対応できる教育を推進する。

教職員

36 122ｳ01 「行政刊行物作成
の参考のために」
による周知・啓発

男女共同参画
課

【事業内容】
行政刊行物（ポスター・パンフレット・リーフレッ
ト）の発行にあたっては、性別により役割を固定
的に表現（文言・挿絵など）することのないよう啓
発を図る。

【取組内容】
男女共同参画の視点に立った市刊行物となるよ
う職員に対し意識啓発を図る。

市職員 103 職員への意
識啓発事業
全体額

目標１　男女の人権の尊重と男女共同参画への理解促進
　　　　　　　－男女の固定的な役割分担意識の解消と多様な生き方の尊重－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

男女共同参画行動計画策定にあわせて実施するため実績
なし

【配慮・効果（貢献）内容】

【課題】

　調査項目・調査方法に
ついて検討する。

データを収集し、作成したグラフ等をＨＰ掲載
・女性市議会議員の割合（推移）
・男女別年齢階級別就業率
・行政委員会・附属機関等の女性委員割合（推移）

【配慮・効果（貢献）内容】
　ジェンダーの視点でグラフを作成し、男女差の現状を
周知した。

【課題】
　男女の置かれている状況を客観的に把握できるデー
タの収集。

Ｂ
　継続してデータを収集
し、ジェンダー統計を作
成する。

■男女平等を進める情報啓発紙「アルザ」
・カラー版　1回　3,500部
配布先：市内公民館、図書館等公共施設、小中学校、大学
図書館　他
■簡易版　1回　1,000部
配布先：公民館、図書館、その他関連施設
■ＨＰに掲載

【配慮・効果（貢献）内容】
　市内各所への配布のほか、主催講座の参加者へ情
報紙やアルザ利用案内等を配布するなど、情報の提
供を行い認知度アップに努めた。

【課題】
　だれもが手に取って見てくれるようにわかりやすい情
報の提供。

Ａ
　引き続き、タイムリーな
問題を題材に分かりやす
く伝えていくことが必要。
掲載内容、方法も工夫す
る。

■ジェンダーで社会を考える講座「～未来社会への道しるべ
～」
◆2/14（日）/女性たちの戦争責任～ドイツ人女性はなぜヒト
ラーを支持したのか～/募集人数30人/参加人数36人/参加
率120％

【配慮・効果（貢献）内容】
　差別や人権の軽視、経済格差からくる貧困の要因を
ジェンダーの視点で捉え、それに関する社会制度や法
律の問題について、常に考え続ける知識と判断力を養
う機会とする講座の中で、メディア・リテラシーを組み込
み、その重要性を啓発した。

【課題】
　講座にメディア・リテラシーをどのように組込むか、工
夫が必要。

Ａ
　引き続き、メディア・リテ
ラシーを組込んだ内容の
講座を企画する。

　情報活用能力の育成や情報モラルの向上を目指した研修
を実施した。
　会場：新潟市総合教育センター
　参加者：39名

【配慮・効果（貢献）内容】
　人権意識の向上につながり，子どもを指導する上で，
個を大切にする意識の向上につながっている。

【課題】
　メディアやコンテンツの変化に対応して指導を継続す
ること。

Ａ
　情報メディア，情報コン
テンツの変化を把握し，
先取りして教育できる環
境を整える。

　庁内全所属に対し男女共同参画推進に向けた取組を依頼
する際、行政刊行物の作成にあたって配慮すべき事項を纏
めた手引きを紹介し、活用を促した。
　新採用職員研修においても、このことが市職員として当然
守られるべき市の取り組みとして研修内容に入れている。

【配慮・効果（貢献）内容】
　行政刊行物の作成にあっての配慮すべき内容を纏め
た手引きを活用してもらうことで、それまで意識してい
なかった固定的役割分担意識や性差別について認識
を新たにしてもらい、男女共同参画の視点に立った行
政刊行物の発行に繋げた。

【課題】
　市刊行物を作成する組織全体に浸透させる必要があ
る。

Ａ
　市刊行物が男女共同
参画の視点に立った物と
なるよう、引き続き啓発
を図る。

50



（１）市の政策・方針決定過程への女性の参画の拡充

①　審議会委員等への女性の参画の拡充

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

37 211ｱ01 審議会等委員への
女性参画推進の進
行管理

男女共同参画
課

【事業内容】
審議会等への女性の参画を促進するため，「新
潟市附属機関等への女性委員の登用促進要
綱」を制定し，女性委員割合の進行管理を徹底
する。

【取組内容】
要綱に基づく審議会等への女性委員割合の進
行管理を徹底し、市の政策・方針決定過程への
女性の参画を促進に繋げる。

各附属機関等
所管課

1,351 行動計画の
進行管理事
業の全体額

38 211ｱ02 審議会等委員への
女性参画状況調査

男女共同参画
課・行政経営
課

【事業内容】
政策・方針の立案・決定の場への女性の参画を
促進するため，毎年調査を行う。

【取組内容】
審議会等への女性委員割合の進行管理を徹底
し、市の政策・方針決定過程への女性の参画促
進に繋げる。

各附属機関等
所管課

1,351 行動計画の
進行管理事
業の全体額

39 211ｲ01 男女共同参画推進
センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
女性から広く市政に参画（市の各種審議会等の
公募委員など）してもらうため，能力開発を目的
に市政のことについて学ぶための講座の開催や
情報提供を行う。

【取組内容】
市の政策・方針決定過程への女性の参画拡充
を図るための情報の提供を行う。

市民 6,678 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額と
市民への意
識啓発事業
全体額の合
算額

40 211ｳ01 女性人材リストの
充実と情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
女性人材リストを作成し、整備するとともに、審
議会等委員への女性の積極的登用を促進する
ため人材情報を提供する。

【取組内容】
女性人材情報を幅広く収集し提供することで、附
属機関等の女性委員比率向上を図る。

各課

41 211ｴ01 関係団体等への働
きかけ

男女共同参画
課・行政経営
課

【事業内容】
附属機関等委員の推進母体となっている団体
等へ女性委員推薦の働きかけを行う。

【取組内容】
附属機関等委員の団体推薦にあたっては、推薦
団体に積極的に女性を推薦いただけるよう働き
かけを行う。

団体・企業等

42 211ｵ01 女性委員の登用 行政委員会事
務所管課

【事業内容】
行政委員会への女性の参画を進める。

【取組内容】
行政委員会委員についても、女性委員割合が
増加するよう働きかけ、女性の参画を促進す
る。

― ―

②　市女性職員の管理職等への登用推進
43 212ｱ01 人材育成・能力開

発の促進
人事課 【事業内容】

能力開発のための研修実施およびキャリア開発
を重視した人事異動などによる人材育成・能力
開発の促進。

【取組内容】
階層別研修および職場研修でのキャリア開発に
関する講座を実施するとともに、キャリア開発等
を尊重した人事異動を実施する。

市職員 340

目標２　政策・方針決定の場への女性の参画促進
　　　　　　－あらゆる分野における男女共同参画の促進－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　要綱に基づき、任期満了等で改選を行う附属機関等の所
管課から登用計画書を提出してもらい、とりまとめのうえ、男
女共同参画推進会議に報告し、全職員へ公表することで進
行管理を徹底した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　附属機関等への女性委員登用計画書のとりまとめ状
況を男女共同参画推進会議に報告することにより、女
性委員登用の注意喚起をすることができた。
　また、女性委員割合が低い附属機関等について男女
共同参画課と事前協議させることにより、女性委員の
登用に繋げた。

【課題】
　附属機関等への女性の参画を促進するため、引き続
き、定期的な女性委員割合の進行管理に努め、女性
委員割合の低い機関等所管課への働きかけを行う必
要がある。

Ａ
　「新潟市附属機関等へ
の女性委員の登用促進
要綱」に規定した登用計
画の徹底を図る。

　総務部行政経営課（附属機関等とりまとめ担当）と男女共
同参画課との連名で「附属機関等に関する調査」を実施。女
性委員の選任状況等についても調査した。
・調査時点：平成27年7月1日

【配慮・効果（貢献）内容】
　各附属機関等における女性委員割合の低い理由
や、女性人材情報の活用状況等を把握し、女性委員
割合向上への取組の参考とする。

【課題】
　女性委員割合の低い機関等所管課への働きかけを
行う必要がある。

Ａ
　調査することにより所
管所属の注意喚起を図
る。

■男女共同参画講座（企画委員・担当職員研修）「今　求め
られる男女共同参画の伝え方～みんなで育てる　男女共同
参画のまち　にいがた～」
◆12/18（金）/募集人数20人/参加人数16人/参加率80％

■男女共同参画地域推進員研修会「新たなステージへ向か
う男女共同参画～事業企画のための基礎・実践研修～」
講師：桜井陽子さん（特定非営利活動法人全国女性会館協
議会理事長）
参加者：26人（男女共同参画地域推進員、各区担当職員）

　附属機関等の委員公募について、アルザにいがた館内掲
示による周知を行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　市が市民の主体的な市政参画を促進していることを
周知した。

【課題】
　女性人材リストの活用で女性の参画を積極的に推進
していることを併せて周知をしていく。

Ｂ
　女性対象講座で女性
人材リストと附属機関等
の委員公募について周
知していく。

　男女共同参画推進会議や附属機関等所管担当者の説明
会を利用して、女性人材リストの紹介や女性委員登用に向
けた積極的な活用について働きかけたとともに、男女共同参
画地域推進員などに登録の推薦を依頼し、リストの充実に
努めた。
　また、審議会等の改選にあたり、女性委員を探している所
属に対し、情報提供を行った。
　その他、新潟県から大学関係者のリストを提供してもらうと
ともに、新潟県と女性人材情報の共有化が図れるよう様式を
変更した女性人材情報カードにより、既登録者に対し、登録
の継続・更新を依頼した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　女性人材リストの閲覧に際して、リスト掲載者以外の
人材を紹介するなど女性の登用を促した。

【課題】
　附属機関が必要としている専門的知識を有する女性
人材情報が乏しいことが挙げられることから、さらに女
性の人材情報を収集する必要がある。

Ａ
　引き続き、新潟県との
情報共有を進めるととも
に、様々な手段で女性人
材リストの充実を図る。

　附属機関等所管担当者の会議などで、附属機関等の新設
や委員の改選にあたっては、関係団体に新潟市附属機関等
に関する指針等の趣旨をご理解いただき、女性委員を積極
的に推薦してもらうよう働きかけを依頼した。また、そのため
の参考資料を用意した。
　区自治協議会を所管する市民協働課と連名で、区自治協
議会長及び区長に対し区自治協議会における女性委員比
率の向上について依頼した。また、地域コミュニティ協議会に
対して女性の登用について依頼した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　所管課が個別で団体に依頼にまわるなどした結果、
団体からの女性委員の推薦が増えている。

【課題】
　どうしても男性しか推薦できない団体もあることから、
推薦を依頼する団体を見直す必要もある。

Ａ
　引き続き関係団体等へ
の働きかけを強化してい
く。

＜平成28年3月31日現在　女性委員割合＞

・教育委員会　         8人中  4人（ 50.0％）
・選挙管理委員会　 36人中　9人（ 25.0％）
・人事委員会　         3人中 1人（ 33.3％）
・監査委員　            4人中 0人（ 0.0％）
・農業委員会　      165人中10人（ 6.1％）
・固定資産評価審査委員会
                   　      3人中 0人（ 0.0％）
　計219人中　24人（ 11.0％）
※参考　平成27年3月31日現在
　　 220人中　21人（ 9.5％）

【配慮・効果（貢献）内容】
　市が率先して女性の登用を推進することは、企業や
地域への意識啓発に繋がる。

【課題】
　選挙や職務指定により選任される委員など、女性委
員登用に向けた働きかけが及ばない委員枠がある。

Ｃ
　行政委員会委員につい
ても定期的に女性委員
割合を把握しながら働き
かけを行っていく。

(1)下記2つの研修の実施
　(ｱ)採用9～10年目（キャリア開発）研修
　　　・参加者…59名
　(ｲ)女性リーダー研修
　　　・参加者…31名（指名）
(2)キャリアデザインに基づく人事制度の拡充

【配慮・効果（貢献）内容】
　研修の実施により，リーダーの役割の再確認や，キャ
リアデザインを描く意識の醸成を図ることができた。
　概ね採用10年間は専門分野登録をイメージできる人
事異動を行い，職員自らの専門分野選択・キャリア開
発等を尊重できるよう配慮している。

【課題】
　女性リーダー育成に効果的な研修の企画。

Ａ
・制度活用を促すため
の、キャリアデザインに
基づく人事制度の広報
・効果をより高めるため
の、研修後アンケートの
分析および活用。
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（１）市の政策・方針決定過程への女性の参画の拡充

②　市女性職員の管理職等への登用推進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

44 212ｲ01 庁内における登用
すべき人材の把握
と登用の推進

人事課 【事業内容】
性別によらず人材の把握を行い，能力と成績に
応じた処遇に努める。

【取組内容】
能力と成績に応じた処遇に努め，女性職員の管
理職等への登用を推進する。

市職員

45 212ｲ02 管理職への女性の
登用

人事課 【事業内容】
意欲ある職員の能力発揮を促進するため，係長
への女性登用を推進するとともに，管理職にふ
さわしい能力を持つ職員の登用を進める。

【取組内容】
市の施策や方針決定過程への女性の参画を進
めるため，女性職員の管理職等への登用を進
める。

市職員

46 212ｳ01 女性教員の主任等
への起用

教職員課 【事業内容】
力量ある女性教員を、管理職登用につながる主
任等に積極的に登用する。

【取組内容】
学校運営における男女共同参画の向上を図る
ため、校長を通じて女性教員に対する参加意識
の啓発を行いつつ、力量のある女性教員を教
頭・主幹教諭・主任に登用・配置する。

市立学校の女
性教員

（２）企業・団体・地域等における女性の登用促進

①　企業・団体・地域等への女性の参画拡大についての啓発
47 221ｱ01 先進事例の情報収

集・提供
男女共同参画
課

【事業内容】
女性の積極的登用や職域拡大など，ポジティブ
アクション（積極的改善措置）に取り組む企業の
先進事例などの収集・提供を行う。

【取組内容】
企業・団体・地域等への女性の参画拡大につい
て啓発を行う。

企業関係者・市
民

191 調査・研究事
業全体額

48 221ｲ01 入札における優遇
措置

契約課 【事業内容】
男女共同参画に積極的に取り組む企業に対し，
市の入札における優遇措置を実施する。

【取組内容】
入札参加資格認定（格付）において，就業規則
等に育児休業・介護休業制度を規定している企
業に対して，主観点を加算する。

企業・団体等 予算を要しな
い

49 221ｲ02 入札における優遇
措置

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画に積極的に取り組む企業に対し，
市の入札における優遇措置を実施する。

【取組内容】
総合評価方式・プロポーザル方式の入札におい
て、「男女共同参画の取り組み」を行っている企
業に対して、社会的評価点を加算する。

企業・団体等

50 221ｳ01 出前講座の開催 男女共同参画
課

【事業内容】
出前講座を実施し、政策方針決定過程への女
性の参画拡大について啓発を行う。

【取組内容】
地域における方針決定過程への女性の参画拡
大について啓発を行う。

企業・団体等

51 221ｳ02 ＤＶＤ上映会 男女共同参画
課

【事業内容】
ＤＶＤ上映会を開催し、政策方針決定過程への
女性の参画拡大について啓発を行う。

【取組内容】
地域における方針決定過程への女性の参画拡
大について啓発を行う。

市民

目標２　政策・方針決定の場への女性の参画促進
　　　　　　－あらゆる分野における男女共同参画の促進－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　性別によらない人材の把握と処遇を行った。 【配慮・効果（貢献）内容】
　人材の把握や処遇を決定するにあたり，性別による
区分や差を設けず，管理職への女性登用を推進した。

【課題】
　さらなる女性登用の推進。

Ａ
　女性職員自身の管理
職への動機づけや、女
性同士のネットワークづ
くり。

女性職員の係長登用を積極的に行った。
※登用率
平成24年度　42.0%
平成25年度　42.1％
平成26年度　42.7％
平成27年度　45.6％

新潟市女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計
画を策定した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　女性職員の係長への積極的な登用を図り，市の施策
や方針決定過程への女性の参画を促進した。

【課題】
　係長の職責と育児等の両立ができる職場環境づく
り。

Ａ
　女性職員自身の管理
職への動機づけや、女
性同士のネットワークづ
くり。

　市立校園長研修会及び定例校園長会議でにおいて、啓発
を行うとともに、校長を通じて女性教員への働きかけを行っ
た。

女性管理職等（教頭・主任等）の割合
35.4％（Ｈ28.4.1現在）
36.0％（Ｈ274.1現在）
35.6％（Ｈ26.4.1現在）

【配慮・効果（貢献）内容】
　職員の希望や能力・専門性を考慮した、適正な校務
分掌配置に努めた。
　主任会議及び運営委員会等のメンバーとして積極的
に女性を登用した。

【課題】
　女性教員の学校運営参画意識の醸成とともに、力量
ある女性教員の主任層への抜擢について、校長への
働きかけを継続する必要がある。また教頭をはじめとし
た教員の多忙化の解消に向けた取り組みを更に進め
る必要がある。

Ｂ
　多くの機会をとらえ、女
性教員への啓発や働き
かけを行うとともに、主任
や管理職としての仕事の
魅力を伝えていく。

　大都市行政主管者会議や内閣府主催の研修会等に参加
し、女性の積極的登用や職域拡大など、ポジティブアクショ
ンに関する先進事例を収集。
　これらの先進事例を育児休業取得奨励金を申請した事業
所の職場研修会などで活用した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　職場研修会を通じて企業等の管理職への女性の積
極的登用や，ポジティブ・アクション等について啓発を
図った。

【課題】
　市内の企業の先進事例の収集が必要である。

Ｂ
　経済界や労働団体など
の関係団体との連携を
図る。

　平成27年度に追加申請時に希望した17社については，全
社に主観点加算を実施した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　入札参加申請登録時に希望した929社全社に主観点
として総合評価点に加算した。

【課題】
　認定するにあたり，加算条件や提出書類の再検討を
行う。

Ａ
　平成29・30年度申請に
おいても，主観点加算項
目とすることを予定。

　価格以外の要素を評価項目に加える総合評価方式・プロ
ポーザル方式による入札を行うときに、ベースとなる「価格評
価点」「技術評価点」に加えて、「社会的評価点」の一つとし
て「男女共同参画の取り組み」を加えてもらうよう各所属長へ
依頼した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　入札を所管する所属に対して、男女共同参画の取り
組みに対する意識の啓発が図れた。
　実施状況の調査を行った。（平成27年度は業務委託4
件で実施）

【課題】
　評価項目として採用する入札が増えるよう依頼を続
ける必要がある。

Ａ
　引き続き、関係所属に
働きかけを行う。

　「市政さわやかトーク宅配便」として出前講座を4回実施。
自治会長や町内会長等への女性登用状況等について説
明。女性の参画率の低い現状について認識してもらい、地
域における方針決定過程において女性の参画が大切である
ことを啓発した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　社会の半分を占める女性の意見が十分反映されて
いるとは言えない状況を再認識してもらい、地域の方
針決定過程への女性参画の重要性を啓発した。

【課題】
　「性別による固定的役割分担意識」も地域における女
性の参画に大きな影響を与えていることから、引き続き
これらの解消に向けた啓発も併せて行っていく必要が
ある。

Ｂ
　自治会などの地域にお
ける出前講座の開催な
ど、身近なところからの
意識の啓発につなげて
いく。

■アルザフォーラムＤＶＤ上映会「まちづくりにかける元気な
女性たち」
◆11/18（水）、11/19（木）、11/20（金）

【配慮・効果（貢献）内容】
　まちづくりにかける元気な女性たちを知ってもらうこと
で、地域の方針決定過程への女性参画の重要性を啓
発した。

【課題】
　参加者がより多くなるように、開催時間や周知方法に
配慮が必要である。

Ｂ
　引き続き、機会を捉え
て啓発を行う。
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（２）企業・団体・地域等における女性の登用促進

②　女性のエンパワーメントの推進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

52 222ｱ01 男女共同参画推進
センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
企業や団体，地域活動等の方針決定過程への
女性の参画拡大に向けた自己能力開発のため
の講座の開催や情報提供を行う。

【取組内容】
講演会や講座などの開催により、女性のエンパ
ワーメントの推進を図る。

市民 6,207 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額と
ワーク・ライ
フ・バランス
推進事業の
うち女性の活
躍推進シン
ポジウムに
かかる額の
合算額

目標２　政策・方針決定の場への女性の参画促進
　　　　　　－あらゆる分野における男女共同参画の促進－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

■男女共同参画講座（上映会）アルザdeシネマ「マダム・イ
ン・ニューヨーク」
◆8/25（火）/募集人数30人/参加人数34人/参加率113％

■男女共同参画講座（企画委員・担当職員研修）今　求めら
れる男女共同参画の伝え方～みんなで育てる　男女共同参
画のまち　にいがた～
◆12/18（金）/募集人数20人/参加人数16人/参加率80％

■アルザフォーラムＤＶＤ上映会「まちづくりにかける元気な
女性たち」
◆11/18（水）、11/19（木）、11/20（金）

■女性の活躍推進シンポジウム「働くことは生きること」
第１部：中園ミホさん（脚本家）の対談
第２部：市内において様々な分野で活躍している女性による
パネルディスカッション
◆10/24（土）/募集人数300人/参加人数315人/参加率
105％

【配慮・効果（貢献）内容】
　ＤＶＤ上映会で、専業主婦が一念発起してコンプレッ
クスを克服し、誇りと自信を取り戻していく姿から、学び
には年齢制限がないことや、勇気を出して一歩踏み出
すことが自信・自立へつながることを学んだ。講座で、
男女共同参画の現状について理解を深め、さまざまな
立場の人に男女共同参画を正しく伝え、理解して行動
に繋げてもらうためにはどのような工夫や注意が必要
なのか、講師の助言を得ながらワーク形式で考えた。

【課題】
　今後も女性のエンパワーメントの推進に配慮した講
座を実施する。

Ａ
　継続して、女性のエン
パワーメントに配慮した
学習の機会を提供する。
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（１）雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

①　男女雇用機会均等法等関係法令や制度の周知

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

53 311ｱ01 ハンドブック「働く女
性のために」による
周知

雇用政策課 【事業内容】
ハンドブック「働く女性のために」により労働基準
法，男女雇用機会均等法など関係法令や制度
の内容の周知を行う。

【取組内容】
主に女性に対し，労働関係法令や制度の周知を
行う。

女性労働者，事
業主

303

54 311ｲ01 男女共同参画推進
センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，男女共同
参画の視点に立った労働観の形成を促進する
ために，各種講座の開催や情報提供を行う。

【取組内容】
雇用の分野における男女の均等な機会と待遇
の確保についての学習の場を提供する。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

②　女性労働問題の解決への支援
55 312ｱ01 女性就労意識実態

調査
雇用政策課 【事業内容】

市内事業所に勤務する女性に対し調査を行い，
今後男女がともに働きやすい職場づくりの推進・
情報提供，女性の雇用改善を支援する上での
基礎資料とする。

【取組内容】
女性労働者に関する実態を把握し，情報提供を
行う。

市民 2,000

56 312ｱ02 賃金労働時間等実
態調査

雇用政策課 【事業内容】
市内事業所における労働者の賃金等，労働条
件の実態について調査し，労使関係の安定化に
寄与するとともに，労働行政の基礎資料とする。
また，市ホームページでの公表のほか，調査回
答事業所や研究教育機関などに配布し，適切な
雇用管理，男女ともに働きやすい職場環境の整
備に向けた啓発を図る。

【取組内容】
市内事業所における労働者に関する実態を把
握し，情報提供を行う。

事業主，市民 898

57 312ｲ01 女性労働問題相談
室

雇用政策課 【事業内容】
女性労働者が抱える労働問題の自主的解決の
援助を行う。

【取組内容】
女性労働問題についての相談を実施する。

女性労働者，事
業主

285

目標３　働く場における男女共同参画の推進
　　　　　　－男女間格差の解消と就業支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

平成27年度作成・発行4,000部，A5版64ページ（2色刷り）
・配布先：市役所窓口（本庁舎及び区役所・出張所等），労働
関係機関，大学，社会福祉法人
・関係法令については19ページにわたり掲載

【配慮・効果（貢献）内容】
　男女の役割を固定したイメージのイラストを用いない
よう配慮した。
　男女雇用機会均等労働に関する法律等を分かりや
すく記載し，広く周知することができた。

【課題】
　労働関係法令や制度のさらなる周知を行う。

Ａ
　関係法令や制度のさら
なる周知を行う。

■働く女性の生き方講座「働き続ける！を応援する　働く女
性の知恵袋」小１の壁サバイバル
◆6/20（土）/募集人数20人/参加人数21人/参加率105％

【配慮・効果（貢献）内容】
　働く女性を取り巻くさまざまな社会的問題・困難・疑
問・質問を解決するためのヒントを学び、ゲストスピー
カーの話や参加者全員で共有し合うことにより、自分に
とっての最善の方法を考えた。

【課題】
　単なる就職準備の講座ではなく、働く女性を取り巻く
様々な問題や困難などについて考え、自分らしい働き
方を考えるなど男女共同参画の視点でのプログラムと
する。

Ａ
　引き続き、男女共同参
画の視点に立った労働
観を形成するための講
座を実施する。

　就労の動機や職場生活における問題，育児・介護休業制
度等について1,000事業所（無作為抽出）の各事業所3人を
対象に調査を行った。

・回収率　47.7％
・報告書　1,100部
・配布先　調査依頼送付事業所，関係機関

【配慮・効果（貢献）内容】
　女性が働いているうえでの不満や問題点を探り，平
成29年度以降の施策に反映する。

【課題】
　女性が働きやすい職場環境の整備に向け，必要に応
じ施策の検討を行う。

Ａ
　女性が働きやすい職場
環境の整備に向け，必
要に応じ施策の検討を
行う。

　賃金，労働時間，休日・休暇などの労働条件について2,000
事業所（無作為抽出）を対象に調査を行った。

・回収率　47.4％
・報告書　1,100部
・配布先　回答事業所，行政機関，教育・研究機関

【配慮・効果（貢献）内容】
　働く人一人ひとりが豊かさを実感しながら，安心して
働くことのできる環境をつくるための基礎資料として，
広く提供することができた。

【課題】
　引き続き適切な雇用管理，男女ともに働きやすい職
場環境の整備に向けた啓発を図る。

Ａ
　引き続き適切な雇用管
理，男女ともに働きやす
い職場環境の整備に向
けた啓発を図る。

　社会保険労務士による女性労働問題相談を第2第4土曜日
に実施した。（6月10月は全8区へ出張相談）
・相談件数：15人22件

【配慮・効果（貢献）内容】
　職場におけるトラブルの解消に貢献した。

【課題】
　相談室の利用について，さらなる周知を行う。

Ａ
　相談室の利用につい
て，さらなる周知を行う。
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（２）女性の職業能力の開発支援と就業支援

①　女性の職業能力の開発機会の提供

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

58 321ｱ01 職業訓練機関等に
ついての情報の提
供

雇用政策課 【事業内容】
主に女性に向けてはハンドブック「働く女性のた
めに」により技能・技術の習得を目的とした各種
訓練機関の紹介を行う。

【取組内容】
主に女性に対し，職業訓練機関の周知を行う。

市民 303

59 321ｲ01 職業訓練制度や助
成金制度の周知・
啓発

雇用政策課 【事業内容】
職業訓練制度や助成金などの周知を行う。

【取組内容】
主に女性に対し，職業訓練制度や助成制度の
周知を行う。

勤労者及び事
業主

303

60 321ｳ01 学生就活相談デス
クの設置

雇用政策課 【事業内容】
就職活動中の大学生やその保護者等を対象
に，地元就職に関する情報の提供や，あらゆる
相談に対応する電話相談窓口を設置する。

【取組内容】
主に大学生の就業支援を行う。

就活学生やそ
の保護者等

1,530

61 321ｳ02 ものづくり・技づくり
職場体験事業

雇用政策課 【事業内容】
求職中の若年者に対し，技能職場体験を通じて
「ものづくり・技づくり」の大切さ・面白さを実感し
てもらい，技能職場の振興，後継者の育成及び
若年者の職業生活への定着を図る。

【取組内容】
男女問わず若年者の就業支援を行う。

35歳未満の求
職中の市民

②　再就職や起業の支援
62 322ｱ01 男女共同参画推進

センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
育児・介護等のため職業生活を中断した女性の
再就職を支援するため，再就職活動をするうえ
での心構えや労働の意義を学んでもらうための
講座の開催や情報提供を行う。

【取組内容】
女性の再就職や起業など、就労への支援を行
う。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

目標３　働く場における男女共同参画の推進
　　　　　　－男女間格差の解消と就業支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　ハンドブック「働く女性のために」を作成・発行した。
・訓練機関等の紹介については8ページにわたり掲載

【配慮・効果（貢献）内容】
　男女の役割を固定したイメージのイラストを用いない
よう配慮した。

【課題】
　職業訓練機関のさらなる周知を行う。

Ａ
　職業訓練機関のさらな
る周知を行う。

　ハンドブック「働く女性のために」を作成・発行した。
・各種制度については10ページにわたり掲載

【配慮・効果（貢献）内容】
　勤労者のほか，事業主へも周知・啓発を行い，認識
を高めることができた。

【課題】
　各種制度のさらなる周知を行う。

Ａ
　各種制度のさらなる周
知を行う。

　首都圏大学の学内企業説明会に参加し，出張相談ブース
を設置し，Ｕターン情報を提供した。
・情報提供件数：2,425件

【配慮・効果（貢献）内容】
　地元企業情報の提供や就職活動に関するあらゆる
相談に対応できた。

【課題】
　学生就活相談デスクの利用について，さらなる周知を
行う。

Ａ
　学生就活相談デスクの
利用について，さらなる
周知を行う。

【配慮・効果（貢献）内容】

【課題】

※平成23年度末で事業
終了

■再就職支援講座「専業主婦のためのキャリアプランニング
セミナー」
◆12/4（金）ココロ構えと今のワタシ/募集人数20人/参加人
数14人/参加率70％
◆2/11（金）/踏みだすために必要なこと/募集人数20人/参
加人数10人/参加率50％
◆12/15（火）/グループカウンセリング/募集人数5人/参加
人数3/参加率60％
◆12/16（水）グループカウンセリング/募集人数5人/参加人
数4人/参加率80％
◆12/17（木）/グループカウンセリング/募集人数5人/参加
人数1人/参加率20％
◆12/18（金）/グループカウンセリング/募集人数5人/参加
人数3人/参加率60％

【配慮・効果（貢献）内容】
・結婚や育児などで退職した女性が、子どもの入園や
入学を期に、もう一度社会に出て働くためにはどんな
準備や心構えが必要かを学ぶため、自分に合った働き
方を探り、不安を乗り越えられるよう支援した。
・DVD上映会で専業主婦が一念発起してコンプレックス
を克服し、誇りと自信を取り戻していく姿から、学びに
は年齢制限がないことや、勇気を出して一歩踏み出す
ことが自信・自立へつながることをテーマである内容と
した

【課題】
　実施した講座が、再就職や起業に対する意識の変化
や就労に繋がっているかの把握。

Ａ
　継続して、女性が働き
続けるためのヒントとな
る内容の講座を実施す
る。

■男女共同参画講座（上映会）アルザdeシネマ「マダム・イ
ン・ニューヨーク」
◆8/25（火）募集人数30人/参加人数34人/参加率113％
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（２）女性の職業能力の開発支援と就業支援

②　再就職や起業の支援

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

63 322ｱ02 求人情報誌の配布 雇用政策課 【事業内容】
ハローワークより毎週発行されている求人情報
誌を市内各区役所，出張所，公民館等へ設置・
提供する。

【取組内容】
求職者に対し，求人情報の提供を行う。

市民

64 322ｱ03 マザーズ再就職支
援セミナー

雇用政策課 【事業内容】
ハローワーク新潟との共催により，仕事と育児と
の両立を支援する制度や法律についての講義，
体験談等の紹介を行う。

【取組内容】
育児などにより一時離職した人への再就職の支
援を行う。

市民（結婚・出
産・子育て等で
仕事を中断した
後に，再就職を
希望する市民）

65 322ｱ04 女性再就職支援事
業

雇用政策課 【事業内容】
結婚や子育て，介護などで離職した女性の再就
職を支援するため，座談会を通して就労に対す
る不安や悩みを解消し，各々にふさわしい再就
職へのプロセスにハローワークとの連携や職場
見学などの実施により誘導し，再就職に結びつ
けるもの。座談会開催時に保育者をつけ，子ど
もを連れて参加できるようにする。

【取組内容】
育児等で離職した人への再就職支援を行う。

市民（結婚・出
産・育児・介護
などで離職した
女性）

3,500

66 322ｲ01 男女共同参画推進
センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，起業の方
法や支援制度についての講座の開催や情報提
供を行う。

【取組内容】
女性の再就職や起業の支援を行う。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

67 322ｲ02 ビジネス支援セン
ター（相談，セミ
ナー）

産業政策課（Ｉ
ＰＣ財団）

【事業内容】
ビジネス支援センターにおいて，プロジェクトマ
ネージャー等の専門人材による経営，起業に係
るコンサルティングを行うほか，最新のビジネス
情報の入手やビジネススキルアップに役立つセ
ミナーを実施する。

【取組内容】
女性向けの起業セミナーを実施するほか，男女
区別なく誰でも訪れやすい相談窓口を開設し起
業等の支援を行う。

起業家，中小企
業経営者等

4,963  新事業創造
支援事業（新
潟ＩＰＣ財団
補助金）のう
ち研修・セミ
ナー事業分

68 322ｲ03 中小企業開業資金 商業振興課 【事業内容】
中小企業の事業活動に必要な資金を貸し付け
る。

【取組内容】
男女の区別なく，市内で起業をめざす者に対し，
必要な資金支援を行う。

中小企業関係
者

325,000
（当初）

161,400
（補正後）

69 322ｲ04 めざせ！商人（あき
んど）事業補助金

商業振興課 【事業内容】
新規開業を目指す商売未経験者を対象に，低
廉な家賃の店舗を提供し，開業や仕入れ・販売
のノウハウ等を指導し，商店街の担い手の育成
と就業機会の拡大，起業家の育成を図る。

【取組内容】
男女の区別なく，商店街の担い手や起業の育成
支援を行う。

18歳以上で，独
立開業する意
欲のある人

18,279

目標３　働く場における男女共同参画の推進
　　　　　　－男女間格差の解消と就業支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　各区役所等に毎週，ハローワークからの情報誌を配布し
た。

【配慮・効果（貢献）内容】
　様々な働き方に対応できるように，一般だけでなく
パート労働者の求人情報も配布した。

【課題】
　引き続き，求職者に対して情報提供を行う。

Ａ
　引き続き，求職者に対
して情報提供を行う。

　平成27年9月25日，平成28年2月9日に，ハローワーク新潟
との共催により「マザーズ再就職支援セミナー」を開催。
・受講生　9月29人　　2月23人

【配慮・効果（貢献）内容】
　働く上で知っておきたい社会保険制度や税制度のほ
か，保育園の活用についても周知することができた。

【課題】
　再就職希望者にとって身につけておきたい内容のセ
ミナーを開催する。

Ａ
　セミナーの内容，会場，
日時などあらゆる市民が
参加できるよう配慮す
る。

座談会全4回実施
受講者59人（実数）
うち就職決定者27人

【配慮・効果（貢献）内容】
託児付き座談会を開催することで，子育て中の女性の
社会参加を支援した。

【課題】
女性の参加を高めるため，引き続き託児付きの再就職
支援事業を行う。

Ａ
　引き続き託児付きの再
就職支援事業を行う。

■再就職支援講座「専業主婦のためのキャリアプランニング
セミナー」
◆12/4（金）ココロ構えと今のワタシ/募集人数20人/参加人
数14人/参加率70％
◆2/11（金）/踏みだすために必要なこと/募集人数20人/参
加人数10人/参加率50％
◆12/15（火）/グループカウンセリング/募集人数5人/参加
人数3/参加率60％
◆12/16（水）グループカウンセリング/募集人数5人/参加人
数4人/参加率80％
◆12/17（木）/グループカウンセリング/募集人数5人/参加
人数1人/参加率20％
◆12/18（金）/グループカウンセリング/募集人数5人/参加
人数3人/参加率60％

【配慮・効果（貢献）内容】
　結婚や育児などで退職をしたが、子どもの入園や入
学を期に、もう一度社会に出て働くためにはどんな準
備や心構えが必要かを学んだ。自分に合った働き方を
探り、不安を乗り越えられるよう支援した。
　講座終了後、アドレス交換を行いネットワークづくりを
行った。

【課題】
　実施した講座が、再就職や起業に対する意識の変化
や就労に繋がっているかの把握。
　起業の支援に関する内容を講座に入れる工夫。

Ａ
　継続して、女性が再就
職や起業するためのヒン
トとなる内容の講座を実
施する。

・創業・起業・開業セミナー
「女性が起業を選ぶとき」　開催（参加者19名）

・セミナーでの女性講師の積極的な活用（8回）

・創業者向け相談窓口の開設

【配慮・効果（貢献）内容】
・起業に関心のある女性を対象として、起業までの体
験談やアイデアをビジネスに変える方法など、起業に
向けての実践的な講座内容を提供することができた。
・常設の相談窓口によるハンズオン支援を行うことがで
きた。

【課題】
　様々なテーマに基づくセミナーの企画内容。

Ａ
　セミナーの実施にあ
たっては、女性が受講し
やすい内容や、女性講
師の活用に引き続き取り
組んでいきたい。
　また、相談窓口におい
ては女性が訪れやすく、
相談しやすいようなハン
ズオン支援に引き続き努
めていきたい。

【目標】
　市内での新規開業等を支援することにより，本市産業の振
興に資する。

【実績】
○開業等に必要な資金の貸付けを行った。
・平成27年度新規貸付実績：80件270,830千円
（平成26年度貸付実績：62件219,518千円）　

・平成27年度末貸付残高：270件568,418千円

【配慮・効果（貢献）内容】
○貸付にあたっては，性別により異なる取り扱いはして
いない。なお，平成27年度実績では，80件中女性が16
件利用しており，全体に占める割合は前年比2倍以上
となり，少なからず女性の起業に寄与した。（平成26年
度は62件中女性が5件利用）
○開業資金を含めた制度融資のリーフレットを作成し，
制度の周知と利用の促進を図った。また，創業支援の
各事業の取り組みを通じてのＰＲも行っている。

【課題】
○経済部では平成26年度に創業支援事業計画を策定
し創業者支援を強化していることから，今以上の新規
貸付件数の増加が求められている。特に女性の起業
を増やす必要がある。（参考　Ｈ27年度組織目標100
件）

Ａ
　引き続き周知活動を行
うとともに，利用者の
ニーズに合わせた改正
を検討する。

　西堀ローサの一角に新潟商工会議所が設置するミニチャ
レンジショップ「ヨリナーレ」の運営に対する補助を実施した。
・H27年度実績：新規出店3人（女性1人）

【配慮・効果（貢献）内容】
・出店の受付に当たっては,性別により異なる取り扱い
はせず，女性の起業の育成に貢献した。
・出店者募集告知は，商工会議所の作成するＨＰ，チラ
シのほか，市報にも掲載し，幅広い周知を心がけてい
る。
・初めて商売にチャレンジする人に利用しやすいように
配慮している。

【課題】
　平成23年度からの女性の出店は7件（30％）と男性に
比べて低い状態にある。今後、女性の出店件数と割合
を高めるために引き続き広報活動を行う。

Ａ
　引き続き周知活動を行
い、男女を問わず出店の
促進を図る。
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（２）女性の職業能力の開発支援と就業支援

②　再就職や起業の支援

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

70 322ｲ05 新事業創出支援施
設（にいがたe起業
館）運営事業

企業立地課 【事業内容】
市内にOAフロアーやセキュリティシステムが
整ったオフィススペースをインキュベーション（ふ
化）施設として整備・提供し，中小・ベンチャー企
業の事業創出や起業の促進を図る。

【取組内容】
起業をめざす女性を支援する。

①　情報通信技
術を活用して新
たに事業活動を
行う個人･グ
ループ(学生を
含む)や中小･ベ
ンチャー企業
②　情報通信技
術を活用して既
存事業の高度
化，または，新
たな事業活動を
行う企業の新事
業部門等

71 322ｲ06 ベンチャー支援事
業

企業立地課 【事業内容】
中小・ベンチャー企業の新事業創出や起業の促
進を図るため，新潟市中心市街地及び活性化
推進地区に事務所を構える企業に対し，家賃補
助を行う。

【取組内容】
起業をめざす女性を支援する。

①　新たに，情
報通信技術を
活用した事業活
動を行う個人，
グループ（学生
を含む），又は
中小・ベン
チャー企業で，
今後創業しよう
とするもの又は
創業から3年未
満のもの
②　にいがたｅ
起業館入居者
で施設退去後1
年以内のもの

9,000

72 322ｲ07 ビジネス支援サー
ビス

中央図書館 【事業内容】
起業に関する資料・情報を収集・提供する。
専門機関と連携し，毎月「起業・経営相談会」を
開催する。起業や経営，ビジネスプランの作成
について，中小企業診断士がアドバイスし，図書
館司書が相談内容に応じた資料の紹介等を行
う。
専門機関と連携し，起業希望者を対象としたビ
ジネス支援セミナーを実施する。

【取組内容】
起業をめざす女性に対して，起業の方法や支援
制度について情報提供する。

新潟市に在住・
在勤・在学の方
または，新潟市
内に開業予定
の方

3,290 オンライン
データベース
の契約料を
含む

（３）農業や自営業等における男女共同参画

①　経営参画のための学習機会の提供
73 331ｱ01 女性セミナー 中央農業委員

会事務局
1,285【事業内容】

各団体の推薦や公募による農業従事者の女性
を対象に，知識と教養を高めてもらい，地域リー
ダーとして活躍できる女性の育成に努める。

【取組内容】
女性が積極的に経営参画していくための学習の
場を提供する。また、受講する仲間との意見・情
報交換を通し、交流の輪を広げる機会を提供す
る。

地域の女性農
業従事者

目標３　働く場における男女共同参画の推進
　　　　　　－男女間格差の解消と就業支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

【配慮・効果（貢献）内容】

【課題】

※平成25年度末で事業
終了

○　新規採択事業者　１２事業者
　　　（うち，女性　２事業者）

○　継続事業者　　１０事業者

【配慮・効果（貢献）内容】
男女を問わずアイディア次第で様々なビジネスモデ
ルを立ち上げることが可能であることから，男女の区別
なく，起業支援に関する情報提供を行った。結果，女性
企業家２者に対し，補助を行うことができた。

【課題】
　より一層事業の周知を行う。

Ａ
　引き続き、事業継続し、
男女を問わず中小・ベン
チャー企業の新事業創
出や起業の促進を図る。

○起業・経営相談会等の実施
　起業・経営相談件数：13件(全35件）
　融資相談会相談件数：3件（全8件）
○ビジネス支援セミナーの開催（2回）
・第15回ほんぽーとビジネス支援セミナー
　募集人数30人　参加人数23人（うち女性7人）　参加率77％
（女性参加率23％）
・第16回ほんぽーとビジネス支援セミナー
　募集人数30人　参加人数23人（うち女性6人）　参加率77％
（女性参加率20％）

【配慮・効果（貢献）内容】
　起業・経営相談会やビジネス支援セミナーを開催し，
起業に役立つ情報提供を行った。

【課題】
　より女性に対して周知を行う。

Ａ
　引き続き，起業をめざ
す女性に対して，起業の
方法や支援制度につい
て情報提供を行う。

Ａ
５回開催
① 開講式・調理実習　（7月1日）
 　「野菜・フルーツを使ったキッシュとスイーツ作り」
　 講師　渡辺厚司 氏（菓子工房ｶｼｭｶｼｭ）
② 県内現地視察研修会【十日町市】　（8月3日）
　○やまのまなびや（池谷集落）
　「移住してから現在に至るまで」
   講演者：佐藤加奈子氏　（かなやんﾌｧｰﾑ）
　○農家レストラン「ごはんやあぜ道」
　○直売所「千年の市じろばた」
③ 県外現地視察研修【福島県】　（10月8日～9日）
　○農産物加工・販売 「阿部農縁」　（須賀川市）
　○農産物加工・販売 「百姓HOUSE」　（会津坂下町）
　○野菜生産・直売所 ・農家レストラン
　　「にしあいづ健康ミネラル野菜普及会」　（西会津町）
④ 農産物の加工実習 （11月13日）
　「野菜を使ったパンとペースト作り」
   講 師
    松本修 氏（パン工房BiBi)
    食品加工支援ｾﾝﾀｰ長 山田博治 氏
⑤ 講演会・閉講式　（2月9日）
　「ディズニーに学ぶ　心から伝わるおもてなし」
   講演者　髙坂麻紀氏（㈱ﾁｬｯｸｽﾌｧﾐﾘｰ）
　「TPPの大筋合意の概要」
   講演者
    農林水産省政策統括官付農産部長
     天羽隆 氏

　　　　H27　　 延べ71人の参加 
  　 　（H26　　延べ70人の参加)

① 関係機関・団体と調
整を図り、セミナー開催
時期や研修内容が重複
しないよう配慮する必要
がある。また、受講生が
参加しやすいよう、日程
や研修内容を早めに周
知できるよう計画する。
② 女性起業者・経営者
の方々の取り組みを中
心に、地域の担い手育
成や社会参画を進めら
れるような視察や研修会
を計画する。また、受講
生が体験や知識の取得
だけで終わらないよう研
修内容を充実させたセミ
ナーにする。

【配慮・効果（貢献）内容】
① 現地視察などを通して、女性起業者・経営者や６次
産業化を実践している方々の取り組みやお話に直接
触れ、積極性や前向きな姿勢に自分も頑張ろうと励ま
された、感心したという声が聴かれた。
② 家族や仲間と一緒に頑張る「小規模」という点が身
近に感じられ親近感が湧く、自分にもできるかもという
気持ちになれたという声が聴かれた。
③ 受講生間の意見・情報交換の場として、また視察先
で同じ女性農業従事者としての立ち位置などを知り励
ましあう場として、仲間作りや交流の機会が提供でき
た。

【課題】
　女性農業者を対象とした研修会が関係機関・団体と
重複しているため、開催時期や研修内容について、事
前に情報交換等をして調整する必要がある。
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（３）農業や自営業等における男女共同参画

②　労働環境の整備促進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

74 332ｱ01 家族経営協定の普
及・促進

中央農業委員
会事務局

【事業内容】
給料・労働時間や家族の役割分担を明確にし，
経営発展と女性の地位向上を目指した家族経
営協定について，関係機関とともに普及・促進に
努める。

【取組内容】
共同経営者としての地位や役割分担を明確に
し，経営に参画できるよう普及促進を図る。

農業従事者

目標３　働く場における男女共同参画の推進
　　　　　　－男女間格差の解消と就業支援－

65



平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

・北区農業委員会　　　58/455 = 12.7%
・中央農業委員会　　　98/468 = 20.9%
・秋葉区農業委員会   61/536 = 11.4%
・南区農業委員会      68/683 = 10.0%
・西区農業委員会      43/651 = 6.6%
・西蒲区農業委員会   75/1,086 = 6.9%

　　　403/3,879人 = 10.4%
　　（H26　388/3,317人＝11.7％）

【配慮・効果（貢献）内容】
　農業委員活動での家族経営協定の制度の周知や普
及促進に努めた。
　目標値の市内認定農業者数の10％以上を達成して
いる。

【課題】
　認定農業者の大幅な増加から、目標値10％以上を維
持しているものの前年度より率が下がっているが、家
族経営協定締結農家数は増加した。

Ａ
　引続き農業委員等を中
心に関係機関や関係団
体と連携し，制度の周知
と男女共同参画社会の
理解を図っていく。
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（１）仕事と生活の調和に向けた意識の啓発

①　働き方の見直しに関する啓発

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

75 411ｱ01 ワーク・ライフ・バラ
ンス推進の啓発

男女共同参画
課

【事業内容】
企業への出前講座を実施し、政策方針決定過
程への女性の参画拡大について啓発を行う。

【取組内容】
ワーク・ライフ・バランスの推進について啓発を
行う。

企業・団体等 5,887 男性の育児
休業取得促
進事業費と
企業コンサル
ティングにか
かる費用の
合算額

76 411ｱ02 男女共同参画市民
団体協働事業

男女共同参画
課

【事業内容】
ワーク・ライフ・バランスが企業にとってメリットに
なることを啓発する。

【取組内容】
市民団体との協働事業としてワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に向けた連続講座を実施する。

市民・企業 342 男女共同参
画推進セン
ター事業費
のうち市民団
体協働事業
委託料

77 411ｱ03 男性の家事・育児
参加促進のための
当市取組紹介

男女共同参画
課

【事業内容】
社会全体で、男性がもっと積極的に育児に関わ
ることが出来るよう情報発信する。

【取組内容】
厚生労働省イクメンプロジェクトのホームページ
に当市の取組を掲載する。

市民・企業

78 411ｲ01 ワーク・ライフ・バラ
ンス推進の啓発

男女共同参画
課

【事業内容】
職場研修会などの開催を通して、多様な働き方
についての啓発を図る。

【取組内容】
働き方の見直し、仕事と生活の調和に向けた意
識の啓発を行う。

企業・団体等 7,000 ワーク・ライ
フ・バランス
推進事業全
体額

79 411ｲ02 男性の家事・育児
参加促進のための
当市取組紹介

男女共同参画
課

【事業内容】
社会全体で、男性がもっと積極的に育児に関わ
ることが出来るよう情報発信する。

【取組内容】
厚生労働省イクメンプロジェクトのホームページ
に当市の取組を掲載する。

市民・企業

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　男性の育児休業取得奨励金の申請のあった13事業所にお
いて職場研修会を開催。
　男性の育児休業を話のきっかけとし研修会参加者それぞ
れのワーク・ライフ・バランスについて考えてもらう機会とし
た。

　「男性の育児休業取得促進シンポジウム」を開催し、男性
が子育てに関わることの重要性・必要性について、啓発を
行った。
第１部：ユージさん（タレント）によるトークショー
第２部：市内の育休取得者・事業主によるパネルディスカッ
ション
参加者：118人

　市内の中小企業3社に対して、ワーク・ライフ・バランス推進
のための企業コンサルティングを行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　企業におけるワーク・ライフ・バランスの推進が、従業
員にのみメリットがあるのではなく、企業にとっても有効
な経営戦略であることを啓発することができた。

【課題】
　ワーク・ライフ・バランスの推進は、個人の意識だけで
変えられるものではなく、企業の理解も必要なので、企
業に対するさらなる啓発が必要である。

Ａ
　より多くの企業に啓発
できるような取り組みが
必要である。

事業名「ワーク・ライフ・バランスの推進とイクボスの醸成　Ｗ
ＬＢ経営戦略イクボスセミナー」
委託先：一般社団法人クラウドライフズ・ジャパン
開催日：2/5、2/10、3/3
参加者数：40人

【配慮・効果（貢献）内容】
　市民や企業の担当者を対象とした事業展開ができ
ワーク・ライフ・バランスのメリットを啓発できた。

【課題】
　協働事業のテーマは、応募団体が提案するため、毎
年ワーク・ライフ・バランスで事業主に向けた啓発がで
きるわけではない。

Ａ
　公募による委託事業の
ため、ワーク・ライフ・バ
ランスを推進する活動を
している団体等へ事業へ
の応募を積極的に働き
かけていく。

掲載内容
　・男性の育児休業取得奨励金
　・男性の育児休業取得促進シンポジウム
　・イクメン・カジダン写真コンテスト
　・ＷＬＢ経営戦略イクボスセミナー
　・パパ力（りょく）ＵＰ講座　など

【配慮・効果（貢献）内容】
　当市の取組を市のホームページ以外の手段で発信
できた。

【課題】
　他自治体の取組内容を参考にしていく。

Ａ
　今後もタイムリーに情
報発信していく。

　男性の育児休業取得奨励金の申請のあった13事業所にお
いて職場研修会を開催。男性の育児休業を話のきっかけと
し研修会参加者それぞれのワーク・ライフ・バランスについて
考えてもらう機会とした。

　「男性の育児休業取得促進シンポジウム」を開催し、男性
が子育てに関わることの重要性・必要性について、啓発を
行った。
第１部：ユージさん（タレント）によるトークショー
第２部：市内の育休取得者・事業主によるパネルディスカッ
ション
参加者：118人

　「女性の活躍推進シンポジウム」を開催し、女性が結婚・出
産後も自分らしくイキイキと働き続けることができるような意
識啓発を行った。
第１部：中園ミホさん（脚本家）の対談
第２部：市内において様々な分野で活躍している女性による
パネルディスカッション
参加者：315人

　市内の中小企業3社に対して、専門家によるワーク・ライ
フ・バランス推進のための企業コンサルティングを行った。

　アルザフォーラムにおいて、「ワーク・ライフ・バランスを知っ
ていますか？」のＤＶＤ上映会を開催した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　多様な働き方について、様々な場で啓発することがで
きた。

【課題】
　ワーク・ライフ・バランスの推進は、個人の意識だけで
変えられるものではなく、企業の理解も必要なので、企
業に対するさらなる啓発が必要である。

Ａ
　より多くの企業に啓発
できるような取り組みが
必要である。

掲載内容
　・男性の育児休業取得奨励金
　・男性の育児休業取得促進シンポジウム
　・イクメン・カジダン写真コンテスト
　・ＷＬＢ経営戦略イクボスセミナー
　・パパ力（りょく）ＵＰ講座　など

【配慮・効果（貢献）内容】
　当市の取組を市のホームページ以外の手段で発信
できた。

【課題】
　他自治体の取組内容を参考にしていく。

Ａ
　今後もタイムリーに情
報発信していく。
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（１）仕事と生活の調和に向けた意識の啓発

②　男女がともに働きやすい職場環境の整備促進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

80 412ｱ01 ワーク・ライフ・バラ
ンス推進の啓発

男女共同参画
課

【事業内容】
職場研修会などの開催を通して、長時間労働の
抑制や年次有給休暇の取得促進のための啓発
を図る。

【取組内容】
職場研修会の開催を通じて男女がともにワー
ク・ライフ・バランスのとれた働きやすい職場環
境の整備を促進する。

企業 4,961 男性の育児
休業取得促
進事業費

81 412ｱ02 ワーク・ライフ・バラ
ンス啓発事業

雇用政策課 【事業内容】
夏季連続休暇取得の啓発のため，市役所分館
に横看板を掲示する。

【取組内容】
市役所分館に横看板を掲示する。

市民

82 412ｱ03 ワーク・ライフ・バラ
ンス推進のための
企業コンサルティン
グ

男女共同参画
課

【事業内容】
企業がワーク・ライフ・バランスの推進に積極的
に取り組める仕組みづくりを行う。

【取組内容】
専門家が企業を訪問し、仕事と家庭・育児・介護
との両立、長時間労働の削減、有給休暇取得促
進など、職場が抱える問題を分析し、ワーク・ラ
イフ・バランスの推進策を助言・提案する。

企業 926 ワーク・ライ
フ・バランス
推進事業の
うち企業コン
サルティング
にかかる額

83 412ｲ01 男性の育児休業取
得促進事業奨励金

男女共同参画
課

【事業内容】
育児休業を取得した男性労働者及び事業主に
対して奨励金を支給する。

【取組内容】
企業等における育児休業を奨励することで，育
児休業等の取得しやすい職場環境づくりを促進
する。

中小企業等の
事業主と育休を
取得した労働者

4,146 男性の育児
休業取得促
進事業費奨
励金支給に
かかる額

84 412ｲ02 ワーク・ライフ・バラ
ンス啓発事業

雇用政策課 【事業内容】
賃金労働時間等実態調査の調査項目の一つ
に，「仕事と家庭の両立のための支援制度」につ
いての項目を設置し，ワーク・ライフ・バランスの
啓発を行う。

【取組内容】
男女がともに働きやすい職場環境の整備を促進
する。

事業主，市民 898

85 412ｲ03 ワーク・ライフ・バラ
ンス推進のための
企業コンサルティン
グ

男女共同参画
課

【事業内容】
企業がワーク・ライフ・バランスの推進に積極的
に取り組める仕組みづくりを行う。

【取組内容】
専門家が企業を訪問し、仕事と家庭・育児・介護
との両立、長時間労働の削減、有給休暇取得促
進など、職場が抱える問題を分析し、ワーク・ラ
イフ・バランスの推進策を助言・提案する。

企業 926 ワーク・ライ
フ・バランス
推進事業の
うち企業コン
サルティング
にかかる額

86 412ｳ01 職場でささえる子育
て応援プログラム
の推進

人事課 【事業内容】
「次世代育成支援対策推進法」に基づく特定事
業主行動計画「職場でささえる子育て応援プロ
グラム～父親の参加があって，母親の参加が
あって，職場の支援があって子育て～」の推進。

【取組内容】
男女が共に働きやすい職場環境の整備を促進
する。

市職員

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　男性の育児休業取得奨励金の申請のあった13事業所にお
いて職場研修会を開催。
　男性の育児休業を話のきっかけとし、研修会参加者それぞ
れのワーク・ライフ・バランスについて考えてもらう機会とし
た。

【配慮・効果（貢献）内容】
　職場研修会では，従業員だけでなく、事業主や管理
職など経営者側にも参加してもらい、労使が共に働き
方について考える場とした。
　性別による固定的役割分担意識からくる男性の仕事
中心の生活や長時間労働についても触れ、役割分担
意識の解消の大切さも伝えた。

【課題】
　男性の育児休業の取得率は少しずつ上昇しているも
のの、職場環境等の事情により、理解がえられにくい
事業所もある。

Ａ
　より多くの企業に啓発
できるような取り組みが
必要である。

　平成28年7月～9月末に，市役所分館に「連続休暇でゆとり
の新潟」の横看板を掲示。

【配慮・効果（貢献）内容】
　市民に向け，広く周知・啓発を行い，認識を高めるこ
とができた。

【課題】
　引き続き，周知・啓発に努める。

Ａ
　引き続き，周知・啓発に
努める。

　市内の中小企業3社に対して、専門家によるワーク・ライ
フ・バランス推進のための企業コンサルティングを行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　十分なヒアリングにより、それぞれの企業に応じた支
援内容とした。

【課題】
　コンサルティング希望企業募集の周知に工夫が必要
である。

Ａ
　制度の周知を図るとと
もに、機会を捉えて取組
事例を広く紹介していく。

　育児休業を取得した男性労働者及び事業主に対して奨励
金を支給。支給件数：育児休業取得者13人，事業主8人
・㈱本間建設（建設業） 2件
・㈱日伸設備（管工事業）
・㈲サクラオカシステミー（既設建築物設備工事業）
・㈱アルゴナフト（卸売業）
・㈱市民調剤薬局（保険調剤薬局）
・㈱第一印刷所（総合印刷業）
・㈱ディーフィット（コンピュータソフトの開発・販売・委託）
・㈲オーテック（環境関連分野）
・㈱プレスメディア（版下及び製版業）
・㈱アン（美容業） 2件
・㈱サウンドエイト（音響請負）

【配慮・効果（貢献）内容】
　奨励金を支給することにより、男性の育児参加を促
進し、育児を通して職場や家庭における固定的な性別
役割分担意識の解消につながる。
　2回目以降の企業が増えていることから、前例がある
ことで、育児休業を取得しやすい環境になったことが推
測される。

【課題】
　男性が育児休業を取得し子育てに積極的に関われる
ようにするためには、事業主と男性労働者だけでなく社
会全体の意識を高める必要がある。

Ａ
　引き続き制度の周知を
図りながら仕事と生活の
調和に向けた意識の啓
発を行っていく。

　賃金，労働時間，休日・休暇などの労働条件について2,000
事業所（無作為抽出）を対象に調査を行った。
・回収率　47.4％
・報告書　1,100部
・配布先　回答事業所，行政機関，教育・研究機関

【配慮・効果（貢献）内容】
　働く一人ひとりが豊かさを実感しながら，案して働くこ
とのできる環境をつくるための基礎資料として，広く提
供することができた。

【課題】
　引き続き適切な雇用管理，男女ともに働きやすい職
場環境の整備に向けた啓発を図る。

Ａ
　引き続き適切な雇用管
理，男女ともに働きやす
い職場環境の整備に向
けた啓発を図る。

　市内の中小企業3社に対して、専門家によるワーク・ライ
フ・バランス推進のための企業コンサルティングを行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　十分なヒアリングにより、それぞれの企業に応じた支
援内容とした。

【課題】
　コンサルティング希望企業募集の周知に工夫が必要
である。

Ａ
　制度の周知を図るとと
もに、機会を捉えて取組
事例を広く紹介していく。

・所属長を対象とした「イクボス」研修を実施
・実際に育休を取得した職員のインタビューを職員ポータル
に掲載したり，休暇制度と給与，給付金等について周知を行
い，取得しやすい環境づくりに努めた

【配慮・効果（貢献）内容】
　平成27年度は，男性職員の育休取得者が大幅に増
加し，初めて目標の5％を達成。

【課題】
　継続的な啓発活動の実施。

Ａ
　職場の理解が欠かせ
ないことから、該当職員
に限らず、職場全体の意
識の醸成に努めていき
たい。
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（１）仕事と生活の調和に向けた意識の啓発

②　男女がともに働きやすい職場環境の整備促進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

87 412ｳ02 市職員の育児休
業・介護休暇制度
の利用促進

人事課 【事業内容】
男女がともに仕事と家庭を両立できる環境づくり
を進め，育児休業・介護休暇制度の利用を促進
する。

【取組内容】
職員への制度周知・啓発や，職場の環境整備に
ついて所属長へ働きかけを行い，男性の育児休
業の取得を推進する。

市職員

③　家庭生活・地域活動への男女共同参画の促進
88 413ｱ01 男女共同参画推進

センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，男性が家
庭責任を分担することの重要性を啓発するた
め，各種講座の開催や情報提供を行う。

【取組内容】
講演会や講座の開催により、家庭生活、地域生
活への男女共同参画の促進に向けた意識啓発
の推進を図る。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

89 413ｱ02 男女共同参画市民
団体協働事業

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，男性が家
庭責任を分担することの重要性を啓発するた
め，各種講座の開催や情報提供を行う。

【取組内容】
講演会や講座の開催により、家庭生活、地域生
活への男女共同参画の促進に向けた意識啓発
の推進を図る。

市民 342 男女共同参
画推進セン
ター事業費
のうち市民団
体協働事業
委託料

90 413ｱ03 妊娠・出産・育児に
関する講座の中で
家庭生活における
男女共同参画の必
要性について啓発

健康増進課 【事業内容】
安産教室や育児教室などで，両親が協力して育
児するという意識の啓発を図る。

【取組内容】
家庭生活・地域活動への男女共同参画の促進。

妊婦とその夫
(パートナー)・乳
幼児の親

1,347

91 413ｱ04 子育て学習出前講
座

生涯学習セン
ター

【事業内容】
新１年生の保護者を対象に，就学時健診や新入
生学校説明会において専門の講師を派遣し，よ
り多くの親に家庭教育のあり方を見つめ直す機
会を提供し，家庭教育への意識啓発と家庭の教
育力の向上を図る。

【取組内容】
就学児検診など，多くの保護者が集まる機会に
実施することで，多くの保護者に家庭教育につ
いて考える機会を提供する。

保護者 1,334

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

【男性の育児休業取得の推進】
※取得者数
平成23年度　7人
平成24年度　4人
平成25年度　6人
平成26年度　8人
平成27年度　25人

※取得率（新たに育休を取得した職員数/取得可能職員数）
平成23年度　3.7%　
平成24年度　1.9％
平成25年度　1.5％
平成26年度　4.9％
平成27年度　11.5％

【介護休暇制度の推進】
※取得者数
平成23年度　6人
平成24年度　12人
平成25年度　3人
平成26年度　9人
平成27年度　4人

【配慮・効果（貢献）内容】
　男性職員の育児休業取得を促進するなど，男女がと
もに働きやすい職場環境づくりに努めた。男性の育児
休業取得率については，初めて目標の5％を達成し，
取得者も約3倍に増加した。

【課題】
　これまでの取組により徐々に成果が出始めているこ
とから，継続的な啓発活動の実施。

Ａ
　職場の理解が欠かせ
ないことから，該当職員
に限らず，所属長をはじ
め，職場全体の意識の
醸成に努めていきたい。

■男性の生き方講座（子育て期）Ｍｅｎ(メンズ)’ｓ　Ｌａｂｏ(ラ
ボ)「～男の家事×パパの生き方バージョンアップ～」
◆7/4（土）/妻は相方、育児はツッコミ！/募集人数20人/参
加人数14人/参加率70％
◆7/18（土）/ユージ流パパの子育て/募集人数20人/参加
人数21人/参加率105％
◆8/1（土）/男がつらいよ/募集人数20人/参加人数16人/参
加率80％

■男性の生き方講座（定年期）「男人生のふり返り～肩書き
よ　さようなら～」
◆1/23（土）/男らしさとセカンドライフ/募集人数30人/参加
人数33人/参加率110％
◆１/30（土）/人生にプラス！自分の心身は自分で守る/　募
集人数30人/参加人数27人/参加率90％
◆2/6（土）/繋がる“ちから”で楽しいミドルエイジ/募集人数
30人/参加人数29人/参加率97％

【配慮・効果（貢献）内容】
　ジェンダーとは何かを知り、男らしさの縛りから解放さ
れ、自分らしく生きることについて考えた。仕事中心の
生活を見直し、家事・育児に関心を持ち、より参画して
いくきっかけづくりをした。悩みを共有し語り合えるよう
な繋がりを形成した。男性が仕事などで築いてきた固
定的な考え方から解放され、他者との関係をもっと深
めながら心身共に健康的で充実した半生を送るきっか
けにし、家庭や地域で活躍できるさまざまなグループ
活動への誘いの場とした。

【課題】
　講座参加者の確保。講座で学んだことを実践につな
げる工夫。

Ａ
　引き続き、男性が仕事
中心の生活を見直し、家
庭生活での責任を担って
いくことも大切であるとい
う意識の啓発を行ってい
く。

■パパ力UP講座/委託先：Father“H”Family
◆さわこさんがやってくる！！オシャレでかっこいいダンボー
ルハウス作り☆ in NIIGATA/募集人数親子40組/参加者33
組109人/参加率83％
◆NAMARA代表江口歩と語ろう
『パパ　ミッション　ポッシブル』
～仕事×家事育児＝家庭円満 
ワークライフバランスの本質を考える～/募集人数35人/参
加者数17人/参加率49％
◆魚が捌けるパパってカッコイイ☆
～旬の魚を使ってクッキング！！～　/募集人数32名/参加
者20組26人/参加率81％

【配慮・効果（貢献）内容】
　父親が育児に関わることの楽しさに気付き、父親・夫
の役割をジェンダーの視点から学び、家事のスキルを
身に付けた。父親の家事・育児への参加を促し、母親
の社会参画の支援ができた。

【課題】
　家事・育児に積極的に取り組む男性を更に増やす工
夫。

Ａ
　　引き続き、男性が仕
事中心の生活を見直し、
家庭生活での責任を
担っていくことも大切であ
るという意識の啓発を
行っていく。

安産教室
　開催回数　8区　計　105回
  参加人数　延　1,433　人
　　　　《再掲》　夫（パートナー） 381人
多胎児支援
　開催回数　計　4回
　参加人数　妊婦　27人　夫等 25人　

【配慮・効果（貢献）内容】
安産教室や育児教室で，男女協力の必要性，重要性
について啓発した。

【課題】
引き続き男女協力の必要性，重要性について啓発を
行う。

Ｂ
　引き続き，教室等の機
会を捉えて啓発に努め
る。

・小学校
　　実施校：　104校
　　参加者：　 6,145名　
・中学校
　　実施校：　14校
　　参加者：　1,026名
・合計
　　実施校：　 118校
　　参加者：　7,171名

【配慮・効果（貢献）内容】
　「家庭教育の大切さ」等をテーマに，普段家庭教育に
ついて考える機会の少ない人が参加しやすいよう工夫
した。

【課題】
　中学校での実施の増加。

Ａ
　中学校での実施要件
を，ＰＴＡ行事においても
実施できるよう拡大し，よ
り多くの保護者が参加で
きる環境を提供する。
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（１）仕事と生活の調和に向けた意識の啓発

③　家庭生活・地域活動への男女共同参画の促進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

92 413ｱ04 家庭教育学級 公民館 【事業内容】
子どもの成長にあわせた家庭教育の学習機会
を設け，親として子どもへの接し方等を学ぶとと
もに，保護者同士の情報交換や仲間づくりを図
る。

【取組内容】
子どもの成長にあわせた家庭教育学級を実施
し，両親や祖父母等の保護者を対象に，子育て
に関する学習の機会を提供する。

保護者 9,864 （公民館）家
庭教育振興
事業費全体

93 413ｲ01 出前講座の開催 男女共同参画
課

【事業内容】
地域における様々な課題について、男女共同参
画の視点から解決策をさぐり、課題解決へ向け
て啓発や支援を行う。

【取組内容】
地域活動等への参加を促し、地域における男女
共同参画の促進を図る。

市民団体 1,286 市民への意
識啓発事業
全体額

94 413ｲ02 アクティブシニア支
援事業

公民館 【事業内容】
定年退職を控えた市民を対象に，社会活動参加
への支援及び退職後の生活を活動的に過ごす
ための学習機会を提供する。

【取組内容】
生きがいづくりや仲間づくりなど，セカンドライフ
を考えるきっかけとなる学習機会を提供する。

市民 1,855

95 413ｲ03 男女共同参画推進
センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，各種講座
の開催などを通じ，男女共同参画に関する学習
機会の拡大を図る。

【取組内容】
男女共同参画推進のための学習の場を提供す
る。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

96 413ｳ01 防災活動における
男女共同参画の推
進

防災課 【事業内容】
災害時に，女性を含めた地域対応が求められる
ことから、女性の視点に立った防災活動を推進
する。

【取組内容】
地域で暮らす男女がともに地域社会の担い手と
なるよう、地域活動への参画を支援する。

自治会・町内会 3,146

97 413ｳ02 防火防災活動にお
ける男女共同参画
の推進

消防局警防課 【事業内容】
火災や災害時に，女性を含めた地域対応が求
められることから，女性の視点に立った消防・防
災活動を推進する。

【取組内容】
地域リーダーの育成。

自治会・町内会 個別の事業
とされていな
いため，予
算明記なし

98 413ｳ03 ＤＶＤ上映会 男女共同参画
課

【事業内容】
ＤＶＤ上映会を開催し、防災活動への参画など
地域で暮らす男女がともに地域社会の担い手と
なるよう啓発を行う。

【取組内容】
男女共同参画の視点から避難所運営を考えた
ケースを取り上げたＤＶＤの上映を行う。

市民

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　乳児期から思春期までの家庭教育学級やプレママ学級，
父親学級，孫育て講座を実施した。
実施講座：　71講座
延べ参加者数：　6,830人

【配慮・効果（貢献）内容】
　学習の中で，夫婦の関係や夫婦での子育てについて
考える機会を設けた。
子育て中の人が気軽に参加できるよう保育付き事業を
実施したほか，父親が参加しやすい休日や夜間にも講
座を開催した。

【課題】
　参加者の少ない講座については，広報手段や開催日
時等の検討が必要。

Ａ
　子育てによる孤立化を
防ぐため，夫婦のあり方
等の視点や親同士の仲
間づくりに配慮する。

　「市政さわやかトーク宅配便」として出前講座を4回実施。
男女共同参画行動計画での取り組みを説明するなど、男女
共同参画についての理解を深めてもらうきっかけづくりを
行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　男女共同参画についての理解を深め、男女共同参画
の視点を持ってもらえるよう啓発した。

【課題】
　多くの人に啓発できるよう広く周知する必要がある。

Ａ
　引き続き、「市政さわや
かトーク宅配便」の周知
を図る。

　主に定年退職を控えた世代を対象に，登山や料理教室，
農業体験などの講座を実施し，仲間づくりや家庭・地域活動
への参加を考える機会を提供した。
実施館数：　7館
延べ参加者数：　304人

【配慮・効果（貢献）内容】
　男女ともに関心の高いテーマや男性を対象とした料
理教室など，家庭や地域活動への男女共同参画につ
ながる内容を取り入れた。

【課題】
　生きがいづくりや仲間づくりのきっかけにはなってい
るが，社会活動参加への結びつきが弱い。

Ａ
　学習の中で仲間づくり
を進め，地域活動につな
がるよう支援していく。

■男性の生き方講座（定年期）「男人生のふり返り～肩書き
よ　さようなら～」
◆1/23（土）/男らしさとセカンドライフ/募集人数30人/参加
人数33人/参加率110％
◆１/30（土）/人生にプラス！自分の心身は自分で守る/　募
集人数30人/参加人数27人/参加率90％
◆2/6（土）/繋がる“ちから”で楽しいミドルエイジ/募集人数
30人/参加人数29人/参加率97％

【配慮・効果（貢献）内容】
　男性が仕事などで築いてきた固定的な考え方から解
放され、他者との関係をもっと深めながら心身共に健
康的で充実した半生を送るきっかけとなり、家庭や地
域で活躍できるさまざまなグループ活動への誘いの場
となった。

【課題】
　参加者の興味・関心を引き、参加に繋がる男女共同
参画の視点での企画と広報の検討。

Ａ
　男女共同参画への理
解を深め、意識づくりと
行動につながるための
事業を開催する。

■市民発！女性の視点で防災力アップ講座を実施。４回実
施し、計439名参加。

■避難所運営体制検討会で女性の視点を取り入れた検討
を実施

■防災士養成講座を実施した中で、女性防災士（70名中３
名）を誕生させることができた。

【配慮・効果（貢献）内容】
・避難所ごとに運営方法を検討する際に、女性の視点
を取り入れた内容で検討することができた。
・地域防災の取組みの役員等は、依然男性が多いが、
女性の参画を促すことができた。

【課題】
　まだまだ自主防災組織への女性の参画は少ない。

Ａ
　平成28年度はさらに規
模を拡大して、女性の視
点を取り入れた防災講
座を開催し、「防災」を自
分のこととして身近に捉
えて考えてもらうことを更
に進めていく。
　また、引き続き、地域防
災に女性が参画しやす
い仕組みづくりに努め
る。

１．高齢者家庭防火指導
    回数224回（22回）　参加人員689人（49人）
２．年末年始等防火広報巡回
　　回数254回（4回）　参加人員2434人（9人）
３．応急手当指導員研修
　　回数65回（32回）　参加人員469人（61人）
４．街頭防火広報活動
　　回数53回（44回）　参加人員211人（123人）
５．入団促進キャンペーン
　　回数50回（26回）　参加人員307人（69人）
６・幼稚園・保育園防火指導
　　回数31回（31回）　参加人員108人（108人）
※（　　）内は，女性団員

【配慮・効果（貢献）内容】
　各種防火行事へ女性団員から参加してもらうことで，
女性の視点を生かした活動が展開できた。

【課題】
　消防団業務の一部を男女それぞれの立場で分担し
ているという実情を，相互において更に理解度を深め，
協力していくことが今後検討されると望ましい。

Ａ
　今後も女性の視点に
立った消防防災活動を
推進する。

■アルザフォーラムＤＶＤ上映会「安心できる避難所づくり」
◆11/18（水）

【配慮・効果（貢献）内容】
　防災・避難所運営を題材としたＤＶＤを上映すること
で、身近なテーマで男女共同参画を考える機会となっ
た。

【課題】
　男女共同参画への理解を深め、習得した知識を地域
で生かしてもらう。

Ｂ
　今後も機会を捉えて、
男女がともに地域社会の
担い手となるよう啓発を
行う。
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（２）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護等に関する支援

①　子育て支援策の充実

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

99 421ｱ01 保育事業 保育課 【事業内容】
父母の就労により保育に欠ける児童に対し保育
を実施する。

【取組内容】
父母の就労により保育に欠ける児童に対し保育
を実施する。

保育に欠ける児
童

13,136,273 私立保育園
乳幼児保育
委託料・施設
型給付費（2・
3号分）・地域
型保育給付
費

100 421ｱ02 病児デイサービス
事業

保育課 【事業内容】
病気や病後回復期等の児童を預かる。

【取組内容】
児童が病気や回復期にあり、保護者が就労等
で家庭での保育が困難な場合に児童を預かる。

市内に居住する
生後６か月から
小学校６年生ま
での病気や病
気回復期など
で，集団保育が
なじまない児童

165,966

101 421ｱ03 障がい児保育事業 保育課 【事業内容】
公・私立保育園　全園で受け入れ体制をとって
いる。

【取組内容】
各園において障がい児に対し保育を実施する。

障がい児 195,948

102 421ｱ04 早朝・延長保育事
業

保育課 【事業内容】
保育ニーズに対応した保育時間の延長を各園
で実施する。

【取組内容】
早朝及び夜間等に保育施設を開園する。

乳幼児 112,621

103 421ｱ05 乳児保育事業 保育課 【事業内容】
公私立保育園で乳児保育を実施する。

【取組内容】
各保育園において、０歳児の保育を行う。

０歳児

104 421ｱ06 休日保育事業 保育課 【事業内容】
勤務形態の多様化による共働き家庭への支援
を強化するため，日曜・祝日の保育を実施する。

【取組内容】
日曜・祝日に保育を行う。

保護者 36,337

105 421ｲ01 放課後児童クラブ
の運営・整備事業

こども未来課 【事業内容】
昼間保護者のいない児童の健全育成を図り，子
育てと就労の両立を支援する。

【取組内容】
就労する保護者の増加や就労形態の多様化に
対応し，子育てと仕事の両立ができるよう支援を
行う。

小学校1～６年
生

1,468,012 運営費及び
施設整備費

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　公立保育園87園，私立保育園125園，認定こども園16園，
地域型保育事業3園で保育を実施した。
待機児童数　0人

【配慮・効果（貢献）内容】
　待機児童を発生させないことで，子育てと仕事の両
立を支援した。

【課題】
　保育を必要とする児童数の増加による職員の配置。

Ａ
　待機児童を発生させな
いよう，定員等管理す
る。

　9施設で病児デイサービス事業を実施し，11,157人が利用
した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　病気や病後回復期等の児童を預かることで，子育て
と仕事の両立を支援した。

【課題】
　病児保育のニーズに合わせた施設の整備。

Ａ
　利用者のニーズに合わ
せ，必要性の高い地域
の整備を検討する。

平成27年4月1日受け入れ人数
　公立　827人　私立　324人

【配慮・効果（貢献）内容】
　保育園全園で障がい児を受け入れることで，子育て
と仕事の両立を支援した。

【課題】
　障がい児を担当する職員の配置。

Ａ
　引き続き実施する。

　早朝保育を230園，延長保育を229園で実施した。 【配慮・効果（貢献）内容】
　保育時間の延長を各園で実施することで，子育てと
仕事の両立を支援した

【課題】
　早朝・延長保育を担当する職員の配置。

Ａ
　引き続き実施する。

　公立保育園83園，私立保育園140園で乳児保育を実施し
た。

【配慮・効果（貢献）内容】
　乳児保育をで実施することで，子育てと仕事の両立を
支援した。

【課題】
　乳児保育のニーズ増加による職員の配置。

Ａ
　引き続き実施する。

　11園で休日保育事業を実施し，3,391人が利用した。 【配慮・効果（貢献）内容】
　日曜・祝日の保育を実施することで，子育てと仕事の
両立を支援した。

【課題】
　休日保育のニーズ増加による実施園の拡大。

Ａ
　利用者のニーズに合わ
せ，必要性の高い地域
の整備を検討する。

※平成27年5月1日現在
クラブ数：公設82,民設27
在籍児童数：7,375人
待機児童数：0人
狭隘化，建物の老朽化の解消などに向けた施設整備：12か
所

【配慮・効果（貢献）内容】
・子育てと仕事の両立の支援
・クラブでは，性別に関わらず個人を尊重しながら指導
を行っている。
・固定的な役割意識に捉われず，指導員は男女問わ
ず起用している。

【課題】
　施設設備などの受入れ態勢の強化と施設環境の向
上に努め質の改善を図ること。

Ａ
　昨年4月から対象が6年
生まで拡大され，児童数
の増加に伴う狭隘化の
問題を早急に解決する
必要がある。
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（２）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護等に関する支援

①　子育て支援策の充実

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

106 421ｲ02 障がい児放課後支
援事業

障がい福祉課 【事業内容】
特別支援（養護）学校等に通う児童・生徒に，放
課後活動の場を提供する。

【取組内容】
心身に障がいのある児童・生徒に，自主性，社
会性，創造性を養える場を，放課後にも設ける。
放課後や長期休暇時に児童・生徒を預かること
により，保護者の介護による疲労回復や社会参
加の促進を支援する。

心身に障がい
のある児童・生
徒

2,410

107 421ｲ03 子どもふれあいス
クール事業

地域教育推進
課

【事業内容】
平日の放課後や土曜日の午前中，小学校の体
育館や余裕教室などを開放し，子どもたちに安
心安全な居場所を提供する。

【取組内容】
子どもたちが安心して自由に過ごせる場所を提
供し、地域の大人とのふれあいや異年齢交流等
図ることで青少年の育成を支援する。

小学生 41,716

108 421ｲ04 青少年の居場所づ
くり事業

公民館 【事業内容】
公民館に学校や家庭以外の空間を設け，子ども
たちに安心で安全な居場所を提供する。

【取組内容】
子どもたちが安心して自由に過ごせる場所を提
供し，地域の大人と交流を図ることで，青少年の
育成を支援する。

小・中・高校生 438

109 421ｳ01 家庭児童相談 こども未来課 【事業内容】
適正な児童養育，その他家庭児童福祉の向上
を図るため，相談指導業務を実施する。

【取組内容】
子育て中の保護者が育児について気軽に相談
できる体制の整備。

保護者 223

110 421ｳ02 乳幼児育児相談 保育課 【事業内容】
各保育園・子育て支援センターで育児について
の不安や悩みについて相談助言及び電話相談
を行う。

【取組内容】
保育園開放や体験保育で来園した保護者へ保
育内容を見ていただき育児相談にお応えする。

保護者
保育園や幼稚
園に通っていな
い子どもの保護
者

111 421ｳ03 地域子育て支援セ
ンター

保育課 【事業内容】
地域の子育て家庭に対する育児支援を目的とし
て，育児相談をはじめ，育児講座，親子のため
の遊びの指導，育児に関する情報提供，子育て
中の親同士の交流などを行う。

【取組内容】
育児相談，育児講座，育児に関する情報提供，
交流の場の提供などを行い，子育てに対する不
安感，孤立感を解消する。

保育園や幼稚
園に通っていな
い子どもと保護
者

294,245

112 421ｳ04 児童発達支援セン
ター

障がい福祉課 【事業内容】
障害のある子どもやその家族への支援・相談対
応を行うとともに，地域支援として保育園等への
助言・指導等を行い，地域の中核的療育支援機
関としての役割を果たす。

【取組内容】
通所支援，来所相談，言語指導，小児科医師に
よる療育相談，保護者講座，電話相談。
地域支援係による保育園等の訪問支援。

障がいのある子
どもやその家族

33,261

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　国制度「放課後等デイサービス事業」へ移行するまでの経
過措置として実施してきた事業だが，放課後等デイサービス
を提供できる民間事業所が充実してきたことから，本事業の
利用希望調査を行った結果，希望なしだったため事業完了と
した。

＜参考：放課後等デイサービスの状況＞
事業所数：29（H27末）
利用者数：6,417人
事業費：234,980千円（H27）

【配慮・効果（貢献）内容】
　国制度のサービス基盤が整うまでの間，障がいのあ
る子ども達とその家族を支援する役割を果たした。

Ａ
　国制度のサービス基盤
が整ったため，事業完
了。
　放課後等デイサービス
事業に完全移行する。

　市内では67校で実施。
　週1～3回の開催で、年間延べ175,598人の児童が参加。
　1校あたりの児童の平均参加率は14.1％で、平成26年度を
0.8ポイント上回った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　放課後や土曜日の午前中の子どもの安心安全な居
場所が提供でき、子育て支援の一助となった。

【課題】
　実施校の拡大。

Ａ
　実施校や開催数の拡
大のため、体験プログラ
ムの実施拡大。

　市内18か所の公民館でロビーや講座室を開放し，青少年
に安全で自由に過ごせる場所を提供した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　大人との交流や子どもたちへの見守り体制の充実を
図るため，必要に応じボランティアによる声掛けやイベ
ントを行った。

【課題】
　子どもたちにとって安心安全な居場所となっている
が，開設場所によっては大人との交流機会が少なく
なっている。

Ｂ
　必要に応じボランティア
の養成や研修を行い，子
どもと地域の大人との交
流を支援していく。

　家庭児童相談員，母子自立支援員による母子・家庭児童
相談を実施
（実施場所：各区役所健康福祉課）

【配慮・効果（貢献）内容】
・相談業務や各種制度の紹介を通して子育て支援・ひ
とり親家庭に対する支援を行った。
・ＤＶや児童虐待等の問題を抱える相談者に対して支
援を行った。

【課題】
　相談内容が多様化・複雑化しており，相談員の対応
力の一層の充実が求められる。

Ａ
　複雑な事例に対応する
ため，弁護士との連携を
図りながら，支援体制の
強化を図る。

保育園開放，体験保育等で来園された市民に対し育児に
ついての不安や悩みについて相談助言を行った。また電話
相談においても育児相談を行った。
公立保育園電話相談：30
公立保育園来所相談：336
支援センター電話相談：1,152
支援センター来所相談：9,263

【配慮・効果（貢献）内容】
　来所相談では保育内容を実際に見ていただいて具体
的な支援・援助がおこなわれている他，保育園開放に
参加することで他の参加保護者との交流を生み，育児
に関する情報の交換や育児不安の解消につながって
いる。

【課題】
　育児相談等のニーズに応じた施設の整備。

Ａ
　相談実績について把
握，検討し，引き続き実
施する。

　44の地域子育て支援センターで地域の子育て家庭に対す
る育児支援を行い，333,316人が利用した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　地域の子育て家庭に対する育児支援を行うことで，
子育てに対する不安感，孤立感を解消した。

【課題】
　育児相談等のニーズに応じた施設の整備。

Ａ
　実施状況等を検討し，
引き続き実施する。

　平成27年4月から，旧幼児ことばとこころの相談センターは
旧ひしのみ園と統合され，新たに地域の中核的療育機関と
して「児童発達支援センター」の位置づけとなった。

通所児童数：73人（H28.3末）
来所相談者実人数：906人。延相談・言語指導件数：4,984
件。療育相談：18件。保護者講座：8回実施。延参加人数：
363人。子育てに関する自由な話し合い：3回実施。延参加人
数：19人。電話相談：130件。
地域支援係による訪問支援件数：269件。相談受理件数：
898件。

【配慮・効果（貢献）内容】
　通所支援は適切な個別療育計画のもとにひとりひと
りに応じた療育を実施。相談支援はこどもの状態をア
セスメントして，保護者が共通理解して育児出来るよう
配慮した。共通理解しての育児は，こどもに混乱が無く
有効と思える。

【課題】
　多様化する子育てに対応した適切な情報提供が求め
られる。保護者が協力しての相談は増えていると思う。
引き続き，協力した育児の有効性を伝えて行くようにす
る。

Ａ
　引き続き，適切な療育
計画を作成して継続的な
通所支援を行う。来所相
談については，継続相談
日や保護者講座等の予
定や計画を養育者へ早
期に伝えることで来所す
る都合がつけ易くなるよ
うに配慮する。
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（２）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護等に関する支援

①　子育て支援策の充実

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

113 421ｳ05 障がい児相談 障がい福祉課 【事業内容】
障がい児の家族からの一般的な相談に応じ，必
要な助言及び福祉サービスを行う。（障がい児
支援コーディネーター　４か所に配置）

【取組内容】
障がい児をもつ保護者等への相談支援。

障がい児及び
保護者

22,790

114 421ｳ06 育児相談 健康増進課 【事業内容】
育児全般または育児に関する悩みや不安につ
いて，個別相談を行うことにより子育てを支援す
る。

【取組内容】
子育て支援策の充実。

保育者 6,083

115 421ｴ01 保育者養成講座 男女共同参画
課

【事業内容】
市主催事業における一時保育の意義を理解し，
学習者を支援する活動ができる保育者を養成す
る。

【取組内容】
子育て中の親の社会参加と、子どもの健やかな
発達を支援する保育者を養成する。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

116 421ｴ02 保育者研修・交流
会

公民館 【事業内容】
公民館等の保育つき事業に携わる保育者の資
質向上と保育者同士の交流を図る。

【取組内容】
保育者の資質向上に取り組み，子育て中の親
が安心して学習できる環境づくりを推進する。

登録保育者 9,864 （公民館）家
庭教育振興
事業費全体

117 421ｴ03 保育付き講座の拡
充

各課 【事業内容】
子育て中の親の学習等を支援するため，講座等
を実施する際に保育者をつけ，子どもを連れて
参加できるようにする。

【取組内容】
子育て中の社会参加を支援する。

各種講座等受
講者

－ 複数課のた
め予算額記
載なし

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　障がい児支援コーディネーター４名を市内４か所の障がい
者基幹相談支援センターに配置し，障がい児の家族からの
相談に応じるほか，障がい福祉サービスの情報提供を行っ
た。
・実相談人数：560人（暫定値）
・相談件数：4,004件（暫定値）

【配慮・効果（貢献）内容】
　男女が安心して暮らせるまちづくりのため，障がいの
あるこどもを持つ保護者に対し，子育てに配慮した相
談を行い，障がい程度に応じた経済援助とサービスの
提供につなげた。

【課題】
　ライフステージの変わり目などに切れ目のない支援を
行うため、各種社会資源との連携した支援が求められ
る。

Ａ
　引き続き，保護者等へ
の相談に対応していくほ
か，地域の障がい児相
談支援事業所への支援
も行い，市の障がい児相
談支援の体制強化に向
けた活動を行う。

開催回数　8区　計　240回
相談者数　実　　3,869人
　　　　　　　延　　8,385人

【配慮・効果（貢献）内容】
　育児における男女の協力の必要性に配慮した。

【課題】
　夫婦が共に育児をすることへの意識を更に高める。

Ｂ
　引き続き，育児におけ
る夫（パートナー）や他の
家族の協力について配
慮する。

■保育者養成講座「保育者養成講座」
◆9/4（金）/オリエンテーション・講座の一時保育/募集人数
28人/参加人数21人/参加率75％
◆9/10（木）/保育における基本的な留意事項と子どもの個
性を尊重する保育について/募集人数28人/参加人数21人/
参加率75％
◆9/18（金）/男女共同参画社会への取り組みにおける子育
て支援・保育室について①「私と保育室」/募集人数28人/参
加人数20人/参加率71％
◆9/25（金）/保育室の安全管理/募集人数28人/参加人数
20人/参加率71％
◆10/2（金）/保育室について②「グループでの話し合い」・登
録後の活動について/募集人数28人/参加人数20人/参加
率71％
◆9月から12月/保育実習/募集人数28人/参加人数22人/
参加率79％

【配慮・効果（貢献）内容】
　公民館・アルザにいがた等で行う一時保育の意義を
理解し、職員や他の保育者と協力して学習者の支援に
つながる活動ができる保育者を養成した。

【課題】
　仕事を持つ登録保育者が増えてきており、依頼をして
も保育ができない人が増えている。

Ａ
　引き続き公民館と連携
し、親の学習機会を保障
するために保育者養成
講座を実施する。

公民館の保育付き事業を支援する保育者の資質向上と交
流推進のため，全保育者を対象とした研修会と館ごとの研
修会・交流会を実施した。
全体研修　延べ参加者数：　231人
各館研修会・交流会　実施館数：　9館
　　　　　　　延べ参加者数：　160人

【配慮・効果（貢献）内容】
　全体研修会においては，保育について学ぶほか，情
報交換を行い，各館の保育室運営について見直す機
会とした。

【課題】
　研修内容の充実。

Ａ
　全体研修のほか，各館
で交流会等を開催し，緊
急時の対応やより良い
保育室の運営について
話し合う機会を設ける。

■男女共同参画課
・男性の育児休業取得促進シンポジウム　保育回数1回　保
育人数16人
・女性の活躍推進シンポジウム　保育回数1回　保育人数9
人
・男女共同参画推進センター各種講演会・講座等　保育回数
42回　保育人数218人
■広聴相談課：まちづくりトーク11回、地域ミーティング18回　
保育人数0人
■こども未来課：オレンジリボンキャンペーン　CAP大人ワー
クショップ　保育回数1回　保育人数9人
■雇用政策課
・女性再就職支援事業座談会　保育回数4回　保育人数22
人
・マザーズ再就職支援セミナー　保育回数2回　保育人数37
人
■秋葉区地域課：地域交流講座4回シリーズ　保育人数0人
■西区地域課：コンサート4回　保育回数3回　保育人数5人
■生涯学習センター：保育付き図書館等利用サービス事業　
保育回数12回　保育人数58人
■公民館：家庭教育学級等　保育回数338回　保育人数
4,287人
■中央図書館サービス課
・パパ＆ママのための絵本講座 保育回数1回　保育人数7人
・第二次新潟市子ども読書推進計画策定記念講演会　保育
回数1回　保育人数5人

【配慮・効果（貢献）内容】
　保育付き講座や学習会の開催により，子育て中の親
の社会参加を支援した。

【課題】
　仕事を持つ登録保育者が増えてきており、依頼をして
も保育ができない人が増えている。

Ａ
　講座等の開催にあたっ
ては，保育希望者の超
過により，参加できない
方が出ないよう保育枠の
十分な検討も行う。
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（２）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護等に関する支援

②　介護サービス基盤の整備・充実

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

118 422ｱ01 訪問入浴サービス 障がい福祉課 【事業内容】
家庭に訪問入浴車を派遣して，入浴サービスを
行う。

【取組内容】
介護者が介護をしながら安心して仕事や地域活
動に参画できるよう支援する。

自宅や施設で
の入浴が困難
な重度の身体
障がい者（児）

59,941

119 422ｱ02 介護給付費 障がい福祉課 【事業内容】
居宅介護（ホームヘルパー派遣）
生活介護（通所による機能訓練や創作活動など
のサービス提供）
短期入所（介護者の疾病などの際，施設での一
時的な介護）
共同生活援助（障がい者が地域で自立した生活
を行うための支援）

【取組内容】
介護をしながら安心して仕事や地域活動に参画
できるよう介護者の負担軽減を図るとともに，障
がい者が地域で自立した生活を営めるよう支援
する。

日常生活を営
むのに支障の
ある障がい者
（児）

6,063,116

120 422ｱ03 特別養護老人ホー
ムの整備

高齢者支援課 【事業内容】
寝たきりや認知症のため日常生活全般に介護
が必要な高齢者のための入所施設である特別
養護老人ホームを整備する。

【取組内容】
介護サービス基盤の整備・充実により，介護者
の家庭生活における負担軽減を図ることで，社
会参加への促進を支援する。

寝たきりや認知
症のため日常
生活全般に介
護が必要な高
齢者

139,480

121 422ｱ04 介護サービス利用
支援給付事業

高齢者支援課 【事業内容】
要介護高齢者等を常時介護している者に，介護
サービス利用支援給付費を支給する。

【取組内容】
給付費を支給することで，在宅高齢者の介護
サービスの利用促進及び介護する家族の方の
精神的な負担の軽減を図る。

65歳以上で要介
護認定で要介護3
～5，かつ保険料
段階1～3の人と
同居し，月20日間
以上日常生活の
介護にあたってい
る人

126,332

122 422ｱ05 介護保険事業 介護保険課 【事業内容】
公正な要介護認定，介護サービス必要量の確
保，保険給付費用の確保，迅速な苦情処理，普
及啓発・広報等。

【取組内容】
公正な要介護認定に基づき，介護保険サービス
の提供を行う。

被保険者 70,979,386

123 422ｱ06 訪問指導 健康増進課 【事業内容】
保健師又は看護師・栄養士・歯科衛生士等によ
る家庭訪問指導を行い，心身機能の低下防止と
健康の保持増進を図る。

【取組内容】
要指導者及びその家族への保健指導を行い，
負担の軽減を図る。

健康増進法に
基づき，40～64
歳までの療養上
の保健指導が
必要な人及びそ
の家族

2,812 一般会計訪
問指導事業
予算と保健
師家庭訪問
事業予算の
合算

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　自宅での入浴が困難な重度心身障がい者に対して週２回
（７月から９月は週３回）訪問入浴車を派遣した。
・訪問入浴車派遣回数：4,249回

【配慮・効果（貢献）内容】
　重度身体障がい者を自宅で介護する家族の介護負
担を軽減することで，社会参加への促進を図る。

【課題】
　派遣回数の上乗せについては夏季期間のみで，利
用者の希望通りの支援につながらないことがある。

Ｂ
　引き続き，介護者の介
護負担を軽減すること
で，社会参加への促進を
図っていく。

・居宅介護（ホームヘルパー派遣）：延べ11,376人
・生活介護（通所による機能訓練や創作活動などのサービス
提供）：延べ17,289人
・短期入所（介護者の疾病などの際，施設での一時的な介
護）：延べ3,290人
・共同生活援助（障がい者が地域で自立した生活を行うため
の支援）：延べ4,335人

【配慮・効果（貢献）内容】
　障がい者，介護者，家族の家庭生活や社会生活の
両立のための支援となるような事業内容を充実させ，
利用しやすいサービスとなるよう，引き続き配慮した。

【課題】
　社会資源に比べ，需要が多いため障がい者の希望
通りの支援につながらないことがある。

Ａ
　サービスの利用状況を
踏まえながら，供給基盤
の整備充実に取り組む。

　民間法人が行う特別養護老人ホームの整備事業１箇所に
対し，補助金を交付し整備を促進した。
○地域密着型特別養護老人ホーム
・遊生の園（定員29人）

【配慮・効果（貢献）内容】
　在宅介護から施設介護に移行することで介護者の家
庭生活に係る負担が減り，社会参加への促進を支援し
た。

【課題】
　計画年度内で事業が完了するよう，補助事業者が行
う施設整備の進捗の管理が必要である。

Ａ
　新たな入所施設の整備
が介護者の負担軽減や
社会参加に繋がることか
ら，計画年度内で事業が
完了するよう，補助事業
者が行う施設整備の進
捗管理を行っていく。

・年4回、3ヶ月分を支給する。
4月～6月分…7月末支給
7月～9月分…10月末支給
10月～12月分…1月末支給
1月～3月分…4月末支給

・述べ対象者数：5,135人

【配慮・効果（貢献）内容】
　比較的介護度の高い高齢者と同居し，常時介護する
家族に給付費を支給することにより、要介護者への介
護サービス利用促進及び介護する家族の精神的な負
担を軽減した。

【課題】
　在宅要件の確認方法の検討が必要。

Ａ
　引き続き、介護サービ
ス利用支援給付費を支
給することで介護サービ
ス利用促進を図る。

　公正な要介護認定に基づき，介護保険サービスの提供が
行えるよう，要介護認定に係る関係者に対して研修を実施し
た。

・要介護認定者数　40,783人（H28.3月末現在）
・介護認定審査委員研修　274人（新任38人）
・認定調査員研修　1,116人（新任124人，現任992人）

【配慮・効果（貢献）内容】
　地域全体で介護者を支え，介護サービスを提供して
いく体制づくりを実践した。

【課題】
　社会資源に比べ需要が多く、また希望するサービス
も多様なことから、要介護認定を受けたとしても希望通
りの支援につながらないことがある。

Ａ
　今後も増加が見込まれ
る要介護認定者に対し，
多様なニーズにあった介
護保険サービスの充実
に向けて引き続き検討を
行う。

実人員577人
延人員765人

【配慮・効果（貢献）内容】
　要指導者本人だけではなく，家族（介護者含む）に対
しても必要な指導を実施。また、社会資源に関する情
報提供など介護者の負担軽減を図り社会参画の支援
につながった。

【課題】
　対応困難なケースが年々増加している。

Ａ
　引き続き実施していく。
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（２）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護等に関する支援

②　介護サービス基盤の整備・充実

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

124 422ｲ01 家族介護支援事業 地域包括ケア
推進課

【事業内容】
高齢者を介護している家族や近隣の援助者に
対し，介護方法や介護予防，介護者の健康づく
り等についての知識・技術を習得させるため，
「家族介護教室」を開催する。

【取組内容】
男女が共に介護の担い手になるため，介護につ
いての学習機会や情報提供などの拡充を行う。

65歳以上の在
宅の者又は介
護保険法に規
定する要介護・
要支援者を現に
介護している家
族や近隣の援
助者等

6,040

125 422ｲ02 認知症キャラバン・
メイト養成事業

地域包括ケア
推進課

【事業内容】
地域や職域，学校関係に認知症への正しい知
識と具体的な対応方法等を伝えるキャラバン・メ
イトを養成し，講師として認知症サポーター養成
講座を各地域で展開する。

【取組内容】
認知症サポーター養成講座の講師役の養成。

・介護従事者
・地域包括支援
センター職員
・医療従事者
・介護相談員
・認知症の人と
家族の会会員
・ボランティア等
※以上の要件
を満たし年間で
3回程度，認知
症サポーター養
成講座を開催で
きる者

56

126 422ｲ03 認知症サポーター
養成事業

地域包括ケア
推進課

【事業内容】
認知症を正しく理解し，認知症の方やご家族を
見守り支援する応援者である「認知症サポー
ター」を養成し，認知症になっても安心して暮ら
せるまちづくりを目指す。

【取組内容】
認知症高齢者やその家族の様々な場面におい
て見守り，支援していく認知症サポーターを養成
する。

地域住民，職域
団体，学校関係

1,300

③　地域で支える環境づくり
127 423ｱ01 地域組織活動団体

の育成
こども未来課 【事業内容】

親子及び世代間交流，文化活動，児童の事故
防止活動等を行う団体を支援する。

【取組内容】
安心して子育てしながら仕事や地域活動に参画
できるよう、地域全体で子育てを支える取り組み
を支援する。

市民団体 1,760

128 423ｱ02 子育てネットワーク
（サークル事業）

公民館 【事業内容】
子育てサークル間の交流を図り，活動の幅が広
がる中から学び合い，併せて人とかかわる力も
養う。

【取組内容】
子育てサークルの交流会を開催し，地域の子育
て支援のネットワークづくりをすすめる。

子育てサークル
会員等

9,864 （公民館）家
庭教育振興
事業費全体

129 423ｲ01 高齢者あんしん見
守り活動事業

福祉総務課 【事業内容】
電気・ガス・水道事業者等の協力による，高齢者
等の見守り体制を整備するとともに，住民主体
の見守り体制を作るために，「助け合い・支え合
い」意識の醸成を図る。

【取組内容】
事業者・住民による見守り体制を整備することに
より，地域で支える環境をつくる。

一人暮らし高齢
者等
地域住民
事業者

3,533

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　市内の各地において，介護方法や介護予防，介護者の健
康づくり等についての知識・技術を習得させるための教室を
開催した。
延べ利用者数：1,574名

【配慮・効果（貢献）内容】
　介護についての学習機会や情報提供を行うことによ
り，介護者の精神的負担軽減を図った。

【課題】
　延べ利用者数は減少傾向ではあるが，介護者の負
担軽減の必要性は高い。

Ａ
　引き続き教室への参加
を促し，介護者の負担軽
減を図っていく。

　市内在住・在勤の対象者48名を対象に研修を実施し養
成。

【配慮・効果（貢献）内容】
　認知症の医学的知識と認知症サポーター養成講座
運営のポイントを講義で伝え，特に講座運営のポイント
については，実際に講義開催をしていただくためにメイ
ト同士が講座の企画を行い研修終了後の活動につな
げる。

【課題】
　専門職以外のキャラバン・メイトの活用と講座開催に
向けてのフォロー。

Ａ
　引き続き実施し，キャラ
バン・メイトの養成を図
る。

　市内の地域住民や企業・学校に向けて講座を193回開催
し，6,824名を養成。(新潟市認知症サポーター数：39,454名　
平成28年3月31日現在)

【配慮・効果（貢献）内容】
　認知症の症状や接する時の心構え等を学び知識や
情報を伝え，市民の認知症への理解が広がった。

【課題】
　企業や学校へ講座開催に向けての周知。(認知症サ
ポーター養成講座の必要性など)

Ａ
　企業や学校へ講座開
催に向けての周知を図
る。

・活動費補助金の交付
　　補助団体　11団体（160,000円/１団体）
・地域住民の参加による親子の交流活動や子どもの遊び場
の環境づくりを行った。
例：公園親子草取り活動等親子交流文化活動，豆まき会等
三世代間交流文化活動，遊び場の安全点検活動等事故防
止活動

【配慮・効果（貢献）内容】
　児童の健全育成を，親だけに限らない地域住民の
ネットワークによって実現している。

【課題】
　地域住民のネットワークの新たな構築。

Ａ
　参加していただく地域
住民の方の確保が求め
られる。

　子育てサークルのネットワークづくりのため，サークル同士
や子育て中の親との交流会や情報交換の場を設けた。
実施館数：　1館

【配慮・効果（貢献）内容】
　子育てサークル同士の交流のほか，サークルと子育
て中の親との交流の場を設け，地域の子育て支援活
動となるよう配慮した。

【課題】
　活動日の異なるサークルが同日に集まることが難し
く，参加が少ないことから，事業実施についても，検討
の必要がある。

Ｂ
　子育てサークルのほ
か，地域の子育て支援
者の育成やネットワーク
づくりにも取り組んでい
く。

・高齢者等あんしん見守りネットワーク協力事業者数　96

・区社協を主導として、各区の複数の自治会等を対象に、住
民主体の見守体制を構築を図るとともに、見守り意識の啓
発を目的としたフォーラムを開催した。

・夏と冬に気がかりな世帯を保健師等が見守り訪問を実施し
た。
【夏：1,258世帯　冬：1,039世帯】

【配慮・効果（貢献）内容】
　登録事業者の拡大により，高齢者等の異変を発見し
た場合に対応できるようになり，地域での高齢者の見
守り体制の充実に努めた。

【課題】
　地域での更なる見守り体制の充実を検討する。

Ａ 　高齢者が住みなれた地
域で安心して暮らせるよ
う、さらに地域での見守
り体制を充実させる。
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（２）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護等に関する支援

③　地域で支える環境づくり

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

130 423ｲ02 地域交流活動助成
事業

福祉総務課 【事業内容】
身近な自治会・町内会などの自主的グループを
単位として行う，市民が気軽に実施できる小地
域でのふれあい活動事業（地域の茶の間普及
事業）に対して，新潟市社会福祉協議会を通じ
て運営費の助成を行う。

【取組内容】
新潟市社会福祉協議会を通じて地域の茶の間
の運営費の助成を行った。

市民 15,840

131 423ｲ03 配食サービス 高齢者支援課 【事業内容】
身体的・精神的理由により食事の調理が困難な
人に，食事を提供し，安否確認を併せて行う。

【取組内容】
高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることが
できるよう，地域で高齢者の見守りをし，自立し
た生活を支える。

1人暮らし又は
高齢者のみの
世帯で毎日の
食事づくりが困
難な人

27,955

132 423ｲ04 配食サービス事業 地域包括ケア
推進課

【事業内容】
身体的・精神的理由により食事の調理が困難な
者に対して，訪問して食事を定期的に提供し，安
否確認を併せて行う。

【取組内容】
高齢者の自立を支えるため，安否確認等の指
導を受けた食事配達業者と利用者のコーディ
ネートについて支援する。

1人暮らし又は
高齢者のみの
世帯で毎日の
食事づくりが困
難な人

424 一般会計の
み

133 423ｲ05 あんしん連絡シス
テム

高齢者支援課 【事業内容】
高齢者に緊急通報装置を貸与し，緊急時におけ
る出動，定期的な安否確認，各種の相談受付を
行う。

【取組内容】
高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることが
できるよう、高齢者を見守り、自立した生活がで
きるよう支援を行う。

65歳以上の1人
暮らし又は高齢
者のみの世帯
で，健康に不安
があり，定期的
に安否確認を必
要とする人

74,101

134 423ｲ06 高齢者虐待防止事
業

高齢者支援課 【事業内容】
高齢者虐待防止連絡協議会の開催，各区役
所，地域包括支援センターなどでの相談受付の
ほか，養介護施設等関係者へ研修を行う。

【取組内容】
高齢者虐待対応にあたって十分な相談体制を
確保し、支援体制の充実を図り，高齢者の権利
擁護のための支援を行う。

・地域包括支援
センター職員
・各区健康福祉
課高齢介護係
担当職員，地域
保健福祉担当
・地域保健福祉
センター職員   　

5,818

135 423ｳ01 ボランティア活動の
参加促進

福祉総務課 【事業内容】
社会福祉協議会において，区社協をはじめとす
る福祉関係団体等との連携による多様なボラン
ティア講座を開催し，ボランティアの育成・発掘
に努めるとともに，ボランティア活動について地
域住民の理解や啓発に努める。

【取組内容】
ボランティア活動を普及させることで、地域で支
える環境づくりを支援する。

市民 10,102

136 423ｳ02 シルバー人材セン
ターへの支援

高齢者支援課 【事業内容】
高齢者の生きがいの充実及び社会参加の推進
を図るとともに，高齢者の能力を活かした活力あ
る地域社会づくりに寄与することを目的に事業を
行っているシルバー人材センターに対して，運営
費の一部を補助する。

【取組内容】
就労活動や地域活動等を通じて高齢者の社会
参画を促進する。

シルバー人材セ
ンター

58,500

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

助成件数　合計347件
Ａタイプ（前年度より21件増）　279件
Ｂタイプ（前年度より10件増）　 68件

【配慮・効果（貢献）内容】
　地域交流活動を補助する事により、高齢者の引きこ
もり防止・地域で支える環境づくりを支援した。

【課題】
　さらなる交流活動グループの発掘（特に若い世代の
交流活動グループ）。

Ａ
　さらなる活動グループ
の立ち上げ。

　バランスの取れた食事を提供し，配達時に安否を確認し
た。
述べ配食数：  75,041 食

【配慮・効果（貢献）内容】
　バランスのとれた食事を提供することができ，併せて
安否確認を行うことで，見守りや自立した生活の支援
をした。

【課題】
　介護保険制度の地域支援事業への円滑な移行を検
討する。

Ａ
　引き続き，バランスのと
れた食事の提供と見守り
をおこない自立した生活
を送れるよう援助してい
く。

　在宅の高齢者に定期的に食事を提供する配食サービス事
業において，利用者と事業者をコーディネートすると共に，事
業者に対し声かけや安否確認等の接遇指導や献立の管理
を行った。
延べ配食数：7,816食

【配慮・効果（貢献）内容】
　バランスのとれた食事を提供することができ，併せて
安否確認を行うことで，見守りや自立した生活の支援
をした。

【課題】
　全体的に利用者の数が減少傾向ではあるが，栄養
改善と安否確認の必要性は高い。

Ａ
　引き続き実施し，見守
りや自立した生活の支援
を図る。

　定期的な安否確認を必要とする在宅高齢者の安全を確保
し、福祉の向上を図るため、緊急通報装置、福祉電話を貸
与し、緊急時における出動・安否確認等を行った。
※設置台数:2,236台

【配慮・効果（貢献）内容】
　高齢者及びその家族にとって安心・安全な生活の維
持に寄与するとともに，住み慣れた地域で暮らし続ける
ことができるよう支援を行った。

【課題】
　緊急時対応協力員の確保が課題である。

Ａ
　より安心・安全な生活
支援のための制度の在
り方を検討する。

①高齢者虐待防止連絡協議会の開催（２回）
②啓発物配布（施設虐待リーフレット40,000部，ポスター
1,500部）
③養介護施設従事者等による高齢者虐待防止研修の実施
(５回）
④区役所，地域包括支援センターの職員を対象に高齢者虐
待対応にかかる研修実施（２回）
⑤緊急一時避難施設の確保（１施設）
⑥専任相談員の雇用（１名）

【配慮・効果（貢献）内容】
　養護者による高齢者虐待の相談体制の整備や関係
機関との連携を強化し、また、施設での虐待発生防止
の取組み強化を図り、高齢者の権利擁護を支援した。

【課題】
　養護者による虐待：社会的孤立や周囲に支援者がい
ない背景も多く，地域との連携，ネットワークづくりが課
題。
　施設での虐待：管理者・管理職の権利擁護意識の強
化。

Ａ
　近年増加している施設
職員による虐待への対
応強化を図るとともに、
発生防止のための啓発
強化。

　ボランティアコーディネーター養成事業において，セミナー
や研修を４回実施。ボランティア情報センターとしての機能強
化事業は，ＮＰＯやボランティア団体の代表で構成されてい
る編集委員会を年４回開催し，ボランティア情報誌にいがた
「きらりん」を年12回発行。（発行部7,000部／回）

【配慮・効果（貢献）内容】
　講座開催や情報発信により、ボランティア活動の普
及が図られ、新規に様々な団体が増加した。

【課題】
　あらゆる世代，特に退職後の世代に対する普及啓発
活動が課題。

Ａ
　引き続き地域福祉活動
を担う人材の育成・確保
のため，関係機関と連携
し，市民ニーズに適した
講座の開催に努める。

　高齢者の経験や技術・能力を活かした生きがいの充実と
生活の安定を図るべく、就労機会の確保に努めた。
会員数：4,794人（平成27年度末）
就業率：80.0％（平成27年度末）
契約金額1,669,184千円（平成27年度）

【配慮・効果（貢献）内容】
　シルバー人材センター運営費の一部を補助し，就労
機会の環境を整備した。

【課題】
　就業の確保や開拓。

Ａ
　会員数，就業率及び契
約金額増加への取り組
みを確認する。
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（２）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護等に関する支援

④　ひとり親家庭への支援の充実

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

137 424ｱ01 日常生活支援事業 こども未来課 【事業内容】
ひとり親家庭及び寡婦等が自立促進に必要な
事由及び社会的事由により一時的に生活援助,
保育サービスが必要となった場合に，家庭生活
支援員を派遣する。

【取組内容】
ひとり親家庭が安心して子育てし自立した生活
が営めるよう，家庭状態やニーズに応じた総合
的な支援を行う。

ひとり親家庭及
び寡婦

3,183

138 424ｱ02 母子父子寡婦福祉
資金貸付事業

こども未来課 【事業内容】
母子家庭の母親，児童等及び寡婦に対して経
済的自立への助成と生活意欲の助長，児童の
福祉の増進を図る。

【取組内容】
母子家庭，父子家庭，寡婦に対し，修学資金
や，技能習得資金等を貸し付けることで，経済
的自立を助ける。

母子家庭の母
親，父子家庭の
父，児童等及び
寡婦

582,684

139 424ｱ03 児童扶養手当支給 こども未来課 【事業内容】
離婚等により父又は母と生計を別にしているひ
とり親家庭等の生活の安定と自立の促進を通じ
児童の健全育成を図る。

【取組内容】
ひとり親家庭が安心して子育てし自立した生活
が営めるよう経済的支援を行う。

離婚等により父
又は母と生計を
別にしている児
童を扶養する者

2,629,083

140 424ｱ04 小学校入学祝品の
支給

こども未来課 【事業内容】
小学校入学祝品の支給を行う。

【取組内容】
ひとり親家庭が安心して子育てし，自立した生活
が営めるよう経済的支援を行う。

ひとり親家庭保
護者・児童

1,369

141 424ｱ05 交通災害共済加入
金助成

こども未来課 【事業内容】
交通災害共済加入金の助成を行う。

【取組内容】
ひとり親家庭が安心して子育てし自立した生活
が営めるよう経済的支援を行う。

ひとり親家庭保
護者・児童

1,130

142 424ｱ06 母子・父子自立支
援員

こども未来課 【事業内容】
身上相談に応じ，その自立に必要な指導を行
い，福祉の増進を図る。

【取組内容】
ひとり親家庭の生活安定のために相談業務を行
い，ひとり親の自立と児童の健全育成に寄与す
る。

ひとり親家庭の
親及び寡婦

4,316

143 424ｱ07 母子向け住宅の入
居

こども未来課 【事業内容】
20歳未満の子を扶養する母子家庭の母親とそ
の子が入居できる市営住宅を提供する。

【取組内容】
住宅に困窮した母子家庭に対し市営住宅を提供
し、自立した生活が送られるよう支援を行う。

20歳未満の子
を扶養する母子
家庭の母親とそ
の子ども

-

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　一時的に支援が必要な家庭に家庭生活支援員を派遣し
た。
派遣家庭数：19世帯，派遣延べ回数：134回

【配慮・効果（貢献）内容】
　母子家庭・父子家庭問わず制度を適用し，個々のひ
とり親家庭に合った要望に応える為，委託先と連携し
支援を行った。

【課題】
　働いているひとり親世帯への（制度の）状況提供。

Ａ
　多様化するひとり親家
庭のニーズを検証し，よ
り多くの家庭に利用して
もらえるような利用方法，
情報提供を行う。

　一時的に資金を必要とする母子家庭の母，父子家庭の
父，児童，寡婦に対し，修学資金等の貸付を行った。
新規貸付件数：299件

【配慮・効果（貢献）内容】
　母子家庭等の自立につながるよう，生活全般を支援
する視点で適正な貸付を行った。

【課題】
　ひとり親の母又は父への起業や資格取得の為に資
金を貸し付けた後の償還金で滞納が多く発生してお
り，個々の生活状況の把握が必要となっている。

Ａ
　電話催告，訪問指導を
実施し，個々の家庭状況
を把握し，適切な償還指
導を行う。

　ひとり親家庭への経済的支援として児童扶養手当を支給し
た。
児童1人：月額42,000円～9,910円
児童2人：月額5,000円加算
児童3人以上：1人につき月額3,000円を加算
受給対象数：5,535世帯
（平成28年3月31日現在）

【配慮・効果（貢献）内容】
　母子，父子家庭を問わず制度を適用し，ひとり親家
庭に対する経済的支援を行うことで，生活の安定に寄
与した。

【課題】
　手当受給者の約半数は低所得世帯となっており，特
に母子家庭の母について経済的自立ができるよう，就
労支援等へ結びつける。

Ａ
　現況届出時等で，受給
者の生活状況を把握し，
必要に応じ，就労相談へ
つなげる。

　ひとり親家庭児童の小学校入学に際し，祝品として児童1
人あたり図書カード3,000円分を対象者397人に支給した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　母子，父子家庭を問わず制度を適用し，ひとり親家
庭にきめ細かな支援を行った。

【課題】
　より多くのひとり親の方に周知を行い，申請もれの無
いようにする。

Ａ
　広報の方法を工夫し，
申請もれが無いようにす
る。

　ひとり親家庭を対象に新潟県交通災害共済加入金（１人当
たり500円）を助成した。
申請件数：786件
助成人数：1,883人

【配慮・効果（貢献）内容】
　母子，父子家庭を問わず制度を適用し，ひとり親家
庭にきめ細かな支援を行った。

【課題】
　より多くのひとり親の方に周知を行う。

Ａ
※平成27年度末で事業
終了

　各区に１名ずつ母子・父子自立支援員を配置し相談に応じ
る。

　　相談件数：4,289件
　　　（母子：4,146件　父子：143件）

【配慮・効果（貢献）内容】
　ひとり親の早期自立を図るため，生活全般を支援す
る視点で相談業務を行った。

【課題】
　生活全般を支援する視点から，相談業務を行う。必
要に応じて専門機関を紹介する。

Ａ
　ひとり親家庭の早期自
立のために必要な取り組
みを行い，生活意欲の形
成と安定を図る。

・耐震改修につき新規入居者募集は実施できなかった。
・退去時期を向かえた2戸に対し退去通知を行った。

・平成27年度末現在で24戸中19戸入居中。

【配慮・効果（貢献）内容】
・母子家庭が安心して自立した生活が送られるよう支
援した。
・退去期限の近い入居者に対し通知を行う事で滞りなく
退去いただけた。

【課題】
　平成27年度新規入居者の募集が出来なかった為、
例年より空室が増えた。

Ａ
　住宅に困窮した母子世
帯に母子向住宅につい
て情報提供し、より多く
の母子世帯に利用して
頂けるよう努める。
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（２）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護等に関する支援

④　ひとり親家庭への支援の充実

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

144 424ｱ08 ひとり親家庭等医
療費助成

こども未来課 【事業内容】
ひとり親家庭の父又は母，及び児童の医療費に
対して助成を行う。

【取組内容】
ひとり親家庭が安心して子育てし自立した生活
が営めるよう支援する。

ひとり親家庭の
父母又は父母
のいない児童を
養育している養
育者及び当該
児童

257,461

145 424ｱ09 母子生活支援施設 こども未来課 【事業内容】
母子家庭の母であって，その監護すべき児童の
福祉に欠けるところがある場合に，母子を入所
させ，専門の指導員により生活指導や就労促進
を行うとともに，児童の健全育成を支援する。

【取組内容】
ひとり親家庭が安心して子育てし自立した生活
が営めるよう家庭状態やニーズに応じた総合的
な支援を行う。

母子家庭の母
親，児童

61,789

146 424ｱ10 母子家庭等就業・
自立支援センター

こども未来課 【事業内容】
ひとり親家庭の親等の就業・自立を促進するた
めの専門の相談員を配置し、就職相談や生活
相談を行う。

【取組内容】
ひとり親家庭が安心して子育てし自立した生活
が営めるよう家庭状態やニーズに応じた総合的
な支援を行う。

ひとり親家庭の
親及び寡婦

2,608

147 424ｱ11 母子家庭就労支援
事業

こども未来課 【事業内容】
ひとり親家庭の父母の家庭状況やニーズに応じ
た生活支援や修業支援等のメニューを組み合
わせ，即就職に向けた支援や、就労に効果的な
資格取得のため講座を受講する場合に経費の
一部を補助したり，看護師など定められた資格
を習得するため養成機関に通う場合に一定期間
の生活費の一部を給付する。

【取組内容】
ひとり親家庭の父母が生活するに足る収入を得
て，安心して子育てし自立した生活が営めるよう
家庭状況やニーズに応じた総合的な支援を行
う。

ひとり親家庭の
父母で，児童扶
養手当またはひ
とり親医療費助
成事業の受給
者もしくは受給
できる所得水準
にある方

28,659

148 424ｱ12 ひとり親家庭交流
会

こども未来課 【事業内容】
ひとり親家庭を対象に，意見交換会や親子キャ
ンプ，リフレッシュパーティーなどを開催し，仲間
づくりを促進する。

【取組内容】
様々なイベントを通じ、リフレッシュを図るととも
に、互いの悩みなどを話し合う機会を設け、ひと
り親のネットワークを構築し自立促進を図る。

ひとり親家庭の
親子

335

149 424ｱ13 ひとり親家庭生活
支援講習会

こども未来課 【事業内容】
ひとり親家庭を対象に、弁護士や保健師などの
専門家による養育費や健康に関する講習・相談
会を開催する。

【取組内容】
家庭における児童のしつけや育児又は母親と児
童の健康管理などの各種生活支援講習会を開
催し、ひとり親の生活支援を行う。

ひとり親家庭 463

150 424ｱ14 ひとり親家庭等在
宅就業支援事業

こども未来課 【事業内容】
母子家庭の母，父子家庭の父，寡婦及び障が
い者を対象に，家事と仕事の両立を図りやすい
働き方として確立が期待されている在宅就業を
継続的に提供し，生活の安定と向上を目的に実
施する。

【取組内容】
ひとり親家庭が安心して子育てし自立した生活
が営めるよう，家庭状態やニーズに応じた総合
的な支援を行う。

ひとり親家庭の
親及び寡婦，障
がい者

目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進
　　　　　　－仕事と家庭生活・地域活動とが両立できる環境づくりへの支援－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

○18歳以下の児童（障害児については20歳）とその児童を
扶養するひとり親家庭の保護者に対し，医療費の一部を助
成した。

・通院：自己負担額から月の初回から4回目まで530円を控
除した額
・入院：自己負担額から1日につき1,200円を控除した額
・助成件数：117,985件

【配慮・効果（貢献）内容】
　低所得のひとり親家庭が、医療費の不安なく医療機
関を受診でき、保健と福祉の向上が図られた。

【課題】
　受給者の約半数は低所得世帯となっており，特に母
子家庭の母について経済的自立ができるよう，就労支
援等へ結びつける。

Ａ
　更新申請時等で，受給
者の生活状況を把握し，
必要に応じ，就労相談へ
つなげる。

　ふじみ苑とさつき荘の２施設で母子入所の生活支援，就労
支援，育児支援などを実施し，家庭の自立を援助した。

【Ｈ27入所者】
さつき荘　母11人　児童15人
ふじみ苑　母13人　児童22人

【配慮・効果（貢献）内容】
　入所母子が早期に自立できるよう，生活全般を支援
する視点で相談援助を行った。

【課題】
　施設運営の質の向上を図ることで，多面的な支援が
できる体制をつくる。

Ａ
　入所母子の早期自立
を促すように，生活全般
にわたる視点での相談
援助を行う。

　新潟県と共同設置する母子家庭等就業自立支援センター
において就業相談や求人開拓支援，就業支援講習会（パソ
コン講習会），また，弁護士による養育費相談を実施した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　相談者の自立に必要な支援方法が提示できるように
配慮した。
　また，母子，父子問わず相談に応じた。

【課題】
　厳しい経済状況の中で独自の職業開拓に課題が
残った。

Ａ
　ハローワーク等の労働
関係機関や母子福祉団
体等とのさらなる連携を
図り，効果的な就労支援
等実施に努める。

・母子父子自立支援プログラム策定事業
　53人の母子家庭の母に対し，自立に向けたプログラムを策
定し，就労支援を行った。

・自立支援教育訓練給付金事業
　0人
・高等職業訓練促進給付金事業
　経済的自立等のため就職に効果的な資格取得を目指し養
成機関で修業する母子家庭の母15人へ促進給付金を支給
し，支援した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　多様化するひとり親家庭の実態やニーズに応じた効
果的なプログラム策定を行い適切な就業支援，経済的
支援を行った。

【課題】
　さまざまな課題を抱えたひとり親の方が増えているた
め、関係機関との連携を密にし情報の共有や有用な情
報の収集に努める。
　自立支援教育訓練給付金事業については雇用保険
受給資格者からの相談が多く、事業対象者とならな
かった。

Ａ
　ハローワーク等の労働
関係機関や母子福祉団
体等とのさらなる連携を
図り，効果的な就労支援
等実施に努める。

・ひとり親が家庭の方が交流し情報交換や悩みなどを相談し
あうことができるイベント（年３回）開催
・親子旅行
募集80人 参加38人 参加率47.5％
・親子キャンプ
募集70人 参加101人 参加率144.3％
・クリスマス会
募集40人 参加46人 参加率115％

【配慮・効果（貢献）内容】
　ひとり親家庭の早期自立のための意欲の形成と生活
の安定を図るために必要な支援を行う。

【課題】
　事業の実施についてもっと広く周知できるような仕組
みを考える。

Ａ
　ひとり親家庭の早期自
立のための意欲の形成
と生活の安定を図る取り
組みを行う。

・ひとり親家庭相談会（年７回）を開催
　弁護士相談会２回 ２２人
　保健師健康相談会２回　５７人
　ライフプラン相談会３回　３１人

【配慮・効果（貢献）内容】
　ひとり親家庭の抱える問題解決を支援しひとり親家
庭の自立と生活の安定を総合的に支援する。

【課題】
　事業の実施についてもっと広く周知できるような仕組
みを考える。

Ａ
　ひとり親が直面する
様々な問題の解決を支
援しひとり親家庭の生活
の自立と安定を図る取り
組みを行う。

【配慮・効果（貢献）内容】

【課題】

※平成25年度末で事業
終了
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（１）性を理解・尊重するための啓発活動の推進

①　性に関する正しい知識と理解についての教育・学習機会の充実

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

151 511ｱ01 性教育に関する指
導

学校支援課 【事業内容】
幼稚園においては，教職員が日常生活指導の
中で指導を行い，小・中・高校・特別支援学校は
各学校の年間計画において指導を行う。

【取組内容】
性教育全体計画と発達段階に応じた指導内容
に男女共同参画の視点を踏まえる。

市立幼・小・中・
高校生

152 511ｱ02 教職員に対する性
教育研修

学校支援課 【事業内容】
健康教育実践研修等で性に関する指導を取り
上げ，学校における性教育の指導の充実を図
る。

【取組内容】
指導の充実を図るための効果的な教材の紹介
や各種研修会の案内を通知する。

教職員

153 511ｲ01 思春期健康教育 健康増進課 【事業内容】
小・中学校や高校等の授業・文化祭に参画し，
性に関する正しい知識の啓発，妊婦体験スーツ
や新生児人形等を使用した体験型健康教育を
実施する。

【取組内容】
性に関する正しい知識と理解についての啓発活
動の充実。

思春期の子ども
思春期の子ども
を持つ親

981

154 511ｲ02 思春期家庭教育学
級

公民館 【事業内容】
現在の家庭を取り巻く社会状況をふまえ，親が
自分の価値観・教育観と子どもの実像とのバラ
ンスを考えてみる機会とする。

【取組内容】
思春期の子どもの成長や親子の関係等につい
て学ぶ機会を提供する。

小学5・6年生～
中学生をもつ保
護者

9,864 （公民館）家
庭教育振興
事業費全体

②　性と生殖の健康と権利に関する自己決定についての啓発活動の充実
155 512ｱ01 男女共同参画推進

センター講座開催・
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，性と生殖
に関する女性の人権を尊重する意識を啓発する
ため各種講座の開催や情報提供を行う。

【取組内容】
講座の開催により、性と生殖に関する女性の人
権を尊重する意識を啓発する。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

目標５　性に関する理解と生涯にわたる健康の確保
　　　　　　－「性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）」の尊重－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　幼稚園においては，教職員が日常生活指導の中で指導を
行い，小・中・高校は各学校の年間計画において発達段階
に応じた指導を行うよう研修会で周知した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　性に関して適切に理解し、行動できるようにするため
に自己及び他者の個性の尊重、相手を思いやり、望ま
しい人間関係を構築することを重視した指導の実践を
小中校種別に発表した。

【課題】
　保健学習や保健指導の中で、自校に合った指導計画
を誰が実践していくのかという校内体制への指導が必
要である。

Ｂ
　自校の教育計画の冊
子にいれてもらうように
促す。新潟県教育委員
会から出された「性に関
する指導の手引き」も活
用するよう働きかけてい
く。

　教職員や外部機関の思春期保健担当者を対象とした「性
に関する教育研修会」を実施し、小学校公開授業校３３名、
中学校公開授業校９０名の参加、講演会並び研究発表会に
２５２名の参加があった。学校における性教育の進め方につ
いての研修を行った。
・県主催の性教育研修会への参加を呼びかけた。
・文部科学省の「性に関する指導普及推進事業」の委託を受
け、市内の２小学校と２中学校を推進校として指定し、校内
にて性教育についての職員研修を行った。推進校の１小学
校、１中学校は公開授業を実施し、参観者への啓発を行っ
た。

【配慮・効果（貢献）内容】
　学校現場だけでなく、関係する外部機関との連携も
含めた研修会は子どもたちを支援していくチームで支
援していく方向性への示唆をしてくれた。

【課題】
　参加者は養護教諭が多いが管理職・保健体育科教
諭の参加も促していく必要がある。

Ａ
　参加者に管理職や教
諭の参加数を増やしてい
く。

開催回数　8区　計　53回
参加者数　延　5,173人

【配慮・効果（貢献）内容】
　思春期の子どもたちが，互いの性を理解しあい，命の
尊さと自分の健康を考える機会とする。

【課題】
　学校等の関係機関との連携・協力により，より多くの
思春期の子どもたちに啓発していく。

Ｂ
　引き続き，学校と連携
し実施する。

　思春期の子どもがおかれている状況を学び，家庭教育の
あり方を考える講座を実施した。
実施館数：　4館
延べ参加者数：　192人

【配慮・効果（貢献）内容】
　思春期の子どもの心身の成長を保護者が理解し，子
どもとの向き合い方を考えることにより，お互いを尊重
できる関係づくりを支援した。

【課題】
　学校・PTAなど関係機関との連携強化。

Ａ
　思春期の子どもの心身
の成長について，正しい
知識と理解を得る事が出
来る講座づくりに取り組
む。

■相談に携わる方のための講座　STOP！少女の「性」の商
品化～JKビジネスと子どもポルノの実態～
◆9/12（土）/募集人数50人/参加人数45人/参加率90％

【配慮・効果（貢献）内容】
　各種相談に応じている機関や団体の相談担当者が、
ジェンダーの視点を持って相談者の人権に配慮しなが
ら応対していくことの重要性を学び、子どもポルノや買
春、JKビジネスなどの性ビジネスに安易に取り込まれ
ていく少女の実態について知り、当事者となる少女へ
の対応と支援について考えた。その中で、性と生殖に
関する女性の人権を尊重することを学んだ。

【課題】
　対象者を男性にも広げ啓発していく。

Ａ
　アルザフォーラムで、
性と生殖に関する女性
の人権を尊重する意識
を啓発する内容の事業
を検討する。
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（２）ライフステージに応じた健康づくりの支援

①　生涯にわたる健康づくりのための支援

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

156 521ｱ01 健康教育 健康増進課 【事業内容】
生活習慣病予防や介護予防推進のため，市民
ニーズに合わせたテーマの講座を開催する。

【取組内容】
生涯にわたる健康の確保のため、生活習慣病
予防等の啓発を実施。

市民 2,472

157 521ｱ02 成人健康相談 健康増進課 【事業内容】
生活習慣病予防や介護予防推進のため，保健
師，栄養士等による個別の助言・指導を行う。

【取組内容】
健康相談及び骨粗しょう症予防相談などを実
施。

市民 3,180

158 521ｲ01 各種がん検診 健康増進課 【事業内容】
がんの早期発見，早期治療を促進するため各
種がん検診を実施し，市民の健康の保持増進を
図る。

【取組内容】
各種がん検診の実施
無料クーポン券送付と再勧奨案内
モデル検診の実施

４０歳以上の市
民

1,429,379

②　妊娠・出産等に関する健康支援
159 522ｱ01 安産教室 健康増進課 【事業内容】

安産教室で，両親が協力して育児するという意
識の啓発を図る。

【取組内容】
妊娠・出産等に関する健康支援。

妊婦とその夫
（パートナー）

1,279

160 522ｱ02 妊婦一般健康診査 健康増進課 【事業内容】
妊婦と胎児の健康管理のため，健康診査を医
療機関に委託して実施する。妊婦1人につき14
回まで健診費用の助成を行う。

【取組内容】
妊婦健康診査受診票14回分の配布、里帰り県
外受診者に対しては、医療機関との契約または
償還払を行う。

妊婦 638,594

161 522ｱ03 妊婦保健指導事業 健康増進課 【事業内容】
妊娠中を健康に過ごし，安全に出産ができるよ
う，母子健康手帳の交付に併せて保健指導を実
施する。また，母子保健サービスの利用方法や
医療給付などの説明を行う。

【取組内容】
妊娠・出産等に関する健康支援。

妊婦 1,506

162 522ｱ04 母体保護相談 健康増進課 【事業内容】
股関節健診の際に2～4か月児を持つ親を対象
として，産後の家族計画・受胎調節指導を行い，
併せて健康相談・育児相談を実施する。

【取組内容】
妊娠・出産等に関する健康支援。

産婦とその夫
（パートナー）

3,822

163 522ｲ01 こんにちは赤ちゃ
ん訪問事業

健康増進課 【事業内容】
生後4か月になるまでの全ての乳児と産婦を対
象に訪問を実施し，保健指導や育児情報の提
供を行い，地域における育児支援につなげる。

【取組内容】
家庭訪問により，乳児を持つ親の育児支援や健
康管理を行う。

乳児・産婦 46,069

164 522ｲ02 安産教室 健康増進課 【事業内容】
安産教室で，両親が協力して育児するという意
識の啓発を図る。

【取組内容】
妊娠・出産等に関する健康支援。

妊婦とその夫
（パートナー）

1,279

目標５　性に関する理解と生涯にわたる健康の確保
　　　　　　－「性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）」の尊重－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

開催回数3,188回
延参加者数56,306人

【配慮・効果（貢献）内容】
　生涯を通じた生活習慣病予防をテーマに実施した。
性別により特有の疾患予防については、最小限の参
加条件を設けた。

【課題】
　より多くの市民に参加してもらえる機会の確保が必要
である。

Ａ
　テーマの選定，会場，
日時などあらゆる市民が
参加できるよう配慮す
る。

開催回数518回
延参加者数8,820人

【配慮・効果（貢献）内容】
　性別に関係なくどなたでも相談が受けられるような配
慮，個々の状況に応じた助言，指導を心がけた。

【課題】
　より多くの市民に参加してもらえる機会の確保が必要
である。

Ｂ
　定例日に参加できない
市民への対応（窓口での
相談等）に配慮する。

胃がん検診：68,450人
大腸がん検診：75,941人
肺がん検診：38,691人
子宮頸がん検診：20,396人
乳がん検診：18,921人

【配慮・効果（貢献）内容】
　集団検診では，女性専用日，休日検診日や複数のが
ん検診を組合わせた併設検診を拡充。５年以上の受
診歴のない人に子宮頸がん・乳がん検診の再勧奨を
実施。

【課題】
　受診率については，がん対策推進基本計画で目標
値50％と示されているが，現状では達成が困難。

Ｂ
　自己負担額の見直しに
よる負担軽減，検診初年
度の無料化，受診券や
案内の改良を行い，がん
検診の受診率向上を図
る。

開催回数　8区　計　105回
参加人数　延　1,433　人
　　　　《再掲》　夫（パートナー） 381人

【配慮・効果（貢献）内容】
　妊婦だけでなく，夫（パートナー）の参加も呼び掛ける
ことにより，出産・育児及び家事における男女の協力
の必要性と責任の重要性を啓発した。

【課題】
　引き続き男女の協力の必要性について啓発を行う。

Ｂ
　妊婦だけでなく，夫
（パートナー）の参加を呼
び掛けることで，男女とも
に女性の健康と権利を
尊重する考え方を理解し
てもらえるように配慮す
る。

妊婦1人に対し14回まで健診費用の助成を行った。

受診件数　延　71,887件

【配慮・効果（貢献）内容】
　妊娠中の健康管理と経済的負担の軽減に配慮した。

【課題】
　ハイリスク妊婦への継続支援の充実。

Ｂ
　医療機関と連携し、ハ
イリスク妊婦の支援につ
なげる。

母子健康手帳交付と同時に実施

定例日の保健指導（全区で実施）
　実施回数　　126回
　参加者数　　2,235人

【配慮・効果（貢献）内容】
　妊婦が夫（パートナー）と一緒に安心・安全な妊娠・出
産について理解するように配慮した。

【課題】
　支援が必要な妊婦への継続支援の充実。

Ａ
　支援が必要と思われる
妊婦には，継続して相
談・支援を行っていく。

開催回数　8区　計　101回
相談者数　　産婦  5,875人　

　　　　　　　　夫等　  598人

【配慮・効果（貢献）内容】
　産婦と夫（パートナー）に知識を啓発することにより，
女性の健康について男性からも理解が得られるように
配慮した。

【課題】
　支援を必要とする産婦への継続支援の充実。

Ａ
　支援が必要と思われる
産婦には，継続して相
談・支援を行っていく。

訪問件数　　　6,149件 【配慮・効果（貢献）内容】
　産後うつ病質問票等を用いて，産婦の心身の状態を
考慮しながら，個別に必要な相談・支援を行った。
育児における男女の協力の必要性について配慮した。

【課題】
　引き続き育児における男女の協力の必要性について
配慮。

Ｂ
　引き続き育児における
男女の協力の必要性に
ついて配慮を行ってい
く。

開催回数　8区　計　105回
参加人数　延　1,433　人
　　　　《再掲》　夫（パートナー） 381人

【配慮・効果（貢献）内容】
　妊婦だけでなく，夫（パートナー）の参加も呼び掛ける
ことにより，出産・育児及び家事における男女の協力
の必要性と責任の重要性を啓発した。

【課題】
　引き続き男女の協力の必要性について啓発を行う。

Ｂ
　妊婦だけでなく，夫
（パートナー）の参加を呼
び掛けることで，男女とも
に女性の健康と権利を
尊重する考え方を理解し
てもらえるように配慮す
る。
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（２）ライフステージに応じた健康づくりの支援

②　妊娠・出産等に関する健康支援

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

165 522ｳ01 不妊に悩む方への
特定治療支援事業

健康増進課 【事業内容】
特定不妊治療（体外受精及び顕微授精）を受け
ている夫婦に対して，その治療費の一部を助成
し，経済的負担の軽減を図る。

【取組内容】
特定不妊治療を実施した法律上の夫婦に治療
費の一部を助成する。H28.1,20より初回助成額
の拡充及び男性不妊治療についても助成する。

特定不妊治療
を受けた夫婦

198,255

③　こころとからだの相談体制の充実
166 523ｱ01 女性のこころとから

だ専門相談
男女共同参画
課

【事業内容】
男女共同参画推進センターにおいて，からだに
ついての悩み，性に関する悩み，体の不調など
について看護職の専門相談員が相談助言を行
う。

【取組内容】
女性のこころとからだに関する専門相談を実施
し、問題解決を支援する。

女性市民

167 523ｱ02 産婦人科医による
健康相談

健康増進課 【事業内容】
生涯を通じた女性の健康の保持・増進のため
に，不妊・性・思春期・更年期などについての個
別相談を行う。

【取組内容】
こころとからだの健康相談の充実。

思春期から更年
期までの女性又
はその家族

④　性感染症等への対策
168 524ｱ01 エイズ教育指導充

実
保健管理課 【事業内容】

思春期からの性教育を通して，正しいHIV・エイ
ズ予防知識の普及・啓発を行う。学校の指導計
画に応じたパンフレットの提供やＨIＶ感染者・エ
イズ患者の現状・最新の医療状況などの情報提
供を行う。

【取組内容】
HIV・エイズに対する正しい理解を深めるため小
中高等学校・専門学校での健康教育を実施す
る。エイズにつながる可能性のあるクラミジア・
梅毒等の性感染症についても知識の普及を図
る。
保健師・養護教諭を対象とした研修会の開催。

市立小・中・高
校・大学の教職
員，生徒

3,805

169 524ｱ02 薬物乱用防止の指
導の充実

学校支援課 【事業内容】
薬物に関する知識と薬物乱用をしない強い意志
を育成するため，学校教育において，薬物乱用
防止に関する指導を行うとともに協力指導者を
招き薬物乱用防止教室等を開催する。

【取組内容】
全国研修会や保健所から紹介された研修会の
案内をし、参加を呼びかける。

市立小・中・高
校児童・生徒

170 524ｲ01 エイズ相談・検査事
業

保健管理課 【事業内容】
エイズについての相談，検査を通じ正しい知識
の提供，普及に努める。

【取組内容】
HIV検査・相談の実施。受検者・相談者がＨＩＶ・
エイズについて正しく理解できるよう知識の普及
を図る。また、他の性感染症についても理解が
深まるよう普及啓発を図る。

一般市民 4,158

目標５　性に関する理解と生涯にわたる健康の確保
　　　　　　－「性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）」の尊重－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

助成件数　1,213件（うち男性不妊１件） 【配慮・効果（貢献）内容】
　妊娠・出産を望む夫婦への経済的負担の軽減に配
慮した。男性不妊についても助成したことによりさらに
負担軽減に配慮した。

【課題】
　制度変更で年齢制限を今年度より実施。さらなる周
知が必要。

Ａ
　年齢制限・回数の考え
方等を医療機関と連携し
周知していく。

■新潟大学医学部保健学科と連携し「女性のこころとからだ
専門相談」を実施した。
◆第2水曜
会場　新潟大学医学部保健学科
時間　午後2時～5時
◆第4水曜
会場　アルザ相談室
時間　午前9時～正午
◆相談件数46件◆開設日数　24日

【配慮・効果（貢献）内容】
　看護職の女性専門相談員が面接を行うことで、安心
して相談室を利用することができ、悩みの解決に向け
た支援をすることができた。

【課題】
　相談に携わる看護職の相談員が、業務繁忙等の理
由によりスケジュールの確保が厳しくなっている。

Ａ
　相談事業を継続してい
くために、関係機関との
十分な情報交換が必
要。

【配慮・効果（貢献）内容】

【課題】

※平成25年度末で事業
終了

○中高専門学校で健康教育を実施。
(14回 2,741人)
○中高等学校・専門学校でのパンフレットの配布、成人式へ
のパンフレット配布
○保健師・養護教諭を対象にした研修会の開催（252名参
加）

【配慮・効果（貢献）内容】
　「性」・「心」はそれぞれ違うことを理解してお互いを思
いやることができ，性行為によるリスクを知り，妊娠・性
感染症を自分自身の問題として捉えられるよう健康教
育を実施した。自分自身の行動を振り返るとともに、自
分のこととして考えられるよう、正しく理解して知識が深
まるよう指導した。

【課題】
　同じ年代でも健康教育に対しての生徒の反応はさま
ざまである。どのような所に重点を置いて健康教育を
実施するか，学校側との事前の打ち合わせ・調整が重
要であると考える。また，日常的に学校でも指導フォ
ローしてもらえるよう伝えていくことが必要と考える。

Ａ
　生徒の生活状況等を
把握し、自分自身の問題
として捉えられるよう健
康教育を実施する。
　学校での指導・フォ
ローにつなげてもらえる
よう、学校と目的を共有
する。

・学習指導要領に沿って薬物乱用防止についての指導を実
施した。小学校８２校、中学校５２校、高校２校、中等教育学
校１校で実施した。特に中学校は９３％、高校・中等教育学
校では１００％の実施である。指導内容も外部講師に依頼し
たり、グループ学習を取り入れるなどの工夫をしてもらった。 
・薬物乱用防止教育研修会並びに公開授業等を市薬剤師
会へも案内をして、さらに学校薬剤師との連携を図る。
・県主催の「薬物乱用防止教育指導者研修会」が新潟市開
催だったので参加について促した。
・薬物乱用防止教育の実施状況調査結果について、各校種
の研修会で周知した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　小・中・高においては、体育・保健体育・学級活動等
の時間に学習指導要領に沿って年間指導計画を立て
て実施した。学校の実態に合わせて、講師を選定し、
発達段階に合わせた指導を開催している。

【課題】
　文部科学省は、すべての中・高校で開催するよう指
導している。未実施校には指導・助言をしていかなけれ
ばならない。研修会でさらに周知をしていく必要があ
る。

Ａ
　薬物乱用防止教育に
関する案内や外部講師
の紹介を研修会など通し
て周知していく。

○ＨＩＶ・エイズ相談電話の実施(平日8:30～17:30)
○ＨＩＶ検査相談の実施
【通常検査】ＨＩＶ検査と同時に梅毒・クラミジア・肝炎検査を
実施。結果は1週間後。
　保健所会場:週2回(予約不要)
　けんこう広場ＲＯＳAぴあ会場:月4回(要予約)
【即日検査】ＨＩＶ検査のみ，結果は約1時間後保健所会場の
み（要予約）
　第2土曜日午後　年間12回
　第3金曜日夜間　年間12回
【ＨＩＶ検査普及週間/エイズデー】
　休日検査・商業施設等での出張検査の実施。
○相談実績1,197件(昨年度実績1,425件)
○検査実績1,020件(昨年度実績1,172件)

【配慮・効果（貢献）内容】
　「性に関するチェックシート」を用いて受検者の理解度
を確認しながら保健指導を実施した。予防行動がとれ
るよう性感染症について正しく知識を持ってもらえるよ
う指導を実施。

【課題】
　受検者は現在の自身の感染の有無を知ることを目的
に来所し、その後の感染予防の行動がとれていないこ
とが多い。自分の身体・パートナーの身体を考えた行
動がとれるように保健指導を実施することが重要であ
ると考える。

Ａ
　正しい知識（エイズ・性
感染症の一般的な知
識、予防方法等）をもち
感染症予防の行動がと
れるよう、受検者の理解
度を確認しながら指導を
行う。
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（１）ＤＶの根絶とＤＶ被害者への総合的な支援体制づくり

171

（２）セクシュアル・ハラスメント，性暴力防止対策の推進

①　セクシュアル・ハラスメントの防止

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

172 621ｱ01 セクシュアル・ハラ
スメント防止に関す
る啓発

男女共同参画
課

【事業内容】
セクハラ防止リーフレットを作成・配布し意識啓
発を図る。

【取組内容】
セクシュアル・ハラスメントについて正しい理解を
深めてもらい、セクシュアル・ハラスメントの防止
に繋げる。

市民 1,286 市民への意
識啓発事業
全体額

173 621ｱ02 ハンドブック「働く女
性のために」による
周知

雇用政策課 【事業内容】
ハンドブック「働く女性のために」によりセクシャ
ル・ハラスメントの防止に関する関係法令の周
知を行う。

【取組内容】
主に女性に対する暴力の防止のため，ハンド
ブックを活用し，セクシャル・ハラスメントの相談
窓口等を啓発する。

事業主，市民 303

174 621ｲ01 セクシュアル・ハラ
スメントに関する啓
発

男女共同参画
課

【事業内容】
セクハラ防止リーフレットを作成・配布し、セクハ
ラに関する相談窓口の周知を図る。

【取組内容】
セクシュアル・ハラスメントの被害にあった場合
に、相談窓口を知っていることが被害者を救う第
一歩につながることから、多くの方々へ相談窓
口を周知する。

市民 1,286 市民への意
識啓発事業
全体額

175 621ｲ02 ハンドブック「働く女
性のために」による
周知

雇用政策課 【事業内容】
ハンドブック「働く女性のために」によりセクシャ
ル・ハラスメントに関する相談窓口等の情報提
供を行う。

【取組内容】
主に女性に対する暴力の防止のため，ハンド
ブックを活用し，セクシャル・ハラスメントの相談
窓口等を啓発する。

事業主，市民 303

176 621ｳ01 職場におけるセク
シュアル・ハラスメ
ントの防止及び快
適な職場環境づくり
の推進

人事課 【事業内容】
職場におけるセクシュアルハラスメントの防止に
努め，男女が対等平等な関係で快適に働くこと
ができる職場環境づくりを進める。

【取組内容】
管理職員等への研修等を行い，庁内におけるセ
クシュアルハラスメントの防止を推進する。

市職員 81

177 621ｳ02 教職員に対する意
識啓発

教職員課 【事業内容】
「教職員の綱紀の保持及び服務規律の確保の
ための指針」を基に，学校におけるセクシュアル
ハラスメントの防止を周知徹底する。

【取組内容】
研修等の実施により、セクシャルハラスメントに
関する理解を深め、学校におけるセクシャルハ
ラスメントの防止を推進する。

市立学校園の
教職員

目標６　女性に対する暴力の根絶
　　　　　　－ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－

新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　セクシュアル・ハラスメント防止リーフレットを改訂し、関係
機関への送付や男女共同参画に関する講座や研修会など
で配布し啓発を図った。

　セクハラ防止について、市ホームページに情報を掲載し、
セクハラ防止の啓発を推進した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　セクハラ防止リーフレットを通して，何気ない行為がセ
クハラになっていることもあるなど、セクハラに対する正
しい理解を広めた。

【課題】
　より広くリーフレットの配布を進める必要がある。

Ａ
　引き続き、広くリーフ
レットを配布し啓発を図
る。

　ハンドブック「働く女性のために」を作成・発行した。
・関係法令については19ページにわたり掲載

【配慮・効果（貢献）内容】
　事業主が講ずべき措置や被害を受けた時の対応方
法を記載することで，セクハラ防止の意識啓発を図っ
た。

【課題】
　関係法令や制度のさらなる周知を行う。

Ａ
　関係法令や制度のさら
なる周知を行う。

　セクハラ相談窓口の情報を掲載したセクハラ防止リーフ
レットを市庁舎や市施設等に設置するほか講座や各種イベ
ント時にも配布し、相談窓口の周知を図った。
　市ホームページに、セクハラ相談窓口の情報を掲載し，周
知を図った。

　情報紙「アルザ」ｖｏｌ26に、マタハラについての相談窓口の
情報を掲載し、周知を図った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　リーフレットを多くの方に手にしていただけるよう、男
女共同参画週間や女性に対する暴力をなくす運動期
間などに合わせ、市役所や図書館などの企画展示ス
ペースにも設置した。

【課題】
　より広くセクハラリーフレットの配布を進める必要があ
る。
　マタハラについてもより周知していく必要がある。

Ｂ
　引き続き、広くリーフ
レットを配布し啓発を図
る。
　マタハラについても、機
会を捉えて周知してい
く。

　ハンドブック「働く女性のために」を作成・発行した。
・相談窓口等については10ページにわたり掲載

【配慮・効果（貢献）内容】
　セクハラ被害を受けた時の対応方法や相談窓口につ
いての情報提供を行った。

【課題】
　相談窓口等のさらなる周知を行う。

Ａ
　相談窓口等のさらなる
周知を行う。

・「管理職のためのハラスメント防止研修」を実施
・「相談員のためのハラスメン防止研修」を実施
・新たに「保育園長向けのハラスメント研修」を実施

【配慮・効果（貢献）内容】
　相談員向けと管理職向けの研修を分けて実施し，研
修目的を明確にすることで，研修参加者の理解度が向
上した。新たに，保育園長を対象に研修を実施。

【課題】
　係長級職員等への研修の実施。

Ａ
　本市における事例等を
交えながら，より効果的
な研修となるよう検討す
る。

　管理主事による学校訪問や、学校園に対する通知により
意識啓発や指導を行った。また、各学校においても研修等を
実施した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　管理主事による学校訪問において、管理職に対し直
接的な働きかけを行うとともに、学校園あての通知で具
体的な指導事項を明確にすることで、各学校園での取
組に役立った。

【課題】
　管理職および教職員全体に対するセクシャルハラス
メント防止の周知を今後も進める必要がある。

Ａ
　男女共同参画意識の
向上、協働体制の確立
を図ることで、セクシャル
ハラスメント防止にもつ
なげていく。
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（２）セクシュアル・ハラスメント，性暴力防止対策の推進

②　性暴力防止の啓発と安全な環境づくり

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

178 622ｱ01 地域防犯活動につ
いての意識啓発

市民生活課 【事業内容】
地域の犯罪情報や具体的な防犯対策など，防
犯行動をとるために役立つ情報を提供し，市民
一人ひとりの防犯意識を高める。

【取組内容】
女性被害防止等のための広報啓発活動。

市民 928

179 622ｱ02 防犯講習会の開催 市民生活課 【事業内容】
団体・グループ等の求めに応じて，担当職員に
よる新潟市の犯罪情勢・振り込め詐欺の現状・
防犯対策などの講習会を行い，防犯の参加型
広報・啓発活動を行う。

【取組内容】
女性被害防止対策の講習会等の開催。

市民 591

180 622ｱ03 青色防犯パトロー
ル

市民生活課 【事業内容】
犯罪を未然に防止するため，青色回転灯装着
車によるパトロール活動を行うことにより，市民
の防犯意識の高揚に努め，また，下校中の児
童・生徒の安全を確保するとともに，犯罪の起こ
りにくい環境を創出する。

【取組内容】
女性被害等に対する広報活動・情報収集。

市民 10,251

181 622ｱ04 「女性に対する暴
力をなくす運動」等
での意識啓発

男女共同参画
課

【事業内容】
性暴力に対する相談窓口の周知を図るなど，性
暴力防止のための意識啓発を図る。

【取組内容】
「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせ
相談窓口の周知を図り，性暴力防止に向けた啓
発を推進する。

市民 16,940

182 622ｲ01 環境健全化に関す
る意識啓発

市民生活課 【事業内容】
古町・新潟駅周辺・新潟東港周辺をセーフティ
ゾーン地域として指定し，客引きやピンクビラ配
布などの迷惑行為の注意喚起や防犯パトロー
ルを行っているほか，新潟東港周辺ではマナー
アップ看板の設置・不法投棄箇所の緑化を行
う。

【取組内容】
繁華街での女性被害防止活動の推進。

市民 449

183 622ｲ02 社会環境浄化活動 地域教育推進
課

【事業内容】
青少年に悪影響を及ぼす恐れのある社会環境
を浄化するために，全市にわたり図書類（有害
指定図書）等自動販売機の設置を調査する。

【取組内容】
性暴力表現等を含む有害図書類の調査などを
実施し，青少年が育つ社会環境の浄化活動を
行う。

市民・各種団体 1,600

目標６　女性に対する暴力の根絶
　　　　　　－ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

・ホームページ、市報にいがた等による防犯啓発情報の発
信
・防犯ボランティアネットワーク登録団体等への「安心・安全
ネット通信」の配布
・各種街頭啓発活動（女性被害防止等）
・犯罪のない安心・安全なまちづくり市民大会の開催

【配慮・効果（貢献）内容】
　女性被害防止等の広報・啓発活動を通じ、男女とも
に安心・安全に暮らせるまちづくりに貢献した。

【課題】
　女性被害防止に資するよう、より効果的な広報・啓発
活動を行う必要がある。

Ａ
　引き続き、女性被害防
止等のための広報啓発
活動を推進する。

・防犯講習会開催
（26回1,312人参加）
・子どもの体験型安全教室開催
（97校約5,900人参加）

【配慮・効果（貢献）内容】
　多様な内容の講習会を開催することにより、男女とも
に安心・安全に暮らせるまちづくりに貢献した。

【課題】
　女性被害防止に資するよう、より効果的な講習会を
行う必要がある。

Ａ
　引き続き、女性被害防
止対策の講習会等の開
催する。

【青色回転灯装着車によるパトロール活動】
実施時間：月～金曜日10:00～17:00
非常勤職員（警察OB）4名、車両2台
パトロール内容
・地域の防犯活動や学校のセーフティ・スタッフ活動・警察と
連携して防犯活動や子供の見守りを行った。
・学校等の関係機関に立ち寄り、地区内の犯罪状況や不審
者情報等の情報収集に努めた。

【配慮・効果（貢献）内容】
　パトロール活動を通じて、女性被害防止のための意
識啓発や、女性犯罪等に巻き込まれない安心・安全な
まちづくりに貢献した。

【課題】
　女性を対象とした犯罪が起こらないよう対策を行う必
要がある。

Ａ
　引き続き、青色回転灯
装着車によるパトロール
活動を実施する。

　「女性に対する暴力をなくす運動」期間（毎年11月12日～
11月25日）に合わせ，中央図書館「ほんぽーと」で企画展示
を実施し，ポスターやリーフレット，関連図書を展示した。
　市役所および区役所でパープルリボンを観葉植物やクリス
マスツリーに飾り，配布を行ったほか，江南区文化会館を
パープルカラーにライトアップし，運動の推進を図った。
　市報にいがたにおいても同週間記事を掲載し，相談窓口
の周知を図った。
・ほんぽーと企画展示期間：10月8日～11月3日
・パープルリボンの配布：11月2日～12月25日
・市報にいがた11月8日号掲載
・子育て中の母親向けフリーペーパーへの掲載

【配慮・効果（貢献）内容】
　同週間に合わせ企画展示を実施することで，同週間
の周知を図った。また，パープルリボンを配布し運動の
推進を図った。

【課題】
　同運動をさらに広く周知を図る必要がある。

Ａ
　引き続き運動の周知を
進める。

（東港周辺）
・セーフティゾーン広報啓発活動の実施
・市・警察等による防犯パトロール
（新潟駅・古町周辺）
・地元防犯ボランティアの支援と促進
・セーフティゾーンの広報啓発活動
・定期的な防犯なパトロールの実施
・客引き・スカウト・ピンクビラ配布等の迷惑行為を行ってい
る者に対する指導

【配慮・効果（貢献）内容】
　女性に対してスカウト等迷惑行為を行う者に指導を行
い、環境健全化を図った。

【課題】
　繁華街等についてはスカウト等迷惑行為が行われな
いよう、引き続き対策をおこなう必要がある。

Ａ
　引き続き、繁華街での
女性被害防止活動の推
進する。

　有害図書等の販売状況を地区青少年育成協議会などが
調査し、意識啓発を図った。
調査結果：成人向け図書自動販売機54台、成人向けＤＶＤ
貸出店32店、24時間営業店337店

【配慮・効果（貢献）内容】
　女性の性的な面を強調するような図書類など、青少
年の成長に悪影響を及ぼす恐れのある社会環境の実
態について調査し、その結果を広報した。

【課題】
　効率的な調査方法について、引き続き検討が必要。

Ｂ
　調査項目・調査方法に
ついて。
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（１）DVの根絶とDV被害者への総合的な支援体制づくり（新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画）

〔１〕DVを容認しない社会づくりの推進

①　DV防止の意識啓発の推進

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

184 6111ｱ01 DV防止に向けた広
報活動

男女共同参画
課

【事業内容】
DVが人権侵害であるという認識を深め，DV防
止に向けた意識の醸成を図るための広報活動。

【取組内容】
・配偶者暴力相談支援センター案内リーフレット
の改正版の作成，及びリーフレットとカードの配
布。
・市報への掲載
・啓発パネル掲示
・市政情報モニター
・パープルリボン掲示

市民 16,940

185 6111ｲ01 DVに関する講演
会，講座による啓
発事業

男女共同参画
課

【事業内容】
DVに関する理解促進を図るため，講演会や講
座等の啓発事業を実施する。

【取組内容】
DVの正しい理解を進めるための講演会等を行
う。

市民 5,392 男女共同参
画推進セン
ター事業費
から非常勤
職員人件費
を除いた額

186 6111ｳ01 若年層への教育・
啓発

男女共同参画
課

【事業内容】
市内の高校や大学に出向き，デートＤＶに関す
る理解をすすめ，ＤＶの予防啓発につながる
デートＤＶ防止セミナーを実施する。

【取組内容】
ＤＶを容認しない社会づくりを推進するため，男
女の人権に配慮しながらＤＶ防止の意識啓発を
推進している。

高校生・大学生 318

187 6111ｳ02 若年層への教育・
啓発

学校支援課 【事業内容】
小学校１年生・４年生用，中学校１年生用の「子
どもの権利条約パンフレット」を計画的に活用
し，授業の実践をとおして，若年層への教育や
啓発を推進する。

【取組内容】
「子どもの権利条約パンフレット」を作成，配付
し，啓発を行う。

小学校１年生・
４年生，中学校
１年生

356

188 6111ｴ01 加害者更生に関す
る施策の検討

男女共同参画
課

【事業内容】
DV加害者更生に関する調査研究の状況につい
て情報を収集し，施策について検討する。

【取組内容】
加害者更生プログラムの調査を行う。

DV加害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

目標６　女性に対する暴力の根絶
　　　　　　－ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

（１）センター案内リーフレットの改正版の作成（部数30,000
部）及び配布（部数約17,000部）
（２）センター案内カードの配布（部数約5,500部）
（３）市報への掲載：月に１度のDVセンター相談電話案内，
11月12日～25日の女性に対する暴力をなくす運動案内
（４）子育て中の母親向けフリーペーパーへの掲載：ＤＶと
は，ＤＶセンター相談電話案内
（５）広聴相談課主催の「ミニ人権展」で啓発パネル掲示
（６）市政情報モニター
（７）本庁舎および区役所におけるパープルリボンツリー掲示
（８）江南区文化会館をパープルカラーにライトアップ
（９）成人式での啓発チラシ配布

【配慮・効果（貢献）内容】
　リーフレットや広報媒体を使用し周知を図ることがで
きた。

【課題】
　より充実した広報の実施。

Ａ
　機会をとらえて広報をし
ていく。

■女性の生き方講座「その怒り、意味あります。」
◆10/11（日）/イライラに向き合い、私らしさに出会う/募集人
数20人/参加人数26人/参加率130％
◆10/18（日）/怒りの背景にあるもの/募集人数20人/参加
人数19人/参加率95％

■相談に携わる方のための講座　STOP！少女の「性」の商
品化～JKビジネスと子どもポルノの実態～
◆9/12（土）/募集人数50人/参加人数45人/参加率90％

■『支援者のためのスキルアップ講座』―認知行動療法を学
ぶー/委託先：NPO法人　女のスペース・にいがた/募集人数
30人/参加者数34人/参加率113％

■アルザフォーラムＤＶＤ上映会
「デートＤＶ」
「パパ、ママをぶたないで！」

【配慮・効果（貢献）内容】
・自分がとらわれてきた価値観に気づき、日常生活の
中に潜むジェンダーを考えた。各種相談に応じている
機関や団体の相談担当者が、ジェンダーの視点を持っ
て相談者の人権に配慮しながら応対していくことの重
要性を学ぶ内容とした。
・子どもポルノや買春、JKビジネスなどの性ビジネスに
安易に取り込まれていく少女の実態について知り、当
事者となる少女への対応と支援について考えた。これ
らの講座の中で、DVの根絶とＤＶ被害者の支援につい
て理解を深めた。
・相談支援者のスキルアップに繋がった。

【課題】
　ＤＶについて正しく理解してもらい、広く市民を対象に
啓発していくことが必要である。

Ａ
　今後も、DVの正しい理
解を進められる内容を組
み込む必要がある。

デートＤＶ防止セミナー実施校
合計　15校　21回　受講者4,077人
・高校　　　　 10校 11回　受講者2,955人
・大学　　　　　4校　9回　受講者1,104人
・専門学校　　1校　1回　受講者　 18人

成人式での啓発チラシ配布

【配慮・効果（貢献）内容】
　若いうちから、ＤＶを理解し、将来ＤＶをしない、されな
いための知識を身につける。

【課題】
　学校の希望によりセミナーを実施しているため、希望
しない学校にはセミナーを実施できていない。

Ａ
　毎年開催している学校
の開催を継続するととも
に、未開催の学校に対し
ても開催につながるよう
案内を引き続き行う。

　５月に市立小・中学校，特別支援学校，中等教育学校に以
下の学習資料（パンフレット）と活用の手引きを配付し，授業
での活用を図るように依頼した。

活用状況
・小学校：99％
・中学校：75％

【配慮・効果（貢献）内容】
　学習資料（パンフレット）に基づき，男女関係なく人権
が守られる存在であることや，守らなければならないこ
とを学ばせることができた。

【課題】
　子どもが暴力から守られること，また被害に遭った時
の対処にあわせて，ＤＶを容認しない意識づくりまで啓
発を進める必要がある。

Ｂ
　本学習資料や授業が
保護者にも周知され，男
女の人権の尊重，子ども
に対する暴力の防止と
共に，ＤＶ防止の意識啓
発にもつながるようにし
ていくこと。

　国の調査研究の状況把握を行った。

　原宿カウンセリングセンターのＮＰＯ法人ＲＲＰ研究会ＤＶ
加害者教育プログラムを視察した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　国から有効な方法について具体的な指針等は出され
なかった。

【課題】
　引き続き国等の調査研究の情報収集を行う。

Ｂ
　国、民間団体の取り組
みについて情報収集を
行う。
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（１）DVの根絶とDV被害者への総合的な支援体制づくり（新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画）

〔１〕DVを容認しない社会づくりの推進

②　DV相談窓口の周知

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

189 6112ｱ01 ＤＶ相談窓口の周
知

男女共同参画
課

【事業内容】
センターを周知するための広報活動を行う。

【取組内容】
配偶者暴力相談支援センター案内リーフレットと
カードの作成およびその他の方法を検討し相談
窓口の周知を図る。

市民 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

190 6112ｲ01 個々の状況に配慮
した情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
外国人や障がいのある人などに配慮した広報を
行う。

【取組内容】
センター案内リーフレットに多国語を記載する。
またリーフレットを関係団体にも配布する。

市民 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

191 6112ｲ02 DV相談窓口の周
知

障がい福祉課 【事業内容】
障がいのある方の個々の状況に配慮した情報
提供の充実と関係団体等についての情報提供
につとめる。

【取組内容】
取組内容を記入してください。

障がいのある
DV被害者の方

－

192 6112ｲ03 相談窓口の開設
（国際交流協会事
業）

国際課（国際
交流協会）

【事業内容】
人間関係やDV等も含め日常生活の悩みごとに
ついて，外国語（英語・中国語・韓国語・ロシア
語・フランス語）による相談窓口の開設。

【取組内容】
国際理解に基づく男女共同参画の推進。

外国籍市民 458

193 6112ｳ01 地域の福祉関係者
への周知

男女共同参画
課

【事業内容】
地域の福祉関係者に対してセンターを周知す
る。

【取組内容】
関係者へセンターに関する情報を提供する。

地域の福祉関
係者

16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

目標６　女性に対する暴力の根絶
　　　　　　－ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

（１）センター案内リーフレットの配布（部数約16,000部）
（２）センター案内カードの配布（部数約14,000部）及び増刷
（14,000部）
（３）市報への掲載：月に１度のDVセンター相談電話案内，
11月12日～25日の女性に対する暴力をなくす運動案内
（４）子育て中の母親向けフリーペーパーへの掲載：ＤＶと
は，ＤＶセンター相談電話案内
（５）広聴相談課主催の「ミニ人権展」で啓発パネル掲示
（６）市政情報モニター
（７）本庁舎および区役所におけるパープルリボンツリー掲示
（８）江南区文化会館をパープルカラーにライトアップ
（９）成人式での啓発チラシ配布

【配慮・効果（貢献）内容】
　リーフレットや広報媒体を使用し周知を図ることがで
きた。

【課題】
　より充実した広報の実施。

Ａ
　機会をとらえて広報をし
ていく。

・外国人にもセンター案内リーフレットを手に取ってもらえるよ
う，当初よりリーフレット内の一文に４カ国語を使用。
・リーフレットを国際課・区役所・福祉施設等，外国人や障が
いのある人なども行きやすい場所に設置した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　外国籍の方からの相談もあり，一定の効果はあっ
た。

【課題】
　より充実した広報の実施。

Ａ
　引き続き外国籍の方に
効果的に周知する方法
を検討する。

 　市ホームページや障がい者（児）福祉のしおりをはじめとし
た各種福祉関係刊行物で相談窓口の周知を図った。
　DVが関係した相談は4件。配暴センターに引継いだり，支
援の際女性相談員に関わってもらった。

【配慮・効果（貢献）内容】
　DV相談を受けたりDV被害を発見した場合の情報提
供には，障がいのある方の個々の状況に配慮した体
制とした。

【課題】
　相談窓口の情報を必要とする方への更なる周知が必
要。

Ａ
　相談受付にDV相談窓
口のパンフレットを配置
し，情報提供につとめ
る。

　外国籍市民が日常抱える生活上の悩みや困りごとの相談
を外国語で受け付けた。

・相談件数171件
　　入管19件
　　生活38件
　　医療・保障11件 
　　労働4件 
　　子供・教育20件
　　事件・事故2件
　　国際結婚4件
　　その他73件(通訳翻訳紹介等）

【配慮・効果（貢献）内容】
　母語での相談を受けることにより，必要な情報を外国
籍市民に提供することができた。

【課題】
　紹介した先での言葉の問題。

Ｂ
　今後も外国語での相談
を受け付けることにより，
安心して生活できるよう
支援する。

　民生委員にリーフレットを送付し，DV及びセンターについて
周知した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　被害者の早期発見への体制づくりに寄与した。

【課題】
　効果的な周知方法について検討。

Ｂ
　効果的な広報活動の
実施，検討。
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（１）DVの根絶とDV被害者への総合的な支援体制づくり（新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画）

〔２〕相談体制の充実

①　安全に安心して相談できる体制づくり

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

194 6121ｱ01 ＤＶセンター相談事
業

男女共同参画
課

【事業内容】
ＤＶセンターにおいて，DV被害者のための電話
及び面接相談を行う。

【取組内容】
被害者が安全に安心して相談してもらうため，相
談環境を整える。

DV被害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

195 6121ｱ02 女性相談事業 男女共同参画
課

【事業内容】
区役所内において，DV被害者のための電話及
び面接相談を行う。

【取組内容】
被害者が安全に安心して相談してもらうため、相
談環境を整える。

DV被害者 19,389 女性相談員
費の全体額

196 6121ｲ01 夜間や休日の対応 男女共同参画
課

【事業内容】
夜間電話相談について検討する。

【取組内容】
夜間電話相談を実施する。

DV被害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

197 6121ｳ01 外国人，障がいの
ある被害者に配慮
した相談対応

男女共同参画
課

【事業内容】
外国人，障がいのある被害者に対し個々の状況
に配慮した相談対応を行う。

【取組内容】
個々の状況に配慮した支援を行う。

外国人，障がい
のあるDV被害
者

16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

②　相談従事者の研修の充実
198 6122ｱ01 相談員を対象とし

た研修の実施
男女共同参画
課

【事業内容】
相談員を対象とした研修を実施し，知識と技術
向上のための体制作りを行う。

【取組内容】
事例検討会議等を開催する。

相談員 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

199 6122ｲ01 二次的被害の防止
に向けた研修の実
施

男女共同参画
課

【事業内容】
被害者への二次的被害防止を図るための研修
を行う。

【取組内容】
関係職員向けにＤＶ理解のための研修を開催す
る。

関係職員 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

200 6122ｳ01 関係制度の理解を
目的とした研修の
実施

男女共同参画
課

【事業内容】
被害者に適切な対応をするための研修を実施
する。

【取組内容】
担当職員向けに各種制度に関する研修を行う。

関係職員 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

目標６　女性に対する暴力の根絶
　　　　　　－ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

平成27年度相談件数(主訴がDV)
電話　　　　　387件
来所　　　　　107件
出張等　　　 　82件

【配慮・効果（貢献）内容】
　面接会場は被害者のプライバシーに配慮した環境を
整えた。被害者の支援のために関係課に情報提供す
る場合は，最低限必要な情報提供のみとすることに配
慮した。

【課題】
  情報の漏えいがないよう，厳重な管理を行う必要があ
る。

Ａ
　引き続き，情報の管理
を徹底するとともに，窓
口の相談環境を充実さ
せる。

平成27年度相談件数(主訴がDV)
電話　　　　　3,351件
来所　　　　  　611件

【配慮・効果（貢献）内容】
　面接会場は被害者のプライバシーに配慮した環境を
整えた。被害者の支援のために関係課に情報提供す
る場合は、最低限必要な情報提供のみとすることに配
慮した。
　また、女性相談員を増員することで区役所の相談環
境を強化することができた。

【課題】
　情報の漏えいがないよう，厳重な管理を行う必要が
ある。

Ａ
　引き続き、情報の管理
を徹底するとともに、窓
口の相談環境を充実さ
せる。

火曜日　午後4～8時
木・金曜日　午後5～8時
休日や，緊急時は警察へ連絡，と広報している。

【配慮・効果（貢献）内容】
　民間支援団体に夜間電話を委託することで，民間支
援団体との連携強化と被害者支援を拡充できた。

【課題】
　夜間電話の拡充や休日の相談対応について，他都
市の状況を鑑みながらの検討が必要。

Ｂ
　引き続き効果的な相談
体制について検討する。

外国語通訳の派遣回数　1回
外国人相談件数（11件）
障がいのある方の相談件数（66件）

【配慮・効果（貢献）内容】
　関係機関と連携して対応した。

【課題】
　関係機関との連携強化。

Ａ
　関係機関との連携を確
認し，必要な時に迅速な
対応が図れるようにす
る。

定例事例検討会議　毎月1回開催
ＤＶ相談窓口調整会議　5月開催
ＤＶ相談窓口調整会議研修会　10・2月開催

【配慮・効果（貢献）内容】
　事例検討会で得られた知識が，相談員の用務に生か
されている。

【課題】
　会議内容の工夫。

Ａ
　引き続き相談員の知識
の積み上げに生かされ
る会議等を開催する。

ＤＶ相談窓口調整会議　5月開催
ＤＶ相談窓口調整会議研修会　10・2月開催

【配慮・効果（貢献）内容】
　会議・研修会を通して知識の共有が図られ，二次的
被害の防止が図られた。

【課題】
　会議内容の工夫。

Ａ
　引き続き関係職員の知
識の積み上げに生かさ
れる会議を開催する。

定例事例検討会議　毎月1回開催
ＤＶ相談窓口調整会議　5月開催
ＤＶ相談窓口調整会議研修会　10・2月開催

【配慮・効果（貢献）内容】
　各種制度の情報を共有することにより，適切な対応を
することができた。

【課題】
　会議内容の工夫。

Ａ
　引き続き会議等を通し
て関係制度の共有を行
う。
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（１）DVの根絶とDV被害者への総合的な支援体制づくり（新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画）

〔２〕相談体制の充実

③　相談窓口等の連携強化

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

201 6123ｱ01 早期発見に向けた
関係機関との連携

男女共同参画
課

【事業内容】
医療機関や保健・福祉関係機関との体制作りを
行う。

【取組内容】
関係部署との連絡会へ出席する。

関係機関 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

202 6123ｲ01 ケース検討会議の
実施

男女共同参画
課

【事業内容】
相談員と女性相談員及び庁内関係課と連携しな
がらケース会議を開催し，適切な支援方針を立
てる。

【取組内容】
適宜ケース会議を主催又は関係会議に出席す
る。

関係機関 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

〔３〕DV被害者の保護体制と自立支援の充実

①　安全に配慮した保護体制の確立
203 6131ｱ01 緊急時の避難場所

の確保
男女共同参画
課

【事業内容】
緊急時の被害者の避難場所の確保について検
討する。

【取組内容】
緊急保護事業を実施する。

DV被害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

204 6131ｲ01 一時保護に係る関
係機関との連携

男女共同参画
課

【事業内容】
県や県警と連携し一時保護へつなげ被害者の
安全確保を図る。

【取組内容】
各々の機関と連携しながら被害者の安全確保を
行った。

DV被害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

205 6131ｳ01 外国人，高齢者，
障がいのある被害
者に配慮した関係
機関との連携

男女共同参画
課

【事業内容】
外国人，高齢者，障がいのある被害者に配慮し
た関係機関と連携する。

【取組内容】
個々の状況に配慮し関係機関と連携する。

外国人，障がい
のあるDV被害
者

16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

②　総合的な相談支援体制の確立
206 6132ｱ01 配偶者暴力相談支

援センター機能の
充実と総合的な相
談支援体制づくり

男女共同参画
課

【事業内容】
研修会を開き相互理解を深め支援体制を確立
する。

【取組内容】
DV相談窓口調整会議を開催する。
事例検討会議を開催する。

関係機関 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

207 6132ｲ01 ＤＶ支援情報等の
共有化を図る

男女共同参画
課

【事業内容】
関係部署の支援体制について情報収集する。

【取組内容】
対応マニュアルの見直しを行う。

関係機関 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

208 6132ｳ01 被害者の精神的負
担の軽減や安全確
保

男女共同参画
課

【事業内容】
必要に応じた同行支援を行う。

【取組内容】
自立支援に向けた各種手続きの際、状況に応じ
て相談員が同行支援を行う。

関係機関 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

209 6132ｴ01 情報管理の徹底 男女共同参画
課

【事業内容】
ＤＶ被害者に関する個人情報の管理・保護を徹
底する。

【取組内容】
関係書類の管理を徹底する。

職員 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

目標６　女性に対する暴力の根絶
　　　　　　－ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

済生会第二病院との連絡会　１回
児童虐待実務者会議の参加　7回

【配慮・効果（貢献）内容】
　連絡会に参加し、センター業務の周知を図ることがで
きた。

【課題】
　関係機関との連携の継続と強化。

Ａ
　連絡会に継続的に参
加し、さらなる体制強化
につとめる。

ケース検討会議　0回 【配慮・効果（貢献）内容】
  研修会等の実施により職員の知識と技術向上が図ら
れ、現場で連携しながら支援を行うことができたため、
ケース検討会議の開催はなかった。

【課題】
　関係機関との連携の継続と強化。

Ａ
　関係課と随時情報共有
を行い、連携強化を図
る。

利用実績　１件 【配慮・効果（貢献）内容】
　被害者の希望にこたえることができた。

【課題】
　事業の継続。

Ａ
　引き続き個々の事情に
対応できるよう、事業を
実施する。

センターから県女性相談所の一時保護へつなげた件数　3
件

【配慮・効果（貢献）内容】
　各ケースごとに協議をしながら実施した。

【課題】
　連携体制の充実。

Ａ
　被害者の安全確保に
向け、連携体制を強化す
る。

一時保護された外国人　０人 【配慮・効果（貢献）内容】
　個々の状況に配慮した支援を行った。

【課題】
　連携体制の充実。

Ａ
　連携体制の継続。

定例事例検討会議　毎月1回開催
ＤＶ相談窓口調整会議　5月開催
ＤＶ相談窓口調整会議研修会　10・2月開催

【配慮・効果（貢献）内容】
　研修開催により相互理解が深まった。

【課題】
　研修内容の充実。

Ａ
　研修内容を随時見直
し，充実を図る。

　配偶者暴力相談支援センター，女性相談員用のマニュア
ルの見直しを行った。
　「医療関係者のためのＤＶ発見・対応マニュアル」を作成
し、医療機関へ配付した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　支援体制等の新しい情報を共有できた。

【課題】
　定期的に見直す必要がある。

Ａ
　組織改正や制度の変
更等に合わせ随時見直
しをする。

　被害者の状況にあわせた同行支援を行った。 【配慮・効果（貢献）内容】
　関係課と連携して実施した。

【課題】
　関係課との連携の充実。

Ａ
　関係課との連携をさら
に充実させる。

　DV相談台帳や証明書を保管する書棚は閉庁時に鍵をか
けるなどして管理した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　個人情報の管理・保護がなされた。

【課題】
　管理・保護の継続。

Ａ
　引き続き情報管理の徹
底を行う。
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（１）DVの根絶とDV被害者への総合的な支援体制づくり（新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画）

〔３〕DV被害者の保護体制と自立支援の充実

③　自立支援策の充実

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

210 6133ｱ01 生活再建に向けた
継続的な支援の調
整

男女共同参画
課

【事業内容】
DV被害者の意思を尊重した支援策を調整し，生
活再建に向けて継続的な支援を行う。

【取組内容】
自立に向けた支援策を関係機関と調整し、継続
的に支援する。

DV被害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

211 6133ｱ02 女性相談事業 男女共同参画
課

【事業内容】
DV被害者の意思を尊重した支援策を調整し，生
活再建に向けて継続的な支援を行う。

【取組内容】
自立に向けた支援策を関係機関と調整し、継続
的に支援する。

DV被害者 19,389 女性相談員
費の全体額

212 6133ｱ03 生活再建に向けた
継続的な支援の調
整

男女共同参画
課

【事業内容】
見守り同行支援事業。

【取組内容】
一時保護所退所後も，将来に不安があるなど支
援を希望する被害者に家庭訪問や外出への付
添などを行う。新潟市が主催した支援員養成講
座を修了した方が支援員となる。

DV被害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

213 6133ｲ01 生活支援のため各
種制度の情報提供
及び支援

男女共同参画
課

【事業内容】
DV被害者の生活支援のため，各種制度の情報
提供や手続きの支援などを行う。

【取組内容】
自立に向けた助言や手続きへの同行を行うほ
か，手続きに必要な証明書を発行する。

DV被害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

214 6133ｲ02 女性相談事業 男女共同参画
課

【事業内容】
DV被害者の生活支援のため，各種制度の情報
提供や手続きの支援などを行う。

【取組内容】
自立に向けた助言や手続きへの同行支援を行
うほか、手続きに必要な証明の申請を受け付け
る。

DV被害者 19,389 女性相談員
費の全体額

215 6133ｳ01 母子生活支援施設 こども未来課 【事業内容】
母子家庭の母であって，その監護すべき児童の
福祉に欠けるところがある場合に，母子を入所
させ，専門の指導員により生活指導や就労促進
を行うとともに，児童の健全育成を支援する。

【取組内容】
ひとり親家庭が安心して子育てし自立した生活
が営めるよう家庭状態やニーズに応じた総合的
な支援を行う。

母子家庭の母
親，児童

61,789

216 6133ｳ02 母子向け住宅の入
居

こども未来課 【事業内容】
20歳未満の子を扶養する母子家庭の母親とそ
の子が入居できる市営住宅を提供する。

【取組内容】
住宅に困窮した母子家庭に対し市営住宅を提供
し、自立した生活が送られるよう支援を行う。

20歳未満の子
を扶養する母子
家庭の母親とそ
の子ども

217 6133ｳ03 市営住宅の抽選会
の優遇

住環境政策課 【事業内容】
配偶者からの暴力を理由に，婦人保護施設・母
子生活支援施設に入所しているもしくは退所し
た日から５年を経過していない世帯または裁判
所より保護命令を受けてから５年を経過していな
い世帯は優遇抽選（抽選札３枚）を受けることが
できる。

【取組内容】
ＤＶ被害者に対する優遇措置。

左に該当するＤ
Ｖ被害者世帯

目標６　女性に対する暴力の根絶
　　　　　　－ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　被害者の意思を尊重しながら関係機関等と連携して支援
の調整を行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　被害者に寄り添った支援ができた。

【課題】
　関係機関との連携強化。

Ａ
　引き続き被害者の立場
に立ち、関係機関とも連
携を図っていく。

　被害者の意思を尊重しながら関係機関等と連携して支援
の調整を行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　被害者に寄り添った支援ができた。

【課題】
　関係機関との連携強化。

Ａ
　引き続き被害者の立場
に立ち、関係機関とも連
携を図っていく。

事業利用者　0人 【配慮・効果（貢献）内容】
　利用を希望する被害者がいなかったが，被害者支援
事業は充実した。

【課題】
　事業内容等について検証する必要がある。

Ｂ
　引き続き事業を実施す
る。

住基ロックの証明　57件
ＤＶ被害者の保護証明
　　・健康保険用　　9件
　　・年金用　　　　14件
　　・児童手当用　12件
　　・その他　　　　  2件
保護命令の裁判所への書面提出　3件

【配慮・効果（貢献）内容】
　被害者の状況に合わせた情報提供や手続きの支援
を行うことができた。

【課題】
　関係機関との連携強化。

Ａ
　引き続き，被害者の立
場に立った支援と関係機
関との連携を行う。

　ＤＶ被害者の自立支援のため、区役所で行える各種制度
の情報提供のほか、センターと連携し、法テラスなどの外部
組織の情報や手続きを行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　被害者の状況に合わせた情報提供や手続きの支援
を行うことができた。

【課題】
　ＤＶセンターや関係機関との連携強化。

Ａ
　引き続き，被害者の立
場に立った支援とＤＶセ
ンター，関係機関との連
携を行う。

　ふじみ苑とさつき荘の２施設で母子入所の生活支援，就労
支援，育児支援などを実施し，家庭の自立を援助した。

【Ｈ27入所者】
さつき荘　母11人　児童15人
ふじみ苑　母13人　児童22人

【配慮・効果（貢献）内容】
　入所母子が早期に自立できるよう，生活全般を支援
する視点で相談援助を行った。

【課題】
　施設運営の質の向上を図ることで，多面的な支援が
できる体制をつくる。

Ａ
　入所母子の早期自立
を促すように，生活全般
にわたる視点での相談
援助を行う。

・耐震改修につき新規入居者募集は実施できなかった。
・退去時期を向かえた2戸に対し退去通知を行った。

・平成27年度末現在で24戸中19戸入居中。

【配慮・効果（貢献）内容】
・母子家庭が安心して自立した生活が送られるよう支
援した。
・退去期限の近い入居者に対し通知を行う事で滞りなく
退去いただけた。

【課題】
　平成27年度新規入居者の募集が出来なかった為、
例年より空室が増えた。

Ａ
　住宅に困窮した母子世
帯に母子向住宅につい
て情報提供し、より多く
の母子世帯に利用して
頂けるよう努める。

入居実績　２件 【配慮・効果（貢献）内容】
　市営住宅への入居を希望するＤＶ被害者世帯に対
し，適切な優遇措置を講じた。また，ＤＶ被害者世帯と
しては該当しないケースについても，その他優遇措置
を適用できるか検討するなど，他の相談窓口等と連携
して個々のケースに応じた支援を実施した。

【課題】
　関係機関等との連携体制のさらなる充実。

Ｂ
　引き続き，市営住宅に
入居を希望するＤＶ被害
者世帯に対し，適切な優
遇措置を講じていく。
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（１）DVの根絶とDV被害者への総合的な支援体制づくり（新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画）

〔３〕DV被害者の保護体制と自立支援の充実

③　自立支援策の充実

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

218 6133ｴ01 就業に関する相談
や職業訓練制度の
情報提供

男女共同参画
課

【事業内容】
被害者の生活安定のための就業などについて
相談や情報提供を行う。

【取組内容】
相談の中で、就業に向けたハローワーク等の情
報を提供する。

DV被害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

219 6133ｴ02 母子家庭就労対策
事業

こども未来課 【事業内容】
ひとり親家庭の父母の就労を促進するため，
（一社）新潟県母子寡婦福祉連合会に委託し，
就労相談や就業情報の提供，就職支援セミナー
を行う。

【取組内容】
ひとり親家庭が安心して子育てし自立した生活
が営めるよう家庭状態やニーズに応じた総合的
な支援を行う。

ひとり親家庭の
父母で，児童扶
養手当またはひ
とり親医療費助
成事業の受給
者もしくは受給
できる所得水準
にある方

2,608

220 6133ｴ03 母子家庭就労対策
事業

こども未来課 【事業内容】
ひとり親家庭の父母の家庭状況やニーズに応じ
た生活支援や修業支援等のメニューを組み合
わせ，即就職に向けた支援や、就労に効果的な
資格取得のため講座を受講する場合に経費の
一部を補助したり，看護師など定められた資格
を習得するため養成機関に通う場合に一定期間
の生活費の一部を給付する。

【取組内容】
ひとり親家庭の父母が生活するに足る収入を得
て，安心して子育てし自立した生活が営めるよう
家庭状況やニーズに応じた総合的な支援を行
う。

ひとり親家庭の
父母で，児童扶
養手当またはひ
とり親医療費助
成事業の受給
者もしくは受給
できる所得水準
にある方

32,975

221 6133ｵ01 被害者のこころの
ケアのための関係
機関との連携

男女共同参画
課

【事業内容】
DV被害者にこころのケアが必要な場合，専門の
関係機関と連携して支援する。

【取組内容】
ケアが必要な場合は、アルザにいがたの相談室
等と連携して支援する。

DV被害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

222 6133ｶ01 被害者の同伴児童
などへの支援

男女共同参画
課

【事業内容】
被害者の同伴児童などについて，関係機関など
と連携し支援を行う。

【取組内容】
児童相談所と連携した支援を行う。また学校や
保育園についてはそれぞれの関係課を通して連
携する。

DV被害者の同
伴児童など

16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

223 6133ｶ02  被害者の同伴児
童などへの支援

男女共同参画
課

【事業内容】
親子心理的支援事業の実施。

【取組内容】
ＤＶ被害を受けた母子の心理的回復を進める心
理教育プログラムを開催する。
新潟市が主催した支援員養成講座を修了した
方がインストラクターとなる。

DV被害者とそ
の子ども

16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

224 6133ｷ01 外国人，高齢者，
障がいのある被害
者に対する支援

男女共同参画
課

【事業内容】
外国人，高齢者，障がいのある被害者に対し，
関係機関と連携して支援する。

【取組内容】
ＤＶ被害者に配慮し、状況に応じた支援を行う。

外国人，高齢
者，障がいのあ
るDV被害者

16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

目標６　女性に対する暴力の根絶
　　　　　　－ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

　被害者の家族構成や健康状態等を考慮しながら情報提供
の実施を行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　被害者の状況に合わせた情報提供ができた。

【課題】
　被害者の現況と情報が乖離しないようにしなければ
ならない。

Ａ
　引き続き被害者の状況
に合わせた情報提供を
行う。

　新潟県と共同設置する母子家庭等就業自立支援センター
において就業相談や求人開拓支援，就業支援講習会（パソ
コン講習会），また，弁護士による養育費相談を実施した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　相談者の自立に必要な支援方法が提示できるように
配慮した。
　また，母子，父子問わず相談に応じた。

【課題】
　厳しい経済状況の中で独自の職業開拓に課題が
残った。

Ａ
　就労につながるよう、
引き続き効果的な就労
支援等実施に努める。

・母子父子自立支援プログラム策定事業
　53人の母子家庭の母に対し，自立に向けたプログラムを策
定し，就労支援を行った。

・自立支援教育訓練給付金事業
　0人
・高等職業訓練促進給付金事業
　経済的自立等のため就職に効果的な資格取得を目指し養
成機関で修業する母子家庭の母16人へ促進給付金を支給
し，支援した。

【配慮・効果（貢献）内容】
　多様化するひとり親家庭の実態やニーズに応じた効
果的なプログラム策定を行い適切な就業支援，経済的
支援を行った。

【課題】
　さまざまな課題を抱えたひとり親の方が増えているた
め、関係機関との連携を密にし情報の共有や有用な情
報の収集に努める。
　自立支援教育訓練給付金事業については雇用保険
受給資格者からの相談が多く、事業対象者とならな
かった。

Ａ
　ハローワーク等の労働
関係機関や母子福祉団
体等とのさらなる連携を
図り，効果的な就労支援
等実施に努める。

　アルザにいがたの相談室を紹介した。 【配慮・効果（貢献）内容】
　相談室と連携することにより、被害者のこころのケア
に効果が見られた。

【課題】
　ＤＶ被害者が直接相談を申し込まなくてはいけないた
め、紹介しても本人が相談しない場合もある。

Ａ
　引き続き関係機関と連
携して支援していく。

　関係機関と同伴児の状況について共有し，支援をした。 【配慮・効果（貢献）内容】
　関係課と連携し、同伴児に適切な支援ができた。

【課題】
　連携体制の充実。

Ａ
　引き続き連携体制の継
続をしていく。

参加母子　5組
※対象者：被害者の女性とその子ども（未就学児）

【配慮・効果（貢献）内容】
　被害者支援事業が充実した。

【課題】
　事業の効果等について検証する必要がある。

Ａ
　引き続き事業を実施す
る。

外国語通訳の派遣回数　1回
外国人相談件数（11件）
障がいのある方の相談件数（66件）

【配慮・効果（貢献）内容】
　関係課と連携し個々に対応した支援を行った。

【課題】
　連携体制の充実。

Ａ
　引き続き連携体制の継
続をしていく。
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（１）DVの根絶とDV被害者への総合的な支援体制づくり（新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画）

〔４〕関係機関や民間支援団体との連携の強化

①　児童虐待・高齢者虐待対策関係機関との連携

No. 事業コード 事業名 所管課 事業・取組内容 主たる対象
平成27年度
予算額
（千円）

予算額関係
特記事項

225 6141ｱ01 児童虐待・高齢者
虐待対策関係機関
との連携

男女共同参画
課

【事業内容】
DVのある家庭における子どもや高齢者の支援
について，関係機関と連携を図る。

【取組内容】
ＤＶ相談窓口調整会議を通じて児童虐待・高齢
者虐待対策関係機関と連携を図る。

児童虐待・高齢
者虐待対策関
係機関

16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

②　関係機関・民間支援団体との連携・協力体制の強化
226 6142ｱ01 関係機関・民間支

援団体との連携・
協力

男女共同参画
課

【事業内容】
会議の開催や外部主催の会議などで関係機関
等と連携・協力を図る。

【取組内容】
「ＤＶ相談窓口調整会議」などを通じて関係機関
や団体との連携を図る。

関係機関及び
民間支援団体
等

16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

227 6142ｲ01 女性緊急一時保護
等事業費補助金

男女共同参画
課

【事業内容】
ＤＶ被害者の緊急一時保護及び自立支援を行う
民間団体の保護施設運営費に対して補助する。

【取組内容】
ＤＶ被害者の支援団体の活動に対する支援を行
う。

民間支援団体 1,000

③　計画推進のための体制づくり
228 6143ｱ01 計画推進のための

組織の設置
男女共同参画
課

【事業内容】
「ＤＶ相談窓口調整会議」や「事例検討会」などで
ＤＶ防止の推進や課題への対応を検討する。

【取組内容】
「新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援
基本計画」の推進について検討する。

関係機関及び
民間支援団体
等

16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

229 6143ｲ01 DVの実態把握と施
策の充実

男女共同参画
課

【事業内容】
先行している政令市などの事例を参考にＤＶセ
ンターを中心に被害者支援策の検討を図る。

【取組内容】
被害者支援施策の充実を図るため，新たな支援
策を検討する。

DV被害者 16,940 配偶者暴力
相談支援セ
ンター事業費
の全体額

目標６　女性に対する暴力の根絶
　　　　　　－ＤＶ対策の強化とあらゆる人権侵害行為の防止－
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平成27年度実績
男女共同参画行動計画の目標に対して

配慮した内容又は目標達成に
効果があった（貢献した）内容・課題

事業
所管課
評価

次年度以降の取組で
配慮する点

ＤＶ相談窓口調整会議　5月開催
ＤＶ相談窓口調整会議研修会　10・2月開催
児童虐待実務者会議の参加　7回

【配慮・効果（貢献）内容】
　関係機関等との連携のために有効であった。

【課題】
　継続的な連携体制の構築。

Ａ
　引き続き，関係機関と
の連携と協力を図る。

ＤＶ相談窓口調整会議　5月開催
ＤＶ相談窓口調整会議研修会　10・2月開催
県主催　配偶者暴力防止連絡会議　2月
　　　　　 実務担当者会議　　　10月
民間機関とは、適宜意見交換を行った。

【配慮・効果（貢献）内容】
　会議を通して，連携体制を確認した。

【課題】
　連携体制の強化。

Ａ
　引き続き関係機関との
連携会議を実施し，連
携・協力を進める。

補助実績

・民間支援団体　　２団体

【配慮・効果（貢献）内容】
　民間支援団体は，支援者からの寄付等によって運営
されており，補助金は貴重な財源となっている。

【課題】
　民間団体から補助金の増額を要求されている。

Ａ
　補助金の趣旨に沿った
事業内容であるか、適宜
モニタリングする。

定例事例検討会議　毎月1回開催
ＤＶ相談窓口調整会議　5月開催
ＤＶ相談窓口調整会議研修会　10・2月開催

【配慮・効果（貢献）内容】
　関係機関等との情報共有や支援者のスキルアップが
図れるなど計画の推進に寄与した。

【課題】
　計画全体の課題を検討する機会が少なかった。

Ａ
　引き続き民間支援団体
との連携会議を実施し，
計画の推進について検
討する場を設ける。

　他都市の事例を参考に，被害者支援事業を進めている。
･見守り・同行支援事業
・親子心理的支援事業

【配慮・効果（貢献）内容】
　被害者支援事業が充実した。

【課題】
　事業の効果等について検証する。

Ａ
　引き続き被害者支援施
策の充実について検討
する。
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男女共同参画審議会・推進会議・苦情処理委員会議の開催概要 

【１】男女共同参画審議会 

○審議会 

第１回 平成２７年４月２８日 

会長の選出について 

会長代理の指名について 

本市の男女共同参画施策について（報告） 

平成２６年度男女共同参画苦情処理状況について（報告） 

平成２６年度男女共同参画推進会議開催状況について（報告） 

次期男女共同参画行動計画について（諮問） 

新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画策定部会員の選出について 

行動計画実施事業評価部会員の選出について 

第２回 平成２７年７月６日 

第２次男女共同参画行動計画事業評価について 

第３次男女共同参画行動計画の策定について 

第３回 平成２７年８月２８日 

第２次男女共同参画行動計画事業評価について 

第３次男女共同参画行動計画の策定について 

   第４回 平成２７年９月２９日 

第２次男女共同参画行動計画事業評価について 

第３次男女共同参画行動計画の策定について 

   第５回 平成２７年１０月２８日 

第２次男女共同参画行動計画事業評価について（報告） 

第３次男女共同参画行動計画の策定について 

   第６回 平成２８年３月２３日 

第３次男女共同参画行動計画の策定について 

○評価部会 

第１回 平成２７年７月３１日 ・部会長選出 ・事業評価について 

第２回 平成２７年８月１０日 ・事業評価について 

第３回 平成２６年９月３日 ・事業評価について 

  ○新潟市配偶者等からの暴力防止・被害者支援基本計画策定部会 

第１回 平成２７年６月１２日 ・部会長選出 ・計画策定について 

第２回 平成２７年８月１１日 ・計画策定について 
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審議会委員名簿                        平成２８年３月現在 

氏  名 役 職 名 等 備  考 

阿部 マサ子 新潟市西蒲区農業委員  

梅 田   毅 
新潟県警察本部生活安全部子供女性安全対策課 

子供女性安全対策官 
ＤＶ計画策定部会員 

越 智  敏 夫 新潟国際情報大学国際学部教授  

海 津  裕 子 公募委員 ＤＶ計画策定部会員 

片 元   彰 公募委員 評価部会員 

指 田  祐 美 公募委員 評価部会長 

佐 藤  洋 子 新潟日報社編集局報道部部長代理

関島 香代子 新潟大学大学院保健学研究科准教授 
会長代理 

ＤＶ計画策定部会長 

高 橋  直 己 弁護士 ＤＶ計画策定部会員 

野 田  富 子 にいがた女性会議代表 評価部会員 

畠 山  典 子 新潟市立関屋小学校長

船 山  昌 代 連合新潟地域協議会副議長  

松 本  春 美 新潟労働局雇用均等室長  

若 山  良 夫 東北塗装工業（株）代表取締役社長  

渡 辺  聖 ＮＰＯ法人ファザーリング・ジャパン会員 会  長 

（平成２７年１２月まで）渡辺 治（連合新潟地域協議会事務局次長） 

【２】男女共同参画推進会議 

第１回推進会議 平成２７年４月２０日                                        

附属機関等における女性委員の登用促進について 

男性職員の育児休業取得促進について 

第２回推進会議 平成２７年１１月１６日 

男女共同参画行動計画実施事業の評価について 

附属機関等における女性委員の登用促進について 

事例発表「男女で育児を考える」水道局技術部水質管理課 

研修会 平成２７年６月３０日 

 講演 

 演題「これから求められる管理職～イクボス～」 

 講師 川島 高之 さん（ＮＰＯ法人コヂカラ・ニッポン代表） 
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【３】男女共同参画苦情処理制度 

第 1回苦情処理委員会議 平成２７年６月１日 

平成２６年度男女共同参画苦情処理状況について 

平成２７年度事業について 

事例検討 

○平成２７年度処理案件なし 

苦情処理委員名簿 平成２７年６月１日現在

氏    名 役  職  名  等

内 山  晶 弁護士

関 田  雅 弘 元行政評価委員

牧  佐 智 代 新潟大学法学部講師
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